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Press Release

報道関係者 各位

事務処理誤り等（平成２２年５月分）について

平成22年 5月分の事務処理誤り等の件数及び個別の事案等について、別添

のとおりお知らせいたします。

なお、日本年金機構においては、引き続き事務処理誤り等の再発防止に努めて

まいります。

平成２２年７月１日

（照会先）

品質管理部長 伊藤 誠一

（電話直通 ０３－６８９２－０７５２）

経営企画部広報室

（電話直通 ０３－５３４４－１１１０）
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別添

事務処理誤り等（平成２２年５月分）について

Ⅰ 概 要

日本年金機構（本部及び年金事務所等）における社会保険業務の事務処理誤り及び業

務上発生した事件・事故（以下「事務処理誤り等」という。社会保険庁時代のものを含

む。）について、５月に、本部担当部署及び年金事務所等の事務処理誤り等の詳細な報

告が完了したもの及びシステム事故等の詳細な報告が完了したものを取りまとめたもの。

・これらの事務処理誤り等については、被保険者等の関係者から公表を控えるよう強く要請されない

限り、原則として、その事案の概要等を公表します。今回取りまとめた178件のうち、公表可能な129

件ついて、その概要を日本年金機構ＨＰに掲載しています。

Ⅱ 状 況

以下の分析については、システム事故等を除く事務処理誤り等の１７８件を対象とし

ています。

１ 事務処理区分別件数

（１）受付時の書類管理誤り・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1件（0.5%）

〔郵送や窓口で受領した書類の担当部署への回付漏れ等、受付時の誤り〕

（２）確認・決定誤り・・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・ 31件（17.4%）

〔届書内容の確認誤り、金融機関等のコード記入誤り等、事実関係の誤認や法令の適用誤り〕

（３）未処理・処理遅延・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 34件（19.1%）

〔審査決定すべき届書の未処理、社会保険オンラインシステムへの入力漏れ、日本年金機構本部

への進達漏れ、関係部署からの返戻書類の未処理等〕

（４）入力誤り・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 48件（27.0%）

〔数字や氏名等の入力誤り、一部項目の入れ違え等、入力時の誤り〕

（５）通知書等の作成誤り・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・ 21件（11.8%）

〔様式誤り、記載事項誤り等、出力・作成時等の誤り〕

（６）誤送付・誤送信・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・・ 9件（5.1%）

〔別の送付先への書類混入等の誤送付、誤送信、誤交付等、配付時の誤り〕

（７）説明誤り・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 14件（7.9%）

〔窓口、電話等での制度説明誤り、申請書等の指示誤り等、相談時の誤り〕

（８）受理後の書類管理誤り・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 6件（3.4%）

〔受理した申請書、添付書類の紛失等〕

（９）記録訂正誤り・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2件（1.1%）

〔別人の記録を訂正、別人の記録を統合〕

（10）事故等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 12件（6.7%）

〔身分証明書等の紛失、不適正な事務処理等、通常の業務処理の流れの中での誤りには該当しな

いもの〕

合計 178件（100.0%）
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２ 制度等別件数

（１）厚生年金適用関係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ・ 35件（19.7%）

（２）厚生年金徴収関係・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4件 (2.2%）

（３）国民年金適用関係・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 26件（14.6%）

（４）国民年金徴収関係・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 44件（24.7%）

（５）年金給付関係・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 58件（32.6%）

（６）船員保険関係・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 0件（0.0%）

（７）その他・・・・・・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・ 11件（6.2%）

合計 178件（100.0％）

３ 制度等別･事務処理区分別内訳

表１ 制度等別・事務処理区分別内訳一覧表
受付時

の書類

管理誤

り

確認・

決定誤

り

未処理・

処理遅

延

入力誤

り

通知書

等の作

成誤り

誤送付・

誤送信

説明誤

り

受理後

の書類

管理誤

り

記録訂

正誤り
事故等 計

健康保険・厚

生年金保険

適用関係

0 5 5 17 2 2 0 1 1 2 35

(0) (0) (2) (3) (0) (0) (0) (0) (1) (0) (6)
健康保険・厚

生年金保険

徴収関係

0 1 1 1 0 0 1 0 0 0 4

(0) (1) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (1)

国民年金

適用関係

0 6 7 7 1 2 1 0 1 1 26

(0) (2) (1) (1) (0) (1) (0) (0) (0) (0) (5)

国民年金

徴収関係

0 5 12 12 6 4 2 3 0 0 44

(0) (0) (2) (4) (1) (1) (1) (0) (0) (0) (9)

年金給付

関係

1 14 9 11 10 1 10 2 0 0 58

(0) (5) (5) (5) (3) (1) (3) (1) (0) (0) (23)

船員保険

関係

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

その他
0 0 0 0 2 0 0 0 0 9 11

(0) (0) (0) (0) (2) (0) (0) (0) (0) (3) (5)

計
1 31 34 48 21 9 14 6 2 12 178

(0) (8) (10) (13) (6) (3) (4) (1) (1) (3) (49)

（注）（ ）内は、非公表とした事案の件数を再掲したものである。
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４ 事務処理誤り等の原因

（１）原因別件数

① 確認不足・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 124件（69.7%）

〔窓口装置操作の際にキータッチ等を誤ったもの・入力を漏らしていたもの、通知書等の封入

封緘時における内容物や宛先の確認を漏らしていたもの等〕

② 適用・認識誤り・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・・・・ 15件（8.4%）

〔法令や通知等に係る解釈を誤っていたもの、理解が不足していたもの等〕

③ 届書等の放置・・・・ ・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・ 25件 (14.0%）

〔本来行うべき処理を多忙や失念により適切な時期までに処理を行わなかったもの〕

④ その他・・ ・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・ 14件（7.9%）

〔不適正な事務処理等〕

合計 178件（100.0%）

（２）原因別･事務処理区分別内訳

表 ２ 原因別・事務処理区分別内訳一覧表

受付時
の書類
管理誤り

確認・
決定誤り

未処理・
処理遅
延
入力誤り

通知書
等の作
成誤り

誤送付・
誤送信 説明誤り

受理後
の書類
管理誤り

記録訂
正誤り 事故等 計

確認不足
1 27 16 47 14 9 9 0 1 0 124

(0) (7) (3) (13) (5) (3) (2) (0) (1) (0) (34)

適用・認識誤り
0 2 1 1 7 0 4 0 0 0 15

(0) (1) (0) (0) (1) (0) (1) (0) (0) (0) (3)

届書等の放置
0 2 17 0 0 0 0 5 1 0 25

(0) (0) (7) (0) (0) (0) (0) (1) (0) (0) (8)

その他
0 0 0 0 0 0 1 1 0 12 14

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (1) (0) (0) (3) (4)

計
1 31 34 48 21 9 14 6 2 12 178

(0) (8) (10) (13) (6) (3) (4) (1) (1) (3) (49)

（注）（ ）内は、非公表とした事案の件数を再掲したものである。

（３）原因別･制度等別内訳

表 ３ 原因別・制度等別内訳一覧表

健康保険・厚
生年金保険
適用関係

健康保険・
厚生年金保
険徴収関係

国民年金
適用関係

国民年金
徴収関係

年金給付
関係

船員保険
関係

その他 計

確認不足
29 2 18 36 37 0 2 124

(4) (0) (5) (8) (15) (0) (2) (34)

適用・認識誤り
1 2 1 1 10 0 0 15

(0) (1) (0) (0) (2) (0) (0) (3)

届書等の放置
3 0 6 7 9 0 0 25

(2) (0) (0) (1) (5) (0) (0) (8)

その他
2 0 1 0 2 0 9 14

(0) (0) (0) (0) (1) (0) (3) (4)

計
35 4 26 44 58 0 11 178

(6) (1) (5) (9) (23) (0) (5) (49)

（注）（ ）内は、非公表とした事案の件数を再掲したものである。
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５ 事務処理誤り等による影響

（１）事務処理誤り等による影響額別内訳

表 ４ 事務処理誤り等による影響額別一覧表

影響額

健康保

険・厚生年

金保険適

用関係

健康保

険・厚生年

金保険徴

収関係

国民年金

適用関係

国民年金

徴収関係

年金給付

関係

船員保険

関係
その他 計

影響額なし
21 1 16 11 28 0 8 85

(4) (1) (3) (1) (11) (0) (2) (22)

１万円未満
1 0 6 18 0 0 0 25

(0) (0) (1) (5) (0) (0) (0) (6)

１万円以上

５万円未満

2 0 0 5 5 0 2 14

(0) (0) (0) (1) (3) (0) (2) (6)

５万円以上

１０万円未満

2 0 1 1 4 0 0 8

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

１０万円以上

５０万円未満

7 0 3 9 14 0 1 34

(2) (0) (1) (2) (8) (0) (1) (14)

５０万円以上

１００万円未満

1 0 0 0 4 0 0 5

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

１００万円以上

５００万円未満

1 2 0 0 3 0 0 6

(0) (0) (0) (0) (1) (0) (0) (1)

５００万円以上
0 1 0 0 0 0 0 1

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

計
35 4 26 44 58 0 11 178

(6) (1) (5) (9) (23) (0) (5) (49)

（注１）（ ）内は、非公表とした事案の件数を再掲したものである。

（注２）影響額の区分は、事務処理誤り等によって年金や健康保険等の給付、保険料徴収額等に影響の

あった額を表示した。

（注３）影響額の区分欄の「影響額なし」とは、①誤送付などで年金や健康保険等の給付額、保険料徴

収額等に影響のないもの、②賞与支払届の金額を誤って入力したが、保険料納付までに保険料納

付額を訂正できたものなどで年金や健康保険等の給付、保険料徴収額等に影響のないものをいう。

また、影響額が未確定のものについては「影響額なし」に含めている。
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（２）事務処理誤り等による事象別内訳

表 ５ 事務処理誤り等による事象別一覧表

事 象 件 数 総額（円） 平均金額（円）

過払い（年金等の額を多く払いすぎた件） 10 8,336,462 833,646

未払い（年金等の額を少なく支払った件） 25 6,547,170 261,887

過徴収（保険料金額を多く徴収した件） 25 4,457,955 178,318

未徴収（保険料金額を少なく徴収した件） 28 9,305,185 332,328

誤還付（保険料金額を誤ってお返しした件） 1 280,420 280,420

その他 4 2,335,973 583,993

計 93 31,263,165 336,163

（注１）「表５事務処理誤り等による事象別一覧表」は、「表４事務処理誤り等による影響額別一覧表」

の「影響額なし」以外の内訳を表示した。

（注２）「総額（円）」は、事務処理誤り等によって年金や保険料徴収額等に影響のあった額の合計金

額を表示した。

（注３）「その他」の内訳は以下のとおりである。

未徴収と過徴収がある件 1件 108,242円

未徴収と過払いがある件 1件 350,461円

未払いと過払いがある件 1件 777,722円

過徴収と誤還付がある件 1件 1,099,548円

６ 事務処理誤り等の判明契機

（１）日本年金機構内部で判明・・・・・・・・・・・・・・・ 47件 （26.4%）

（２）日本年金機構外部からの通報等により判明・・・・・・・ 130件 (73.0%）

（３）その他（事件・事故等）・・・・・・・・・・・・・・・ 1件 （0.6%）

合計 178件（100.0％）

Ⅲ システム誤りに伴う事故等

・該当する事故等はありませんでした。



（注）各事項について、１.受付時の書類管理誤り、２.確認・決定誤り、３.未処理・処理遅延、４.入力誤り、５.通知書等の作成誤り、６.誤送付・誤送信、７.説明誤り、８.受理後の書類管理誤り、９.記録訂正誤り、１０.事故等の順に編綴

○日本年金機構の平成22年5月分の事務処理誤り等一覧（１～57ページ）

１．厚生年金適用関係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・１Ｐ 整理番号 １～２９

２．厚生年金徴収関係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・１３Ｐ 整理番号 ３０～３２

３．国民年金適用関係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・１５Ｐ 整理番号 ３３～５３

４．国民年金徴収関係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・２７Ｐ 整理番号 ５４～８８

５．年金給付関係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４１Ｐ 整理番号 ８９～１２３

６．その他 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５６Ｐ 整理番号１２４～１２９



整理
番号 件名

事故
等の
区分
県名
事務
所名

発生年月日 判明年月日 事象 原因
影響
範囲
影響
区分

影響金額
（単位：円） 対応 対策 判明

契機

1

事業所関
係変更（訂
正）届の事
務処理誤り

確
認
・
決
定
誤
り

京都 京都南 2007年9月21日2008年3月14日
2010年5月14日

○Ａ社から事業主変更届が提出された際
に、変更前後の事業主住所欄について事
業所所在地のゴム印が押印されていたた
め、窓口担当者が事業主個人の住所を書
いていただくよう求めたところ、以前もこの
状態で手続きしてもらったと申出がありま
した。

○平成１９年９月２１日受付と平成２０年３月１４
日受付の事業主変更届につきまして、同様に
事業主住所欄に事業所所在地が記載されてお
り、誤った状態で受付を行い処理を完了してい
ることを確認しました。

１事
業所
なし 0

○適用調査課長が電話により説明
し、お詫びのうえ今回の届書につい
ては個人の住所を記載いただくよう
お願いしましたが、２回も間違った処
理を行った責任をどう取るのかとの
申出がありました。所長と相談のう
え、お詫びの文書を事業所あて送
付しました。事業所担当者様が来所
され、ご理解をいただき届書を出し
直していただくこととしました。

○窓口担当者にあらためて受付
書類等の審査を厳密に行うよう指
導しました。

外部

2

第四種被
保険者保
険料の過
誤納につい
て

確
認
・
決
定
誤
り

千葉 千葉 1979年8月1日 2010年4月7日

○昭和54年当時、ご本人様の第四種任意
加入被保険者期間が39箇月であるべきと
ころ、誤って40箇月分の納入告知を行い
それに従い保険料納入されていたことが
判明しました。

○昭和54年4月、ご本人様が前職を退職されまし
た。
○昭和54年7月、第四種被保険者資格取得申出
受理通知書が千葉社会保険事務所から発行され
ました。（第四種資格取得日：昭和54年5月11日～
必要期間満了見込日：昭和57年8月1日 ← 39箇
月）
○昭和54年8月、昭和54年4月分～8月分の、5箇
月間の保険料を領収し、その後、昭和57年7月分
まで年単位の前納で計4回、保険料を納付。
（昭和54年4月分 ～ 昭和57年8月1日 ← 40
箇月）
○平成22年3月、ご本人様のご主人様が来所さ
れ、ご本人様の記録訂正（昭和42年7月分の記録
の漏れ）の申し出と併せ、第四種任意加入保険料
の領収書コピーを提出されました。
○平成 年 月 年金記録課に 申出の記録内容

１名 過徴収 12,508

○ご本人様のご主人様へ電話連絡
し、記録調査の結果を伝えるととも
に、第四種任意加入保険料の過誤
納についてお詫び申し上げ、1箇月
分の保険料を還付させていただく旨
を説明しました。
○還付手続きの書類の発送時期が
わかりましたら、発送前に連絡をす
るよう依頼されました。
○保険料の還付書類の発送は5月
の連休明けになる旨を伝えました。
○第四種任意加入保険料の還付手
続き書類を発送しました。
○還付手続き書類が返送され、還
付手続きは終了しました。

○保険料徴収の際は、資格取得
申出書の内容確認を必ず行なう
ことを徹底しました。

内部

り ○平成22年4月、年金記録課にて申出の記録内容
を調査しました。昭和42年7月分の記録の漏れに
ついて、新たな記録は確認できませんでした。ま
た、第四種任意加入については、記録上の期間
（昭和54年5月分～昭和57年7月分：39箇月）と、領
収書の納付期間（昭和54年4月分～昭和57年7月
分：40箇月）のずれを確認しました。

3

二以上事
業所勤務
被保険者
登録処理
（減額）入
力漏れにつ
いて

確
認
・
決 福島

東北
福島

2007年4月26日 2010年4月28日

○Ａ事業所の事業主様が月額変更届を提
出に来所し、保険料額を確認しましたとこ
ろ、すでに二以上事業所勤務被保険者の
資格喪失届が提出されていたＡ事業所分
について、二以上事業所勤務被保険者保
険料登録処理（減額）がされていないこと
が判明しました。

○Ａ事業所（選択）・Ｂ事業所（非選択）に係る
被保険者様について、Ａ事業所より資格喪失届
の提出があり、二以上事業所勤務被保険者保
険料登録票を処理する際、Ｂ事業所の減額入
力処理は行いましたが、Ａ事業所の減額入力
処理が洩れていたためＡ事業所に対し保険料
が多く告知されていたものです。

1事
業所
過徴収 1,690,707

○徴収課長が来所されていたＡ事
業所の事業主様に入力処理洩れの
経緯を説明し謝罪するとともに、確
定影響額・今後の処理について再
度連絡することとし、了承を得まし
た。
○徴収課長がＡ事業所に出向き、事

○同一事例の有無について再確
認を行うとともに、課内において
適正な事務処理の徹底を図りま
した。
○県内事務所へ当該事象につい
て周知し、注意喚起を図りまし
た。 外部

定
誤
り

福島 が判明しました。 が多く告知されていたものです。 業所 ○徴収課長がＡ事業所に出向き、事
業主様と面談のうえあらためて謝罪
するとともに、確定影響額と今後の
処理について説明を行い、了承を得
ました。

た。

1
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4

二以上事
業所勤務
者に対する
社会保険
料の二重
徴収につい
て
確
認
・
決
定
誤
り

千葉 船橋 2009年２月～2010
年2月

2010年3月24日

○健康保険料率改定により、二以上事業
所勤務者の選択事業所及び非選択事業
所の健康保険料の額を決定しようとしまし
たところ、選択事業所及び非選択事業所
の資格喪失の届出がなされ、二以上事業
所勤務者に該当しないことが徴収課長か
らの連絡により判明しました。しかし、オン
ライン管理ではないため、保険料を計算す
る担当者まで伝えられなければならない
保険料について伝えていなかったため、
二以上事業所勤務者としての保険料を継
続して徴収している事が判明しました。

○事業所より平成21年3月16日に郵送で船橋
社会保険事務所に届書が提出されましたが、
「二以上勤務者」の表示に気づかず、船橋社会
保険事務所で対応するところ、一般届書として
事務センターに回送されたものと思われます。

2事
業所
過徴収 1,013,520

○適用調査課長より事業所に対し、
今回の事象を丁重に説明・お詫びを
し、次回の請求分から過徴収分を健
康保険料に充当させて頂くことで了
解を得ました。

○適用調査課担当者にて、二以
上勤務被保険者一覧表、報酬整
理簿、関係届書引継簿を作成し、
変更毎に徴収課へ連絡することと
しました。
○毎月、二以上勤務者被保険者
一覧表を作成し台帳と突合し徴
収課への連絡及び、結果のコ
ピーを提出することとしました。

内部

資格喪失 ○平成 年 月 事務セ タ 年金 ○平成 年 月 に青森年金事務所 受付 ○平成 年 月 事務セ タ ○厚年適用グ プ会議にお

5

資格取得
届の記号
誤りによる
被保険者
証の誤作
成 確
認
・
決
定
誤
り

茨城
事務
セン
ター

2010年5月18日

○管理・厚年適用グループ長がＡ事
業所及びＢ事業所に電話にてお詫
びし、同日事業所を訪問のうえ再度
謝罪しました。
○正しい整理記号の届書を作成し
ていただき、誤った届書を取り消し
たうえで再度正しい届書を入力する
こととしました。
○保険証については、持参すること
を約束するとともに、誤った保険証
及び決定通知書の回収を依頼しま
した。

○グループ内会議において、当
該事象を説明し、事業所確認をす
る際には、整理記号・事業所番
号・事業所名称等を必ず詳細まで
確認するよう指示しました。

外部2010年5月18日

○被扶養者様の被保険者証を送付したＡ
事業所から水戸北年金事務所あてに、関
連法人の記号番号による保険証が届いた
との連絡があり、確認しましたところ、平成
２２年１月２９日処理の資格取得届の事業
所整理記号と事業所名が相違しており、
確認不足のため誤って入力したことによる
被保険者証の誤作成と判明しました。

○担当者が審査をする際に、事業所整理記号
と事業所名称を詳細に確認しませんでした。
（事業所が別法人の誤った整理記号を記入し
ていたものですが、当方も関連法人のため事
業所名称の一部のみを確認し、詳細な名称ま
での確認を怠りました）
○事業所番号が記載されていなかったため、
事業所照会画面で確認し記入しましたが、Ｂ事
業所の番号を記入してしまいました。

2事
業所
2名
未徴収 218,918

6

資格喪失
届の入力
漏れについ
て 未
処
理
・
処
理
遅
延

青森
事務
セン
ター

2010年1月25日 2010年5月11日

○平成22年5月1１日、事務センター年金
給付グループの遺族年金裁定請求書の
審査の際に、被保険者の資格喪失日が登
録されていなかったため、事業所の届出
を受託している社会保険労務士様あてに
照会しましたところ、既に提出済との回答
があったため、管理・厚年適用グループで
処理状況を確認しましたところ、入力漏れ
が判明しました。

○平成22年1月12日に青森年金事務所で受付
しました資格喪失届をパンチ業者に委託し、平
成22年1月25日に、パンチ業者から事務セン
ターに納品されました。そのうちのエラーリスト
が出力された資格喪失届を、エラー内容の確
認が不十分なまま処理不要として補正入力を
行わなかったことによるものです。

1事
業所
過徴収 111,788

○平成22年5月12日、事務センター
管理・厚年適用グループ長と青森年
金事務所副所長が、事業所及び受
託している社会保険労務士事務所
を訪問し今回の事象を説明し、謝罪
しました。また、誤って徴収した保険
料につきましては、5月請求分の保
険料で調整させていただく旨、説明
し了承を得ました。

○厚年適用グループ会議におい
てエラーリストの確実なチェックを
指示し、決裁時における上司の再
チェックを徹底するとともに、事務
センター内グループ長会議おいて
当該事象を説明し再発防止を徹
底することとしました。 外部

2
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7

被保険者
報酬月額
変更届の
入力漏れに
ついて

未
処
理
・
処
理

三重
事務
セン
ター

2010年1月7日 2010年4月30日

○A事業所の事業主様から津年金事務所
に電話にて、「月額変更届を提出し標準報
酬改訂通知書を受け取っているが、保険
料が減るどころか3月分で保険料が増額
になっている。どうなっているのか。」との
問合せがありましたことから、津年金事務
所職員が記録の確認しましたところ、被保
険者報酬月額変更届書の入力漏れが判
明しました。

○1月8日事業所から不備書類の提出があり、
その際再入力を行わなければならないところ、
入力処理済み書類と勘違いをし、入力を行わ
ないまま処理済書類として封入、発送作業段階
に進めてしまったことによるものです。また、本
来なら取消し入力を行った際に通知書の引抜
を行わなければならないところ、引抜き処理が
行われていなかったことから取消入力を行う前
の通知書が事業所に送付されてしまいました。

１事
業所
１名
過徴収 170,794

○事務センター管理・厚年適用グ
ループ長からＡ事業所事業主様に
電話にて今回の事務処理誤りの経
緯とお詫びを行い、保険料について
は4月分保険料にて遡及して調整さ
せていただきたい旨説明行いました
ところ、了承を得ました。

○会議にて今回の事象について
説明しました。決裁段階において
不備を指摘し担当者に届書を返
戻をした後の処理は、入力を取消
さずに保留扱いにするケース、取
消入力を行ったうえで保留にする
ケース等これまで担当者任せで
あったことから、今回のような事
象が発生してしまったと考えられ
るため、不備にて担当者に返戻さ
れた届書はすべて取消入力を行
い、処理結果リストとともに決裁を
受け、その後届書が整備された

外部

遅
延

受け、その後届書が整備された
時点で再入力を行うことに統一し
ました。また、取消入力を行う際
は、必ず通知書の引抜を行うこと
を再周知するとともに決裁段階に
おいても引抜きの確認を徹底する
よう指示しました。

未

高齢任意
被保険者に
かかる賞与
支払届処
理誤りにつ
いて

○お客様相談室において年金相談で来所
されたお客様の年金見込額を試算した際
に、高齢任意加入期間における健保記録
と厚年記録に相違があることが判明しまし
た。
○厚生年金適用調査課で確認しました結
果、高齢任意加入しているＡ事業所の平
成 年 月 平成 年 月 平成 年

○左記の賞与支払届のFD入力処理を担当者
が行った際、高齢任意被保険者の分が含まれ
ている場合には、手作業により厚生年金記録を
入力すべきところ、一般の７０歳以上の被保険
者として自動処理され、健保のみ決定し、厚年
については決定されていませんでした。高齢任
意被保険者の賞与支払届の確認方法につい
て徹底されていなか た とにより 高齢任意

○厚生年金適用調査課長がA事業
所事業主様に電話連絡を行い、事
務処理誤りがあったことをご報告し、
お詫びしました。
○記録入力と保険料への反映につ
いては、事業所及びご本人様への
説明が終わり次第速やかに行うこと
としました

○高齢任意加入者の定期的な報
酬確認、特に賞与支払月におけ
る確認を徹底するとともに、事業
所へ対しても確認を行うこととしま
した。

8

未
処
理
・
処
理
遅
延

奈良
大和
高田

2008年7月～
2009年12月

2010年3月31日

成20年７月、平成２０年１２月、平成２１年
７月、平成２１年１２月支払の賞与支払届
（FD）に基づく賞与記録が厚年記録に反
映しておらず、標準賞与額の記録漏れ及
び事業所に対する厚生年金保険料の徴
収漏れが判明しました。

て徹底されていなかったことにより、高齢任意
の担当者にその情報が伝わらず、手作業によ
る入力を漏らしてしまったことが原因です。 1事

業所
1名
未徴収 97,968

としました。
○厚生年金適用調査課長が事業主
様を通じて該当被保険者様へ電話
連絡を行い、事務処理誤りがあった
ことをご報告し、お詫びしました。そ
の後、事業主様に被保険者様への
説明の内容を報告しました。改めて
訪問のうえ、謝罪し、お詫びの文書
をお渡ししたい旨申出ましたところ、
事業所の都合により訪問は不要と
のことであったので、お詫びの文書
を送付することとしました。

外部

3
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9

二以上事
業所勤務
者の非選
択事業所
喪失にかか
る入力処理
誤りについ
て

入
力
誤
り

青森 青森 2010年4月22日 2010年5月19日

○平成２２年５月１９日、厚生年金適用調
査課において、算定基礎届の準備のため
に作成した二以上事業所勤務者リストの
確認作業を行なっていた際に、非選択事
業所を喪失した者の掲載があり、確認しま
したところ喪失・取得の入力を行なう際に
一般の取得として入力すべきものを誤って
二以上事業所勤務者として入力されてい
る事が判明しました。

○平成２２年４月１６日に受付しました二以上事
業所勤務者に係る「被保険者取得届」、「被保
険者資格喪失届」を審査する際に、一般取得と
して取扱うべき被保険者取得届に誤って届書
上部に「二以上」のゴム印を押印しました。
○二巡目の確認作業においても気づかないま
ま事務センターへ送付し、平成２２年４月２２日
に、二以上事業所勤務者として、平成２２年４
月１日取得の入力処理が行なわれました。
○二以上事業所勤務者としての喪失に基づき
「二以上事業所勤務被保険者保険料登録票」
の処理が行なわれており、一人分の保険料が
含まれないまま保険料の請求が行なわれまし

1事
業所
1名
未徴収 26,150

○厚生年金適用調査課長が社会保
険労務士へ電話し事象を説明しまし
た。
○厚生年金適用調査課長が事業所
へ再度電話し事業主様の都合を確
認しましたが、忙しく会えないので社
会保険事務担当者様が代わりに会
えるとのことであったため、副所長
及び厚生年金適用調査課長の２人
で事業所を訪問しました。
○事務処理誤りのお詫びを申し上
げ、事象の詳細な説明と未請求分
の保険料が翌月請求となることを話

○朝礼で課員全員に今回の事務
処理誤りに関する事象説明と注
意喚起を行いました。また従来か
ら実施している厚生年金適用調
査課及び厚生年金徴収課の二以
上事業所勤務被保険者一覧表と
の確認を、二以上事業所勤務者
の得喪に関しては、厚生年金適
用調査課で担当以外の職員によ
る確認を追加し毎月実施すること
としました。

内部

含まれないまま保険料の請求が行なわれまし
た。

の保険料が翌月請求となることを話
し、事業主様に今回の説明内容を
伝えて頂き、了承を得ました。

資格取得
届の報酬
月額入力
誤りについ
て

○事務センター管理・厚生年金適用
グループ長が事業主様に電話連絡
し、今回の事務処理誤りの経過を説
明し謝罪をしました。納付書による
納付を了解いただくことができまし
た。また、納付書を持参のうえ訪問
しあらためて謝罪をしたい旨申出し
ました。
○事務センター管理・厚生年金適用
グループ長と弘前年金事務所副所

○処理結果リストのチェックの
際、報酬月額入力欄が４桁で入
力されている場合は、入念なダブ
ルチェックを指示し、事務センター
内グループ長会議において当該
事象を説明し再発防止を徹底す
ることとしました。

○平成22年5月24日、事業所より弘前年
金事務所厚生年金適用調査課あてに、
「保険料納入告知額・領収済額通知書」の
保険料納入告知額に相違があるとのこと
で電話連絡が有りました。事務所担当者
が被保険者資格記録照会回答票で確認
しましたところ、報酬月額（千円）が「1030」
で登録されていたため、青森事務センター
管理・厚生年金適用グループに照会があ
り、事務センター担当者が入力済の資格

○平成22年4月13日、センターにて郵送受付し
た資格取得届を平成22年4月14日に入力処理
した際、報酬月額（千円）を「0104」と入力すべ
きところを「1040」と誤って入力処理を行なった
ため、報酬月額が「1030」で登録されたもので
す。
○また、入力後の届書と処理結果リストの突合
を２名体制で行なっているが見落としがあった
ためです。

010

入
力
誤
り

青森
事務
セン
ター

2010年4月14日

グ 長 弘前年 事務所副所
長が事業所に訪問し、事業主様に
あらためて事務処理誤りの経過を説
明しお詫びしました。また、４月分を
納付書で納めていただくことで了解
いただきました。
○事後処理として、平成22年4月分
保険料については、
①口座振替の停止処理を行う
②口座更正を行う
③5月分保険料計算において調整
伺を行う
④一覧表の金額で5月分保険料に
誤りがないか確認を行う
以上の対応を行うこととしました。

外部2010年5月24日

り、事務 タ 担当者 入力済 資格
取得届を確認しましたところ、報酬月額欄
は「104,000円」と記入されており、報酬月
額の入力誤りが判明しました。 １事

業所
なし

4



整理
番号 件名

事故
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事務
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2010年5月25日

○氏名変更届を提出したお客様より、健
康保険証にご自分の氏名が正しく入力さ
れていないとの申し出をいただき確認しま
したところ、誤った入力をしていたことが判
明したものです。

11

氏名変更
届の入力
誤りについ
て

入
力
誤
り

大分 大分 2010年5月10日

○確認しましたところ、お客様は平成22年5月
上旬、年金相談のため来所されましたが、その
際、お名前が変わったため氏名変更届を提出
されました。担当者が氏名の入力を誤ったため
です。

１事
業所
(1名)
なし 0

○担当課長よりご本人様宅あてに、
電話にて謝罪し、ご自宅に訪問して
保険証をお持ちすることをご了解い
ただきました。
○ご本人様宅に訪問し、謝罪のう
え、変更後の健康保険証をご本人
様にお渡ししました。ご本人様は、５
月上旬のときの対応と今回の対応
が違うことに対する不信感を強く
持ったとのお申し出をいただきまし
た。
○今後、今回のようなことが起こら
ないように事務処理の徹底をするこ

○今回の関係者及び課内会議に
おいて、事例の説明と事務処理
方法の具体的な入力・変換方法
の実践及び周知徹底の申し合わ
せを行いました。

外部

り ないように事務処理の徹底をするこ
とをご本人様に説明をして、ご了解
をいただきました。

健康保険・
厚生年金
保険資格
喪失届の
入力誤り・
入力漏れに
ついて

○平成22年2月1日資格喪失したＡ様あ
て、平成22年1月1日喪失の「1号・3号被保
険者取得勧奨状」が送付されたことで、Ａ
様がＢ事業所へ問い合わせし、事業所か
らの連絡で確認しましたところ、賞与支払
届入力時に再入力すべき平成22年2月1
日資格喪失を誤って平成22年1月1日と入

○賞与支払届入力時に資格喪失処理がされて
いた当該事業所の8名様について、いったん資
格喪失を取り消したあと賞与支払届を入力しま
した。Ａ様については、取り消した平成22年2月
1日で喪失を再入力すべきところを誤って平成
22年1月1日と入力していました。他の7名様に
ついて確認しましたところ、Ｃ様について平成22

○担当グループ長がＢ事業所に電
話にて、今回の事象の説明とＣ様の
資格喪失再入力漏れによる２月分
保険料の過徴収を説明しお詫びし
たあと、訪問のうえ謝罪したい旨申
出ましたところ、記録が正しくなれば
よいので訪問は不要とのことであっ

○今回の事故を受け、３月分保
険料計算日までに、賞与支払届
入力時のエラーリストを全件確認
することを徹底するよう指示しまし
た。グループ内職員へチェック体
制の重要性、記録補正において
は特に入力前後の記録を出力し

12

入
力
誤
り

鹿児島
事務
セン
ター

2010年3月2日 2010年4月7日

日資格喪失を誤って平成22年1月1日と入
力していたことが判明しました。

ついて確認しましたところ、Ｃ様について平成22
年1月1日喪失を再入力すべきところを漏らして
いることが判明しました。賞与支払届の当該被
保険者欄に「22.1.1喪失」と記載しているだけで
処理経過の添付がなく決裁されていなかったこ
とが原因です。

1事
業所
2名
その他 108,242

よいので訪問は不要とのことであっ
たため、３月分の告知書で保険料が
調整される旨と今後内部規程に基
づいた対応をとる事を説明し、ご了
承を得ました。
○Ａ様には賞与支払届処理におけ
る資格喪失再入力時の誤入力のた
め今回１月の勧奨状が送付されてし
まったことを電話でお詫びしたあと、
訪問のうえ謝罪し説明したい旨を申
出ましたところ、訪問は不要とのこと
でありましたため、今後内部規程に
基づいた対応をとらせていただく事
を説明し、了承を得ました。

は特に入力前後の記録を出力し
ての確実なるダブルチェックの徹
底の申し合わせをしました。

外部

5



整理
番号 件名

事故
等の
区分
県名
事務
所名

発生年月日 判明年月日 事象 原因
影響
範囲
影響
区分

影響金額
（単位：円） 対応 対策 判明

契機

○A事業所から電話連絡により事実確認しまし
たところ、従業員Ｂ様の被扶養者異動届につい
て、平成２２年５月１０日に年金事務所にて、本
来元号を「平成」と入力処理すべきところ誤って
「昭和」で誤入力処理してしまい、５月１１日に
全国健康保険協会から事業所あて「被保険者
証」が交付・郵送されました。また、この件は入
力処理した後、別の担当者が処理結果リスト確
認を行っていますが、本来その時点で誤入力を
発見し、修正処理すべき案件でしたが、チェック
が不充分であったため事実判明せず送付して
しまいました。

１名 なし 013

被扶養者
異動届誤
入力に伴う
事業所宛
誤送付につ
いて

入
力
誤
り

滋賀 草津 2010年5月10日 外部2010年5月14日

○A事業所の社会保険事務担当者様から
電話連絡があり、従業員Ｂ様の「健康保険
被保険者証」の送付を受けたが、確認した
ところ扶養者の「生年月日」が間違って処
理されているとのことでした。

○電話にて事実確認のうえお詫び
するとともに、即時修正処理を行い
ました。また、修正処理後の「被保
険者証」が翌日しか全国健康保険
協会で出力されないため、担当課長
が修正処理後の「被保険者証」を持
参のうえ事業所に謝罪訪問すること
で理解願いました。
○担当課長が正しい「健康保険被
保険者証」を持参のうえ、Ａ事業所
へ赴き、社会保険担当者様と面談し
謝罪しました。修正処理後の正しい
「健康保険被保険者証」を手渡し、

○課内ミーティングにおいて、当
該事象について説明をし、事務所
にて入力処理・送付する場合は、
事故防止を図るため、必ず複数
名で念入りに入力チェックするよ
う再度周知徹底を行いました。

14

平成２１年
７月度賞与
支払届入
力誤りにつ
いて

入
力
誤
り

滋賀
事務
セン
ター

2009年7月21日 2010年5月24日 １名 その他 350,461

○事業所に赴き説明し、保険料計
算については５月分(６月請求)で請
求することで了承を得ました。
○年金受給者のうち、在職中の被
保険者様については、８月定期支払
いで減額調整についてご了承いた
だきました。
○すでに退職している受給者様に
ついては、ご家族に説明資料を送
付することでご了解を得ました。

健康保険被保険者証」を手渡し、
誤処理分の「被保険者証」を回収し
ました。

○グループの職員に対し、本事
例の報告と受付時の審査をより
慎重に実施するよう徹底しまし
た。

外部

○ねんきん定期便を受け取ったご本人様
から、平成２１年７月支払いの賞与額につ
いて誤りの指摘があり、記録審査グルー
プで彦根年金事務所に照会しました結
果、５月２４日回答があり、事業所が記載
した金額に誤りがあったことが判明しまし
た。

○事業所の担当者様が、平成２１年７月度の賞
与支払額が前年度より大幅に減額となったた
め、「賞与額欄」に転記をするときに１桁誤って
少なく記入してしまい、センターの事前チェック
時に発見できず、パンチ委託により処理をして
しまったものです。

○パンチ業者に厳重注意を行
い、パンチミスの防止策を講じさ
せました。
○納品後の収録内容の確認を徹
底しました。
○事務所におけるチェックを徹底
しました。

15

厚生年金
保険資格
取得届の
パンチミス
について

入
力
誤
り

東京 渋谷 2009年2月9日 2010年3月12日

○ご本人様がねんきん定期便の入社日
が違うことを豊橋年金事務所に申出され
ました。豊橋年金事務所から資格照会（取
得年月日）を受け、取得届を確認しました
ところ、処理の誤りが判明しました。

90,324

○本来の資格取得日への訂正処理
を行い豊橋年金事務所に報告し、ご
本人様にお詫びと説明が行われま
した。
○当該事業所に電話にて謝罪と説
明を行い、了承いただきました。
その際、補正処理が保険料計算日
をまたがってしまったため、後日、保
険料の調整にかかる説明文書を送
付することを約束しました。
○説明文書を送付しました。

外部

○ご本人様の資格取得届を平成２１年２月５日
に東京事務センターにて受付後、パンチ業者へ
ＦＤパンチ委託がされ、その際に取得年月日
「平成２１年１月２１日」が誤って「平成２０年１０
月２１日」とＦＤに収録され、そのまま集信処理
が行われてしまいました。
○事務センターにおけるチェック、事務所での
チェック・決裁の時点でも誤りを発見できなかっ
たことによるものです。 １名 過徴収

6



整理
番号 件名

事故
等の
区分
県名
事務
所名

発生年月日 判明年月日 事象 原因
影響
範囲
影響
区分

影響金額
（単位：円） 対応 対策 判明

契機

1事
業所
2名

0

○担当者が事業所に電話にてお詫
びと経過説明を行い、ご了解をいた
だきました。また、送付済の保険証
については、返信用封筒を送付し、
回収を行いました。

○朝ミーティングにおいて当該事
象を説明し、資格取得届とあわせ
て、「健康保険被保険者適用除外
承認申請書」が提出されている場
合の審査における取得区分の確
認、及び処理結果リストチェック時
の取得区分の確認について再度
徹底を指示しました。

○当該事業所から提出された資格取得届にあ
わせて、「健康保険被保険者適用除外承認申
請書」の提出があり、届書の審査において取得
区分を「６」としなければいけないところ、通常
の事業所の資格取得届と思い込み、取得区分
を「２」に訂正して、入力委託にまわしてしまった
ためです。
○また、入力後の処理結果のチェックにおいて
も誤りを発見できなかったためです。

2010年5月18日

○平成２２年５月１８日に事業所より、国
保組合に加入しているのに健康保険証が
届いた旨年金事務所に連絡がありまし
た。事務所からの連絡により資格取得届
を確認しましたところ、「健康保険被保険
者適用除外承認申請書」の提出がされて
いるにもかかわらず取得区分を誤って記
載したことにより、健康保険証が発行され
てしまったことが判明しました。

なし 内部2010年5月13日16

被保険者
資格取得
届の取得
区分の審
査誤りにつ
いて

入
力
誤
り

長野
事務
セン
ター

沖縄 2003年9月

○適用調査課にて、当時の「二以上事業所勤
務被保険者整理簿」を確認しましたところ、主で
ある事業所の報酬のみで算定基礎届を処理し
ていたことが判明しました。また、徴収課に確
認しましたところ、「健康保険料、厚生年金保険
料、児童手当拠出金二以上事業所勤務被保険
者保険料登録票」では、主と従の事業所の報
酬を合算して保険料を算出していたことが確認
できました。
○当時、二以上勤務者の算定基礎届を入力す
る際に、主の事業所の報酬のみで入力処理を
行ったことが原因です。

１名 外部

○ご本人様が「ねんきん定期便」を持参
し、これまでの標準報酬を確認したところ、
二以上勤務となった年の算定後の標準報
酬だけが大幅に減額（６２万から４４万）と
なっており、その他の年については、従前
と同額の６２万となっており、その年だけ４
２万と報酬が下がっているのはおかしいと
の申し出がありました。

○適用調査課長が、お客様へ電話
にて標準報酬の登録処理が誤って
いたことを説明し、ご自宅へ伺い謝
罪したい旨申出ましたところ、自宅
への訪問は不要である旨の回答が
ありました。標準報酬の訂正に伴い
年金額が変わることから、「年金額
仮計算書」に署名していただくことが
必要となることを説明しましたとこ
ろ、来所する旨の申出がありました
ので、後日、改めて謝罪と説明をす
ることとしました。
○お客様来所され、厚年適用調査
課長が応対し、今回の事象を説明し
改めてお詫びし 了承を得て 「年金

2010年5月14日17

二以上勤
務者に係る
算定事務
処理誤りに
ついて

入
力
誤
り

那覇 なし 0

○課内会議において、当該事象
を説明し、毎月配信される「二以
上事業所勤務被保険者一覧表」
と「二以上事業所勤務被保険者
整理簿」を突合せ得喪、標準報酬
を毎月確認するよう指示しまし
た。

改めてお詫びし、了承を得て、「年金
額仮計算書」に署名を頂きました。

18

厚生年金
保険７０歳
以上被用
者 算定基
礎届の誤
入力につい
て 入
力
誤
り

福岡 博多

○課内会議において当該事象を
説明し、届書の記載内容の確認
等について複数名によるチェック
を行うよう指示しました。

１事
業所
１名
過払い 603,633

○担当課長がＡ事業所に電話に
て、お詫びし、事業所を訪問したい
旨を申出ましたところ、事業所にて
面会することを約束しました。
○副所長・担当課長がご本人様と面
談し今回の事象を説明、謝罪し年金
の返納についても２分の１調整で了
承を頂きました。

内部

○厚生年金適用調査課にて、厚生年金保
険被用者一覧表を用いて、７０歳以上被
用者の届書提出状況を確認しましたとこ
ろ、Ａ事業所の代表者Ｂ様の報酬が、平
成２１年９月１日算定届によりに変更入力
されていました。
○平成２１年７月１４日にＡ事業所より提
出された厚生年金保険７０歳以上被用者
算定基礎届を確認しましたところ、入力誤
りが判明しました。

○平成２１年７月１４日にＡ事業所より提出され
た厚生年金保険７０歳以上被用者算定基礎届
には、従前の報酬欄には誤った報酬が記載さ
れていたものの、通貨によるものの額及び合計
欄には正しく記載されており、見誤って入力を
おこなったためです。
○その後に実施した処理結果リストと届書との
突合及び決裁時においても入力誤りを発見で
きなかったことによるものです。

2009年7月22日 2010年5月6日

7



整理
番号 件名

事故
等の
区分
県名
事務
所名

発生年月日 判明年月日 事象 原因
影響
範囲
影響
区分

影響金額
（単位：円） 対応 対策 判明

契機

○全国健康保険協会から健康保険証を
送付したＡ社からお子様の名前が誤って
いるとの連絡が平成22年5月10日にあり、
確認しましたところ、名前を誤入力してい
ることが判明しました。

1事
業所

19

被扶養者
異動届の
誤入力につ
いて

入
力
誤
り

兵庫
事務
セン
ター

2010年4月30日

○平成22年4月30日に入力委託員が入力、他
の2名がリストチェックを行ったが、両名とも入
力誤りに気付かずチェック漏れをしたためで
す。
○また、決裁においても入力誤りのチェック漏
れをしたことによるものです。

2010年5月10日 外部なし 0

○Ａ社からの電話を受けた担当者
が謝罪しましたが、承諾を得られま
せんでした。
○管理・厚生年金適用第１グループ
職員がＡ社に電話し、当事者である
事業主様に謝罪するとともに、お詫
びに伺うことを伝えました。
○管理・厚生年金適用第１グループ
長と職員が事業所を訪問のうえ再
度謝罪し、承諾を得ました。

○当該届書を入力した者、リスト
チェックを行った者に対し事象を
説明し注意するとともに、年金適
用グループの全職員に対し、当
該事象を説明しリストチェックを慎
重に行うこと、決定通知書の出力
されない届書については十分な
確認を行うことを徹底しました。ま
た、決裁時におけるチェックの徹
底について指示しました。

2010年5月10日 2010年5月26日

○A事業所より福井年金事務所あて平成
２２年４月分の保険料額が合わないとの
連絡があり、福井事務センターで５月１０
日に処理された「取得時報酬訂正」の届
書を確認しましたところ、入力誤りであるこ
とが判明しました。

○平成２２年５月６日付福井年金事務所へ届
出のあった「取得時報酬訂正」の届書につい
て、訂正後の取得時報酬を「８８千円」で入力し
なければならないところ、厚生年金保険の下限
である「９８千円」で誤って入力していました。

過徴収 1,084

○直ちに記録訂正するとともに、A
事業所の担当者様に連絡し謝罪の
うえ経過説明を行い、保険料の差額
については５月分告知書にて調整
することで了解を得ました。

○今回の事例についてグループ
内に説明のうえ、標準報酬月額
の決定にあたっては思い込みで
行うことなく、毎回必ず「標準報酬
月額表」の確認を徹底するよう周
知しました。また、併せて入力後
の決裁においても重点的に確認
するように改善しました。

外部

1事
業所
1名

20

「取得時報
酬訂正」の
入力誤りに
ついて

入
力
誤
り

福井
事務
セン
ター

8



整理
番号 件名

事故
等の
区分
県名
事務
所名

発生年月日 判明年月日 事象 原因
影響
範囲
影響
区分

影響金額
（単位：円） 対応 対策 判明

契機

○平成２２年４月２日受付しました、B事業所の
届書の審査を行った際、事業所整理記号欄が
空欄となっていたため、事業所一覧表で記号番
号を確認し、記入しました。
○その際、同一市内に同一事業所名があるこ
とを知らず、別事業所であるA事業所の記号番
号を誤って記入してしまいました。
○記号番号を確認する際に、事業所名のみで
検索し、住所や事業主まで突合せを行っていな
かったことが原因です。

○平成２２年４月１３日、当年金事務所あ
て、A事業所から、届出していない者の被
保険者証と確認通知書が送付されたとの
連絡がありました。
○厚生年金適用調査課で確認しましたと
ころ、B事業所の資格取得届書を受付し、
当事務所にて事業所記号の補正処理を
行いましたが、誤ってA事業所の記号を記
入して事務センターへ進達したため、事務
センターでA事業所として入力したことが
判明しました。

資格取
得届入
力誤りに
よる決定
通知書
等の誤
送付に
ついて

○副所長及び厚生年金適用調査課
長が直ちにA事業所に出向き、事業
主様と面談し、事務処理誤りの経過
を説明のうえお詫びするとともに、次
の対応をお約束しました。
①保険料の口座振替を緊急停止す
る
②正しい保険料額で納付書を作成
し送付する
○A事業所の事業主から了承を得
たため、被保険者証及び決定通知
書を回収しました。
○当事務所で、A事業所の資格取

○事業所一覧表に、赤表示にて
「同一事業所名注意」の表示を行
うとともに、書類審査で記載漏れ
の事業所整理記号を記入する際
は、必ず事業所名、所在地、事業
主が一致するかどうかについて
確認するとともに、ハードコピーを
添付し、決裁時にも確認できるよ
う周知徹底を行いました。

外部21

○当事務所で、A事業所の資格取
得取消入力及びB事業所の資格取
得の再入力を行いました。
○B事業所へ電話連絡をしました。
事業主様は不在だが経過は説明し
ているので、被保険者証だけ先に受
取りしたいとのことでした。全国健康
保険協会からB事業所の被保険者
証を受取り、決定通知書を持参し、
B事業所を訪問しました。事務担当
者様にお詫びと事務処理誤りの経
過を説明し、被保険者証と決定通知
書を手渡しました。
○B事業所の事業主様に電話連絡
をし、今回の事務処理誤りについて
お詫びと経過説明を行いました。改
めて訪問のうえ、謝罪したい旨お伝

0

1事
業所
1名
なし

入
力
誤
り

奈良
大和
高田

2010年4月2日 2010年4月13日

えしましたが、多忙につき訪問は不
要とのことでした。事務処理誤りの
内容については了承を得ました。

9



整理
番号 件名

事故
等の
区分
県名
事務
所名

発生年月日 判明年月日 事象 原因
影響
範囲
影響
区分

影響金額
（単位：円） 対応 対策 判明

契機

事務
セン
ター

22

被保険者
資格取得
届の取得
区分入力
誤り

入
力
誤
り

愛媛 2010年5月13日

○平成22年5月21日、今治年金事務所管
内の社会保険労務士から「資格取得届提
出時に健康保険適用除外申請していたが
健康保険証が届いた」旨の問い合わせが
あり、愛媛事務センターで届書等を確認し
ましたところ、入力誤りが判明しました。

○社会保険労務士から提出されましたＡ事業
所の資格取得届について、「健康保険被保険
者適用除外申請書」が添付されており、取得区
分「６」（厚生年金保険のみ取得）として入力す
べきところ、誤って取得区分「２」（健康保険及
び厚生年金保険ともに取得）と入力してしまい、
その後の処理結果リストのチェック及び決裁時
においても誤りを発見できなかったものです。
○その結果、全国健康保険協会の健康保険証
が発行されるとともに、保険料計算においても
健康保険料が過剰に計算されていました。 1事

業所
2名
なし2010年5月21日 0

○愛媛事務センターにおいて訂正
入力を行ないました。
○照会を受けた担当者から社会保
険労務士へお詫びと説明を行い、健
康保険証返送のご了解をいただき
ました。
○事業主様の奥様（経理担当）と連
絡が取れ、管理・厚生年金適用グ
ループ長がお詫びと説明を行い、
「口座振替を緊急停止し、正しい保
険料額の納付書で現金納付してい
ただく」ことでご了解いただきまし
た。

○朝礼時において全員に当該事
象を説明し、注意喚起するととも
に、処理結果リストの相互チェック
の徹底を周知しました。

外部

り た。
○今治年金事務所徴収課長から事
業主様の奥様へ、正しい保険料額
の納付書と管理・厚生年金適用グ
ループ長のお詫びのお手紙をお渡
ししました。

23

算定基礎
届の記載
例誤りにつ
いて

通
知
等
の
作
成

本部

厚生
年金
保険
部

2010年5月6日 2010年5月上旬

○事務センターからの問い合わせにより、
管理換帳票「算定基礎届の記載例」の日
付が、全て昨年の日付で作成されている
が、このまま使用してよいかどうかの問い
合わせがあり、事象を確認しました。（5月
上旬）

○原稿チェックの際、校正を漏らしたことが原
因です。校正は二人一組で読み合わせて確認
する方法をとっておりましたが、校正不要箇所
との先入観があって、チェック漏れが発生した
ものです。

約
173
万
事業
所

なし 0

○5月18日に、訂正文を作成の上、
算定基礎届送付の際に訂正文を同
封することを決定し、各ブロック本部
に依頼しました。

○校正は読み合わせなどを行っ
たあと、原稿を上司が再チェック
する方法に改善します。

内部

成
誤
り

部
所

24

特例納付
保険料の
納付勧奨に
係る厚生年
金保険被
保険者標
準報酬改
定取消通
知書の生
年月日記
入誤りにつ
いて

通
知
等
の
作
成
誤
り

愛知 豊橋 2010年3月12日 2010年5月7日

○特例納付保険料の納付勧奨の送付先
のA様より、手紙が郵送され判明しまし
た。

○平成２２年４月２８日に、年金記録訂正（あっ
せん）により、特例納付保険料の納付勧奨とし
てA様に勧奨状、納付申出書及び厚生年金保
険被保険者標準報酬改定取消通知書を郵送し
ました。
○この内、標準報酬改定取消通知書は、補正
後のデータ等を参照し入力する方法で作成して
いますが、今回、被保険者（申立人）生年月日
欄に、誤って事業所の適用年月日を記入したも
のです。

１名 なし 0

○厚年適用調査課長が、A様にご自
宅を訪問したい旨の電話連絡をし、
ご自宅を訪問し謝罪を行ないまし
た。その結果、A様より「次回から注
意してほしい」ということで了解を得
ました。
○また、今回の手紙には、年金記録
の訂正（あっせん）の内容に関する
いくつかの疑問も記載されていまし
たので、その点を説明させていただ
いたところ、十分に納得いただき、
納付申出書にサインと押印もいただ
きました。

○今回の原因は、確認するデー
タ項目の見誤りと決裁時の確認
が不十分であったことによるた
め、確認するデータ帳票は記録補
正前後のハードコピーのみとし、
また、決裁の際は見落としの防
止・確認済みの勘違い防止のた
め、入力者及び管理者とも、点検
した箇所にチェック事跡（ペン等の
事跡）を残すことを徹底しました。

外部

10



整理
番号 件名

事故
等の
区分
県名
事務
所名

発生年月日 判明年月日 事象 原因
影響
範囲
影響
区分

影響金額
（単位：円） 対応 対策 判明

契機

25

標準賞与
額決定通
知書の誤
送について 誤

送
付
・
誤
送
信

愛知
事務
セン
ター

2010年3月30日 2010年3月31日

○昭和年金事務所に標準賞与額決定通
知書を送付したA事業所から他の事業所
の通知書が混入していたと申出がありま
した。確認しましたところ、封入の際、誤っ
てB事業所分をA事業に混入させていたこ
とが判明しました。

○封入時に事業所名等を確認せず、通知書を
封入したことによるものです。

２事
業所
17名
なし 0

○担当課長が窓口にてお詫びをし、
改定通知書を回収しました。同日グ
ループ長がB事業所に電話にて、今
回の事象を説明し、お詫びしたあ
と、訪問のうえ、謝罪し、通知書を交
付したい旨を申出ましたところ、郵送
を希望されたため、通知書を郵送し
ました。

○グループ内会議において、当
該事象を説明し、決定通知書を
送付する際には、記号のみなら
ず、事業所名も必ず確認するよう
指示するとともに、複数名による
チェックを必ず行うよう申し合わせ
ました。

外部

年金手帳
の誤送付に

○Ａ事業所の担当者様から、Ａ事業所あ ○事務センター職員がＡ事業所から当該年金 ○沖縄事務センターの職員がＡ事 ○発送担当職員に対し、チェック

26

の誤送付に
ついて

誤
送
付
・
誤
送
信

沖縄
事務
セン
ター

2010年5月18日 2010年5月24日

て書類の中に当該事業所の職員ではない
方の年金手帳が入っているとの電話連絡
があり、確認しました結果、同日に処理し
たＢ事業所の職員の方の年金手帳がＡ事
業所の封筒に混入していたことが判明し
ました。

手帳を回収し確認しましたところ、5月18日に処
理した届書に似通った名称の事業所が連続し
てあったため、封入れした職員が誤ってＢ事業
所の職員の年金手帳をＡ事業所に入れ、チェッ
クする職員も混入していることを見落としてし
まったためです。

１名 なし 0

業所を訪問し、お詫びと経過説明を
行い、誤送付した年金手帳を回収し
ました。
○沖縄事務センターグループ長がＢ
事業所を訪問して担当者様と面談
し、誤送付したお詫びと経過説明と
行いご了承いただきました。また、ご
本人様にも担当者様を通じ、誤送付
したお詫びと経過説明と行い、ご了
承いただきました。

担当者を定期的に換え、誤送付
の見落としがないようダブルチェッ
クを徹底するよう指導しました。
○グループ内会議にて誤送付の
未然防止対策を強化するよう指
示しました。

外部

住所一覧
表の紛失に
ついて

○平成22年3月10日、日本年金機構本部
記録管理部記録提供グループより、.年金
個人情報サービスを夫婦で申し込んだお

○平成22年1月27日、窓口にて住所一覧表（厚
生年金保険被保険者40名分、第3号被保険者
１名分と見込まれる）が提出されました。平成22

○厚生年金適用課長が、ご本人様
に電話連絡し経緯を説明し謝罪しま
した。ご本人様の住所は ご主人の

○リストの引き抜きの際には、引
き抜き表示を徹底し、早期に戻す
ことをセンター・事務所共に指導し

27

受
理
後
の
書
類
管
理
誤
り

東京 千代田 2010年2月3日
～3月10日

2010年3月10日

個人情報サ ビスを夫婦で申し込んだお
客様から、奥様のみ住所相違により手続
きができないとの返答を受けたが、事業所
から住所変更届が提出されているとの申
出を受けたため、届書を確認してほしいと
の連絡がありました。事業所は住所一覧
表を提出したとのことでした。ご主人様の
住所変更の入力処理日から届書を確認し
ようとしましたところ、所定の位置に届書
が見当たりませんでした。

１名分と見込まれる）が提出されました。平成22
年1月29日に東京事務センターに回付し、平成
22年2月3日入力され、平成22年2月8日当所へ
返却されました。
○第3号被保険者分については適用課から国
民年金課への回付が行われなかったことによ
り入力がされなかったと思われます。
○平成22年2月2日～2月10日までの処理分の
住所変更届すべてを確認しましたが見当たら
ず、東京事務センターに調査を依頼しました
が、担当部署には見当たらないとの回答でし
た。

1事
業所
41名
なし 0

した。ご本人様の住所は、ご主人の
住所と同じとの申出により、当所に
て入力を行いました。ご本人様より
今回の届書の紛失について文書に
よる説明の求めがありましたため、
センター等の調査をおこなった上で
回答することとしました。
○「住所変更届の紛失にかかるお
詫び」を送付しました。
○事業所に電話連絡し、担当者様
に今回の事案についてご報告とお
詫びをし、お伺いする旨お伝えしま
したところ、まずは文書にて報告を
お願いしたいとの申出があり、「届書
の紛失にかかるお詫び」を送付しま
した。担当者様が来所され、昨日送
付した文書の件について、届書の入

ことをセンタ 事務所共に指導し
ました。

外部

付した文書の件について、届書の入
力処理は完了しているのかお尋ね
があり、完了している旨回答をしまし
た。重ねてご説明とお詫びをしご了
承を得ました。

11



整理
番号 件名

事故
等の
区分
県名
事務
所名

発生年月日 判明年月日 事象 原因
影響
範囲
影響
区分

影響金額
（単位：円） 対応 対策 判明

契機

28

地方第三
者委員会に
対する「年
金記録に係
る確認申立
書」の放置
及び年金記
録の改ざん
について

事
故
等
神奈川 厚木 2009年8月28日 2010年4月1日

○年金確認第三者委員会からの連絡によ
り、旧厚木社会保険事務所において、お
客様から受付した確認申立書を放置した
後、第三者委員会のあっせんを受けること
なく、平成２１年８月に脱退手当金支給済
記録を不正に取消入力し、更に、お客様
から提出があったとされる「年金再裁定申
出書」を放置していたことが判明しました。
○また、上記事象の担当者とは別の担当
者が、紛失したと勝手に判断した「年金再
裁定申出書」を自ら作成し、必要な決裁を
受けることなく、機構本部に書類を回付し
ていたことも判明しました。

○当時の担当者は、業務が忙しく、申立書の処
理を先延ばししたと説明していますが、確認申
立書の進捗管理、処理のチェックに問題があっ
たと考えられます。

１名 なし 0

○お客様に対し、お詫びと事情説明
を行ったうえで、直ちに申立書を回
付することとしました。
○改ざん記録の現状復帰作業を行
いました。
○平成22年4月15日に第三者委員
会に送付しました。

○確認申立書は受付から７日以
内に事務センター経由、第三者委
員会に回付することとしました。
○申立書の取扱いは複数人で担
当し、回付の際は所長決裁を徹
底することとしました。
（※平成２２年３月３０日に公表し
た事案等を受けて、特別自主点
検・特別監査を行い、それも踏ま
えて総合再発防止策を７月中を
目途にまとめることとしています）

外部

ていたことも判明しました。
（平成２２年３月３０日に公表した案件の追
加判明分）

29

地方第三
者委員会に
対する「年
金記録に係
る確認申立
書」の放置
及び年金記
録の改ざん
について

事
故
等
神奈川 厚木 2007年8月31日 2010年5月20日

○整理番号２８の事案を受けて、受付管
理簿上、「取下げ」とされていた案件につ
きまして再確認を行いましたところ、お客
様から「取下げしていない」との回答があ
り、処理を放置していたことが判明しまし
た。
（平成２２年３月３０日に公表した案件の追
加判明分）

○当時の担当者は、業務が忙しく、申立書の処
理を先延ばししたと説明していますが、確認申
立書の進捗管理、処理のチェックに問題があっ
たと考えられます。

１名 なし 0

○お客様に対し、お詫びと事情説明
を行ったうえで、再度申立書を記入
頂き、直ちに申立書を送付しまし
た。

○確認申立書は受付から７日以
内に事務センター経由、第三者委
員会に回付することとしました。
○申立書の取扱いは複数人で担
当し、回付の際は所長決裁を徹
底することとしました。
（※平成２２年３月３０日に公表し
た事案等を受けて、特別自主点
検・特別監査を行い、それも踏ま
えて総合再発防止策を７月中を

内部

えて総合再発防止策を７月中を
目途にまとめることとしています）

12



整理
番号 件名

事故
等の
区分
県名
事務
所名

発生年月日 判明年月日 事象 原因
影響
範囲
影響
区分

影響金額
（単位：円） 対応 対策 判明

契機

0

二以上事
業所勤務
被保険者に
かかる保険
料の徴収
誤りについ
て

未
処
理
・
東京 中野 00 年10月1日 010年 月1 日

○ご本人様の健康保険料率変更による登
録保険料の見直しの際に、二以上勤務事
業所のうち非選択事業所が平成２１年１０
月に管轄変更されていましたが、その時
点で保険料登録処理が漏れていることが
判明しました。

○二以上勤務被保険者の保険料については、
選択事業所を管轄する中野年金事務所が非選
択事業所に保険料を告知する必要がありまし
たが、非選択事業所が管轄変更していたのに
もかかわらず、保険料の登録処理が漏れてい
たため、変更された所在地を管轄する新宿年
金事務所にて自動的に保険料の告知がなされ
事業所は保険料を納入していました。

１事
業所 その他 10

○担当者より管轄変更した事業所
へ連絡をし、詳細説明のため面談を
申出ました。
○副所長と担当者で訪問し、事業主
様と面談のうえ経過説明し、謝罪し
ました。納付いただいた保険料還付
および遡及分保険料の納付につい
て了承いただきました。
○新宿年金事務所より非選択事業
所あて還付金請求書を発送しまし
た。
○東京事務センターより非選択事業
所あて納付書を発送しました。

○今後管轄変更する事業所につ
いては二以上勤務被保険者の該
当者を担当チーフ及び厚生年金
徴収課長で二重に確認することと
しました。

内部30

処
理
遅
延

東京 中野 2009年10月1日 2010年4月14日 業所
1名
その他 1,099,548

所あて納付書を発送しました。
○非選択事業所より新宿年金事務
所あて還付請求書が郵送されまし
た。
○新宿年金事務所から東京事務セ
ンターへ還付請求書を送付しまし
た。

内部

被保険者
資格取得
届に係る報
酬月額の

○平成22年5月7日、奈良年金事務所から
津年金事務所に対して被保険者の標準報
酬関係事項に関する照会があり、津年金

○平成20年10月16日に津年金事務所に提出さ
れた被保険者資格取得届を事務センターにお
いて入力時、報酬月額欄には「1266600」と記

○事務センター管理・厚年適用グ
ループ長から事業所の社会保険事
務担当者Ａ様に対して電話にて、今

○グループ内会議にて、今回の
事象について説明しました。複数
名による届書と処理結果リストと

31

酬月額の
誤入力につ
いて

入
力
誤
り

三重
事務
セン
ター

2008年10月16日 2010年5月10日

事務所にて記録の確認を行いましたとこ
ろ、資格取得届の入力時に報酬月額を
誤って入力していることが判明したため、
津年金事務所厚生年金適用調査課長か
ら5月10日に当センターに連絡があったも
のです。

載されていることから、入力時には「1266」と入
力すべきところを誤って「126」と入力を行ってし
まいました。また、その後の処理結果リストと届
書との突合及び決裁時においても入力誤りを
発見できませんでした。
○平成21年の算定基礎届においては正しい報
酬月額で処理されていることから、警告リストに
よる届書の確認を行っていればその時点で誤
りが発見されたところですが、津年金事務所に
おいて警告リストの確認が行われていなかった
ため、今回の照会まで誤りが判明しませんでし
た。

１事
業所
１名
未徴収 1,957,595

回の事象の説明を行い、誤りに対す
るお詫びを行いました。また、保険
料の差額（徴収不足）分について
は、調整額の内訳書を作成し送付し
たうえで、4月分保険料での調整の
可否のお返事をいただくこととしまし
た。
○事業所 総務課Ｂ様から電話をい
ただき,4月分保険料計算による保険
料の調整について了承を得ました。
また、今回の誤りにより多大なご迷
惑をかけることについて,重ねてお詫
びしました。
○取得時報酬訂正入力を行い、津
年金事務所に報告しました。

の確実なチェックの重要性と、事
務処理誤りの発生により及ぼす
影響の重大さを念頭に置いた適
正な事務処理に努めるよう周知し
ました。

内部
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整理
番号 件名

事故
等の
区分
県名
事務
所名

発生年月日 判明年月日 事象 原因
影響
範囲
影響
区分

影響金額
（単位：円） 対応 対策 判明

契機

32

一時帰休
が関わる算
定基礎届に
ついて

説
明
誤
り

神奈川 藤沢 2009年10月29日 2010年3月26日

○他の案件で一時帰休について調べてい
ましたところ、過去に受理した類似案件が
正しく処理が行われているか再確認する
必要があると判断し、誤りに気づいたもの
です。

○課内会議において、当該事象
を説明し、一時帰休が解消された
場合の「従前の標準報酬月額」が
「一時帰休を含めない直近の金
額」であることを説明しました。

内部

1事
業所
71名
未徴収 5,488,064

○事業所より詳細な金額の提示を
求められました。
○事業所と日程調整の上、課員と
課長が事業所を訪問し、事情を説明
しました。
○４月分までの差額を計算し、事業
所に提出しました。
○事業所が訂正の届を提出されま
した。

○平成２１年９月下旬、平成２１年度の算定基
礎届の訂正の際に問合せがあり、一時帰休を
実施した事業所から、９月１日までに一時帰休
が解消された場合の「従前の標準報酬月額」を
もって算定基礎届を訂正する場合の「従前の標
準報酬月額」とは何を意味するか、との問合せ
がありました。事務局に確認しましたところ、
「一時帰休による随時改定も含めた直近の金
額」であるとの回答でしたので、それをもとに説
明しました。
○また、事業所も当事務所への上記の照会以
前に、事務局に同様の問合せをして同様の回
答を得ていましたので、それに従った届を提出り 答を得ていましたので、それに従った届を提出
してきました。しかし、社会保険庁の統一された
正しい見解は「一時帰休による随時改定を含め
ない直近の金額」であり、平成２１年９月以降、
適正でない標準報酬月額を決定し、それに基
づいて保険料を現在まで徴収してきました。

14



整理
番号 件名

事故
等の
区分
県名
事務
所名

発生年月日 判明年月日 事象 原因
影響
範囲
影響
区分

影響金額
（単位：円） 対応 対策 判明

契機

33

20歳到達
者に対する
基礎年金
番号の二
重付番につ
いて

確
認
・
決
定
誤
り

群馬
事務
セン
ター

１名 なし 0

○担当者がご本人様に電話し 今

内部

国民年金

2010年5月17日

〇平成22年4月12日に国民年金被保険者資格
取得届の処理をして年金手帳を送付しました
が、付番済者の確認及び付番取消が漏れたた
め、その後共同事務において20歳到達予定国
民年金適用対象者として、職権適用の入力に
より基礎年金番号が二重に付番され発送され
たものです。

○課内会議において 当該事象

〇担当者がご本人様に電話にて事
務処理誤りの説明とお詫びをして手
帳返却の了承を得ました。
〇グループ長が電話にて、再度事
務処理誤りの説明とお詫びをしまし
たところ、返信用の封筒の送付によ
る手帳の返却でよいとのことでした。

〇5/25業務開始前のミーティング
で、資格取得処理時の付済者の
確認及び付番取消を必ずするこ
と及び読み合せ時にも確認するこ
とを徹底するよう指示しました。

〇担当者から20歳到達者に対して基礎年
金番号が二重に付番されていたことの報
告を受けました。

2010年4月23日

○ご本人様から 国民年金高齢任意加入 ○平成２０年８月２２日に国民年金高齢任意加

外部150

○担当者がご本人様に電話し、今
回の事象を説明しました。保険料に
つきましては口座振替による前納額
での納付を希望されました。
○口座振替となる金融機関に口座
振替の緊急停止を依頼しました。
○本部国民年金部に連絡し、保険
料について口座振替による前納額
で領収できるよう個別協議を依頼し
ました。
○担当課長がご自宅を訪問し、今
回の事象を説明・謝罪し了承を得ま
した。また、国民年金保険料を口座
振替による前納額で収納しました。

34

国民年金
高齢任意
加入手続き
時の資格
喪失年月
日の説明
誤りについ
て

確
認
・
決
定
誤
り

東京 新宿 2008年8月22日 2010年4月21日 １名 過徴収

○課内会議において、当該事象
を説明し、加入期間の計算は複
数名によるチェックを必ず行うよう
申し合わせました。

○ご本人様から、国民年金高齢任意加入
申出時に保険料の口座振替は平成２２年
６月分までとの説明を受けたが、口座振
替の通知書には平成２３年３月分までの
振替予定額が記載されているとの申出が
平成２２年４月２１日にありました。確認し
ましたところ、国民年金高齢任意加入（申
出）届の喪失予定年月日を誤って届書に
記載して入力していたため平成２２年４月
３０日口座振替額が相違していることが判
明しました。

○平成２０年８月２２日に国民年金高齢任意加
入（申出）届に喪失予定年月日を試算し記入す
る際に、被保険者記録により保険料納付済期
間、被用者年金加入期間等を計算し、平成２２
年７月１日と記入すべきところ平成２３年７月１
日と誤った日付を記入して入力処理したことに
よるものです。
○また、決裁時においても記入誤りのチェック
漏れをしたことにもよるものです。
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整理
番号 件名

事故
等の
区分
県名
事務
所名

発生年月日 判明年月日 事象 原因
影響
範囲
影響
区分

影響金額
（単位：円） 対応 対策 判明

契機

○担当課長がＡ様へ電話し今回の
事象についてお詫びしました。
○副所長及び担当課長がＡ様宅を
訪問し、改めてお詫びの上謝罪し、
経過説明をしました。また、保険料
納付が必要である期間や免除制度
について説明し理解をいただきまし
た。
○法定免除記録の取消及び保険料
の誤還付に伴う納付記録の追加処
理をしました。
○Ｂ様と連絡が取れないためお知ら
せ文書を送付しましたところ、Ｂ様の

○課内会議において、当該事象
を説明し、年金事務所で受付した
際の確認において、複数名で行う
よう周知徹底を図りました。
○また、受付時の際の書類確認
については、他課も同様に確認
漏れ等があってはならないため、
当該事象とあわせ、連絡会にお
いて周知のうえ情報の共有化を
図りました。

○平成22年3月5日 北海道事務センターから、
老齢給付請求者に係る国民年金の法定免除記
録で、受給している障害共済年金は3級であるた
め、該当理由の照会がありました。
○該当被保険者であるＡ様の免除記録を確認し
ましたところ、平成11年5月から平成21年7月（60
歳時）まで障害年金受給による法定免除該当で
したが、当時処理を行った届書については、すで
に廃棄済であったため詳細を確認することはでき
ませんでしたが、現在の被保険者記録、年金請
求時に添付されていた新法障害共済年金証書の
写しを確認しましたところ、障害等級が3級である
ことが判明したため法定免除該当の理由とはな
らず、誤って免除該当処理をしていたことが判明
しました。

○Ａ様のオンライン上の記録から、平成11年10
月27日付提出された免除理由該当届を処理す
る際、障害年金受給者のみだけで判断し、障害
等級の確認が不十分であったためと思われま
す。また、決裁時においても免除理由該当の確
認漏れがあったためと思われます。
○Ｂ様のオンライン上の記録から、平成元年3
月9日付提出された免除理由該当届を処理す
る際、障害年金受給者のみだけで判断し、障害
等級の確認が不十分であったためと思われま
す。また、決裁時においても免除理由該当の確
認漏れがあったためと思われます。

国民年金
保険料免
除理由該
当届書処
理の誤りに
ついて

せ文書を送付しましたところ、Ｂ様の
お父様から電話連絡があり、ご本人
様は現在入院中のため対応できな
いとのことでしたので、今回の事象
について経過説明をするとともにお
詫びをし、ご本人様へ伝えていただ
くようお願いしました。
○結果を踏まえ、法定免除記録の
取消、また、取消による老齢給付の
受給権が発生しないことを説明しご
理解をいただきました。
○法定免除記録の取消及び一部全
額申請免除の追加処理しました。

0なし 内部

しました。
○上記、障害年金受給者（3級）の法定免除不該
当が判明したことに伴い、全件調査（1,973件：平
成22年3月10日現在）を実施しましたところ、同様
と思われる事例が判明しました。該当被保険者で
あるＢ様の免除記録を確認しましたところ、昭和
63年7月から平成22年3月（60歳時）まで障害年
金受給による法定免除該当でしたが、当時処理
を行った届書についてはすでに廃棄済であること
から詳細を確認することはできませんでした。
○現在の被保険者記録から、障害年金は障害等
級が3級であることが法定免除該当の理由とはな
らず、誤って免除該当処理をしていたことが判明
しました。

2010年3月9日1999年10月27日砂川北海道

確
認
・
決
定
誤
り

35 2名
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整理
番号 件名

事故
等の
区分
県名
事務
所名

発生年月日 判明年月日 事象 原因
影響
範囲
影響
区分

影響金額
（単位：円） 対応 対策 判明

契機

○国民年金課職員がご本人様に電
話にてお詫びをし説明したが、当時
の事務処理担当者からの謝罪及び
担当者の処分を要求されました。ま
た、当時判明していれば、国民年金
保険料を支払ったはずであるが、こ
のことはご本人様に責任はなく、当
時の事務処理を誤った担当者及び
関係する管理者の責任であるのだ
から、その者たちで保険料を支払う
よう要求されました。
○国民年金課長及び担当職員が、
ご本人様のお宅に訪問し、お詫びす

○通常は、事務センターへ一括し
て取得届等及び３号届を引き継
いでいますが、事務所にて処理す
る場合は、適用調査課にて取得
届等の事務処理後に国民年金課
へ３号届を引き継ぐ取扱いとして
おり、改めてこの事務処理を徹底
しました。また、取得届等の訂正
や取消があった場合にも、３号届
の有無の確認を徹底するよう指
示しました。

外部１名 未徴収 1 0

３号被保険
者資格取
得届の誤
入力

確
認
・
決 大阪 吹田

２００８年５月１日
００ 年 月 010年 月 日

○大和高田年金事務所より、納付書の再
発行（平成２０年４月分）を受けに来られた
お客様の国民年金第３号記録に不明な点
があるため、当時の書類等で確認をする
よう指示があり、調査の結果、ご本人様は
国民年金の第１号被保険者であるにもか
かわらず、奥様は第３号被保険者である
ことが判明しました。

○平成２０年５月９日に、当所総合窓口にて、ご本
人様の健康保険・厚生年金保険資格取得届、奥
様様の健康保険被扶養者異動届（以下、取得届
等という）及び国民年金第３号被保険者資格取得
届（以下、３号届という）を一括して受け付けまし
た。
○受付後は、業務課にて取得届等の事務処理後
に３号届を引き抜き国民年金課へ引き継ぐべきと
ころ、当時は、総合窓口で受付した上記の届書
は、取得届等を業務課に、３号届を国民年金課へ
それぞれ分割して引き継いでいました。
○国民年金課へ引き継がれた３号届は、大阪社会
保険事務局事務センター（以下、事務センターとい
う）にて入力処理をすることとなっていたため事務

国民年金
被保険者
資格取得
届及び国民 未

○Ａ市役所より、国民年金保険料免除の
結果通知が着ていないがどうなっている
のかと、免除申請の控を持参しお客様が

○平成19年10月1日に、Ａ市役所より社会保険
事務所へ送付された被保険者異動届けの資格
取得（第3号被保険者から1号被保険者への変

○平成22年4月5日お客様と連絡が
とれたため、処理のもれがあったこ
とを報告するとともに謝罪しました。

○職員全員に対して、今回の事
象を周知するともに、書類の整理
については複数の者で行うと共に

ご本人様のお宅に訪問し、お詫びす
るとともに第３号被保険者非該当通
知書を手交しました。
○保険料の支払いについては、ご
了解いただきました。

外部１名 未徴収 129,69036 決
定
誤
り

大阪 吹田 ～２００９年２月１９
日

2010年4月6日 う）にて入力処理をすることとなっていたため事務
センターへ回付し、事務センターでは、入力印の日
付によると平成２０年６月３０日に入力処理を行な
いました。
○また、取得届等については、返戻簿により確認
しましたところ｢報酬５万円、非常勤役員として以前
から３/４未満であるため、５/１より社会保険適用
の根拠なし」との理由により、平成２０年７月１日付
で返戻しました。この際、３号届についても同時提
出であったことを確認し、取消し・返戻すべきで
あったがされていないことによるものです。配偶者
の資格取得がないまま、誤って３号届のみが入力
されたままとなっていたものです。

37

届及び国民
年金保険
料免除申
請書の未
処理につい
て

未
処
理
・
処
理
遅
延

神奈川相模原 2007年10月1日 2010年4月2日

来所されているとの連絡を受け、確認しま
したところ、資格取得（第3号被保険者から
1号被保険者への変更）の入力もれのた
め免除の処理がされていないことが判明
しました。

更）の入力処理に漏れがありました。また、Ａ市
役所の免除送付リストに伴い申請書の確認を
しましたが、確認できませんでした。

１名 未徴収 141,930

対応については、後日連絡するとの
ことで了承されました。
○協議の回答がありましたため、国
民年金課長が、お客様へ回答が遅
くなってしまったことへのお詫びと、
申請があったものと判断できる平成
19年度分につきまして、免除の承認
の処理をすることで了承していただ
きました。

書類の進捗管理を徹底しました。

外部
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整理
番号 件名

事故
等の
区分
県名
事務
所名

発生年月日 判明年月日 事象 原因
影響
範囲
影響
区分

影響金額
（単位：円） 対応 対策 判明

契機

○事案の概要について朝礼で課
員に説明し、同様の案件が再発し
ないよう周知、徹底しました。
○担当者は受付書類を速やかに
受付簿に記載し、銀行への送付、
本人への返戻、他事務所回送の
都度、正確に処理状況を記載す
ることを徹底します。
○担当課長は毎日受付簿の確認
を行い、受付から３日以内に適正
な処理・回送・返戻が行われてい
るかチェックします。

○Ａ区役所から口座振替処理状況照会の
電話があり判明しました。
○ご本人様のお母様から、「４月６日にＡ
区役所で申し込んだのに、口座振替開始
の通知が未だに届かない。今月末の口座
引き落としが実施されるのか確認した
い。」との問い合わせがＡ区役所にあった
ため、口座振替処理の状況を確認しても
らいたいとの連絡でした。

○ご本人様のお母様へ状況説明の
ため担当者が電話をし、事務処理
遅延のため、５月末の口座振替とな
らないことを謝罪し、納付書により納
入いただきたいことを説明しました
が、理解を得られませんでした。「自
分の２０歳頃の国民年金納付記録
が、父親は納付したといっていた
が、実際には未納になっていること
もあり、子供自身の通帳に記録を残
して置くために早期に手続きした。４
月分を口座から引き落とせないこと
は問題がある。」とのお話があり、５

○Ａ区役所で口座振替申出書受付後、４月９日
に事務所へ持参され受付しました。
○4月30日に金融機関へ口座確認の証明を押
印してもらうため、口座振替申出書を郵送しま
した。
○５月１４日に金融機関から届出印不鮮明の
ため返戻されました。
○5月２０日Ａ区役所より口座振替処理状況の
照会があり、口座振替申出書が未入力である
ことが判明しました。（ご本人様宛に返戻した口
座振替申出書は５月２１日郵送されました）
○本来は受付の２～３日後には処理されるべ
きところ、担当者の書類の自己管理が適切でな

国民年金
保険料口
座振替申
出書の処
理遅延につ
いて

外部札幌西

は問題がある。」とのお話があり、５
月末に4月分と5月分を引き落とすこ
とを強く希望されました。その後、引
き落とす方法を当所と金融機関で協
議するよう求めて電話を切られまし
た。
○副所長が電話により事務処理の
遅延について謝罪し、4月分保険料
は口座振替とならないため、納付書
納入となることを説明しましたが、理
解を得られなかったため、直接ご自
宅へ説明に行くことを伝え、電話対
応を終え、副所長がご本人様のご
自宅を訪問し、４月分・５月分の納
付書での納入についてお願いし、６
月分保険料からの口座振替開始で
理解を得られました。口座振替申出

50過徴収１名

きところ、担当者の書類の自己管理が適切でな
かった（処理済み書類と未処理の書類が同一
の場所で保管されていた）、ことから処理されな
いままとなりました。４月３０日までに口座振替
申出書の入力を終了しなければ５月末の口座
振替開始となりませんが、入力は行われませ
んでした。

2010年5月20日2010年4月9日38 北海道

未
処
理
・
処
理
遅

書が未着であるため、再度提出して
いただき、当所が責任をもって処理
することを約束し、改めて口座振替
申出書を受理しました。４月分・５月
分は納付書により5月21日に金融機
関で納付いただくこととなりました。
○副所長が金融機関を訪問し、口
座振替申出書に金融機関確認印を
受領し、口座振替申出書の入力処
理をしました。
○５月２５日、副所長が電話により
手続きが終了したこと及び６月分が
６月末に振替となる事を改めて説明
しました。その際にご本人様のお母
様から４月分・５月分を５月２１日納
付したとの申し出を受けました。

延
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整理
番号 件名

事故
等の
区分
県名
事務
所名

発生年月日 判明年月日 事象 原因
影響
範囲
影響
区分

影響金額
（単位：円） 対応 対策 判明

契機

2009年12月

○現在、電子申請の処理は長崎
事務センターで行っていることか
ら、以下の点について長崎事務セ
ンターと申し合わせました。
①申請に未記入項目がある場合
は、確認・照会を行ったうえで、な
お特定できない場合に返戻するこ
と。
②他に同様の事象がなかったか
調査を実施し、再発防止に向けて
処理状況の確認を徹底すること。

外部2010年4月6日

○A社会保険労務士様から平成21年12月
18日に電子申請により受託事業所に係る
種別変更（第３号該当）の届出を行ってい
たがどうなっているのかとの問い合わせ
がありました。確認しましたところ、ご夫妻
の基礎年金番号の記載がなかったため返
戻処理を行っていましたが処理が完了し
ておらず、事務処理が中断した状態に
なっていることが判明しました。

○電話にてＡ社会保険労務士様か
らのご指摘を受け、種別変更（第３
号該当）の処理を行いました。
○Ａ社会保険労務士様が来所され
たため、所長から今回の事象を説明
するとともに謝罪しました。
○所長と副所長がＡ社会保険労務
士様のご自宅に顛末の文書を持参
し、あらためて謝罪し、ご理解を得ま
した。

○電子申請された種別変更(第３号該当）届に
ついて、ご夫妻共に基礎年金番号欄が記載さ
れていなかったため返戻処理を行っていました
が、実際には決裁確認登録処理までの処理を
行い、処理結果返戻処理を行っていなかったた
め、届出者であるＡ社会保険労務士様まで申
請が返戻されず、事務処理が中断した状態に
なっていました。 1名 なし 0諫早39

電子申請に
係る種別変
更（３号該
当）届の未
処理につい
て
未
処
理
・
処
理
遅
延

長崎

○国民年金課において、未処理
書類については毎日終業時に課
長へ回付し、課長が一括管理す
ることとしました。また、保管場所
も中身を課長が確認できるレター
ケース等に職員ごとに保管進捗
管理し、再発防止を徹底しまし
た。なお、5月7日までに未処理書
類の総点検を行い、5月10日に全
課室において、未処理が無いこと
を確認しました。

○担当者が国民年金第３号被保険
者届(１件）について被保険者様へ
電話し、今回の事象を説明しお詫び
しました。早急に処理し通知書を送
付すること、併せて記録に影響が無
い旨も説明し、了解を得ました。本
日事務センターにて処理し、通知書
を送付しました。
○もう一方の被保険者様より夕方に
電話連絡があり、今回の事象のを
説明しお詫びしました。早急に処理
し通知書を送付すること、併せて記
録に影響が無い旨も説明し了解を
得ました。
○事務センターにて処理し 年金事

○国民年金第３号被保険者届（3件。内１
件 国民年金第３号被保険者特例措置該
当届添付）について、事務センターより返
却されたものが前々任者から前任者へ引
継ぎがれた際に中身を検証することなく現
担当者に引継ぎを行いロッカー内で保管
していました。１月の組織変更で国民年金
課が所内西端から東端へ場所を移動した
ものの、ロッカーは以前の場所であったこ
とで、引き継いだ書類の存在を失念してお
り、このほど他の書類を捜す過程で未処
理であることが判明しました。

○国民年金第３号被保険者届(２件①②）は、
平成20年4月に配偶者様が勤務先変更（共済
組合から厚生年金）したことにより、事業所より
国民年金第３号被保険者届が提出されたもの
の、事務センターより、配偶者様の共済喪失日
不明を理由として事務所へ回付されていまし
た。共済喪失日の確認後に、再度事務センター
に回付予定としたものを、前々任者、前任者が
調査することなく、また、現担当者も中身を検証
することなく引き継いだことが原因です。
○③国民年金第３号被保険者特例措置該当届
添付分(１件）は、平成20年5月9日被保険者様
より届出があり、健康保険組合の証明が必要
であるため、健康保険組合へ送付したが郵便
局から「あて所に尋ねあたりません」と返戻が ３名 なし

国民年金
第３号被保
険者届処
理の遅延に
ついて

未
処
理
・
山口 宇部 内部

○事務センタ にて処理し、年金事
務所より通知書を送付しました。
○国民年金第３号被保険者特例措
置該当届(１件）については健康保
険組合に連絡確認後、被保険者様
へ連絡しました。
○ご自宅を訪問し、今回の事象を説
明しお詫びしました。早急に処理し
通知書を送付することで了解を得ま
した。併せて記録に影響が無い旨も
説明し了解を得ました。なお、事務
センターにて早急に処理依頼し、通
知書を送付しました。

局から「あて所に尋ねあたりません」と返戻が
あったものを、前記と同様にしていたことが原
因です。いずれの書類も担当者が異動のため
２度変わり、後任への引継ぎをしっかり伝えて
いないことも原因です。

３名 なし2010年4月28日 040

処
理
遅
延

山口 宇部 2008年4月、5月
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整理
番号 件名

事故
等の
区分
県名
事務
所名

発生年月日 判明年月日 事象 原因
影響
範囲
影響
区分

影響金額
（単位：円） 対応 対策 判明

契機

○外国転出にかかるリストに付箋が貼付され
未処理である旨の表示がされていましたが、そ
の表示を見落としていたために未処理の状態
のままになっていたものと考えられます。

○ねんきん定期便が送付された被保険者
様が来所され、平成１８年８月１５日に外
国への転出、平成１９年３月５日外国から
の転入による国民年金の資格喪失及び取
得の手続きをＡ区役所で行っているにもか
かわらず、送付されてきたねんきん定期便
には同期間が未納という表示になってい
る旨、お申出がありました。

○副所長及び担当課長から当該お
客様に対して、書類の所在が不明
な点について謝罪し、改めて国民年
金関係届書を受理しました。

○副所長から当該リスト等の所在を
調査するので時間が欲しい旨連絡、
了承を得ました。
○副所長からお客様宛電話し、当
所の事務処理漏れにより大変ご迷
惑をおかけしたことについて謝罪し
ました。人為的ミスであれば他にも
同様のケースがあるのではないか。

○現在は事務処理が変更されて
いる（国民年金関係届書について
は全て事務センターで処理を完
結し、届書自体も事務センター保
管）ため同様の事務処理誤りは
発生しませんが、役職会議を通じ
て全職員に対して、当該事象の
説明及び改めて未処理の書類を
放置していないか点検するよう指
示しました。

未
処
理

国民年金
関係届書
の処理漏
れについて

同様のケ スがあるのではないか。
再発防止のために会議等で徹底す
るよう申し入れがありました。
○会議等で再度徹底する旨回答し
ました。
○その後、ご本人様より機構本部品
質管理部に電話が入り、ご本人様
に大変ご迷惑をお掛けしましたこと
を謝罪するとともに、城東年金事務
所より報告が届いている旨説明し、
了承を得ました。

城東 外部0なし１名2006年8月頃41 2010年4月20日大阪
・
処
理
遅
延
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整理
番号 件名

事故
等の
区分
県名
事務
所名

発生年月日 判明年月日 事象 原因
影響
範囲
影響
区分

影響金額
（単位：円） 対応 対策 判明

契機

○ Ａ市の担当課長等来所され、上
記期間における対象者リスト(転居
63件・氏名変更13件)受理しました。
当事務所における被保険者記録の
現状を説明し、受理をしたリストの内
容の再点検を行い、後日Ａ市へ報
告することとしました。
○ 再度Ａ市の担当課長等来所さ
れ、受理しました対象者リストの点
検した結果の報告をしました。転出
者・3号被保険者等を除き処理必要
なものは、転居については38件、氏
名変更については6件でした。なお、

○Ａ市より依頼文書、顛末書、再
発防止策を受け取りました。
○Ａ市の再発防止策は、各種申
請書等の受付時及び進達の際に
は、複数職員でのチェック体制を
強化し、再発防止対策を講じるよ
う鋭意努力する旨の内容でした。

○事象及び原因については,旧Ｂ町(現Ａ市)よ
り、彦根社会保険事務所(彦根年金事務所）へ
転居届・氏名変更届の進達漏れによるもので
す。

○4月5日、ご本人様から納付書が旧住所
に届いているとの電話照会がありました。
○照会のあった事象を、Ａ市へ確認依頼
を行いましたところ、当日連絡があり、平
成21年4月1日から平成21年12月31日ま
での9ヶ月間の転居届及び氏名変更届の
年金事務所（当時社会保険事務所)への
報告漏れをしていたとの連絡が入り、市町
からの進達漏れが判明しました。

市町からの
国民年金
被保険者
の転居届
書等の進
達もれにつ
いて

2010年4月6日
2009年4月1日～
2009年12月31日彦根滋賀

未
処
理
・
処
理
遅
延

名変更については6件でした。なお、
合計44件中、納付書が送付された
事績のある者、納付書の送付の有
無が不明な者16件については、納
付書を再作成し、市職員に納付書を
渡すこととし、被保険者様宅に謝罪
を含め適切な対応を依頼しました。
○ Ａ市の担当課長が来所されまし
た。今回の事象による影響人数は
16件であり、その内12件について
は、ご本人様へ事象発生の経過説
明をして謝罪の上、被保険者様から
了承を得たとのことでした。なお、住
所等変更前の納付書については12
件すべて転居先に届いていたとのこ
とでした。
○ 面談できていない4件中2件につ

外部0なし16名42

国民年金
第３号被保
険者種別
変更日の
入力誤りに
ついて

○平成22年3月11日、沖縄事務センター
職員より裁定請求者Ａ様の国民年金第３
号期間の種別変更年月日が、配偶者様
（健保加入）の資格取得年月日（H18.1.1.）
以前（H17.11.1)となっているため確認して
欲しい旨の連絡を受けました。

○上記Ａ様の配偶者様の事業主様から提出さ
れた国民年金第３号種別変更届（H１８．２．１５
事務所受付）を確認しましたところ、H18.1.16
（扶養認定日）と記載された届書が、H17.11.1と
赤字で訂正されていました。訂正された年月日
は扶養認定日（H18．1．16）を誤って2ヶ月遡っ
たため Ａ様の保険料納付済期間（第１号）と

○国民年金課長が電話にて、ご本
人様へ処理誤りについて経緯を説
明し、謝罪しました。
○記録の訂正及び還付した金額を
返納していただくこととなりますが、
ご本人様に了解を得ました。
○平成22年4月21日返納金の納付

○年金事務所にて入力処理を行
う際は、担当者及び課長が扶養
認定日の確認を確実に行なうこと
を申し合わせしました。

いては、ご本人様と面談することが
でき了承を得ました。残り2件につい
ては、謝罪文書に納付書を同封して
簡易書留郵便で送付しましたと報告
を受けました。

2010年3月11日43

入
力
誤
り

沖縄 浦添 2006年3月2日

たため、Ａ様の保険料納付済期間（第１号）と
誤った第３号入力分が重複し、２ヶ月還付とな
り、1月分は未納月分に充当され、残額がＡ様
へ還付（H18．4．6）されました。
○原因は、赤字で訂正された日付が確認によ
るものなのか、何らかの理由に拠るか等につい
ては、記入者が分からないため不明ですが、
誤って訂正された種別変更年月日を入力した
ことにより、還付請求及び充当処理が発生した
ものです。

１名 なし 0

○平成22年4月21日返納金の納付
を確認して記録訂正の処理を行い、
当日ご本人様へ納付確認と記録の
訂正について連絡しました。 内部
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整理
番号 件名

事故
等の
区分
県名
事務
所名

発生年月日 判明年月日 事象 原因
影響
範囲
影響
区分

影響金額
（単位：円） 対応 対策 判明

契機

44

国民年金
被保険者
資格取得
申出書（任
意加入）の
資格喪失
日入力もれ
について 入
力
誤
り

沖縄 浦添 2005年9月9日 2010年4月20日

○平成22年4月20日、お客様から以前、任
意加入の手続きを行ったときに６６歳まで
加入しないと年金受給資格を満たせない
と言われた。現在保険料は、１年分を口座
振替で前納しているが、先日届いた「国民
年金保険料振替額通知書」には、今年の
８月分の６５歳までの引き落としとなってい
る。６５歳以降３００月加入期間を満たすた
めの６６歳までではないかとの問い合わせ
がありました。電話にて内容をお伺いし、
記録内容を確認しましたところ、資格喪失
予定年月日が入力されていないことが判
明しました。

○任意加入者の場合300月の資格期間を満た
すため、資格取得届入力の際、年金期間を確
認して６５歳以降も任意継続加入が必要である
場合は、喪失予定日を入力すべきでところ、入
力がされていなかったことによるものです。
○６５歳以降も任意継続加入者における喪失
予定日の入力・確認もれのため、６５歳までの
保険料口座振替となりました。 １名 なし 0

○問合わせについての説明及び謝
罪を職員が電話にて行いました。
○口座振替できなかった平成22年9
月以降3月までの７ヶ月分を現金で
納めていただくこととなった旨の連
絡を国民年金担当職員からお客様
に連絡しました。
○お客様が来所され、改めて国民
年金担当職員が謝罪を行い、窓口
にてお客様から現金を領収しまし
た。

○事務所にて入力した関係届書
については、受付簿に記載して事
務センター回付前に受付担当以
外の職員での相互チェックの徹底
することを朝礼にて申し合わせま
した。

外部

明しました。

45

付加保険
料申出書
の入力漏
れについて

入
力
誤
り

埼玉 大宮 2009年3月23日 2010年4月6日

○ねんきん定期便を受理されたご本人様
から、付加保険料の記載がないとの連絡
が平成22年4月6日にありました。確認しま
したところ、平成21年3月16日受付の任意
加入申出書に付加申出の記載があったに
もかかわらず、入力が漏れていることが判
明しました。

○平成21年3月16日に資格取得申出書（60歳
以上の任意加入）を入力処理した際、付加申出
書も入力すべきところ、入力が漏れてしまった
ためです。また、決裁時でもチェック漏れしたこ
とによるものです。

１名 過徴収 5,200

○担当課長がご本人様に電話し、
今回の事象を説明してお詫びをしま
した。
○本部国民年金部に連絡し、ご本
人様は付加年金をかけることを強く
望んでいることを伝えました。
○本部から回答がありましたため、
ご本人様宅を訪問し、お詫びすると
ともに、付加保険料を領収しました。

○ミーティングで課員に事象を説
明し、入力漏れがないよう、注意
喚起を図るとともに、担当者並び
に決裁者による相互チェックの徹
底に努めるよう指示しました。

外部
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番号 件名

事故
等の
区分
県名
事務
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国民年金
資格喪失
予定年月
日の入力
漏れについ
て

入
力
兵庫 姫路 00 年1 月 010年 月1 日

○平成22年４月30日の口座振替に係るお
知らせ通知がご本人様あてに送付されま
したが、あと2ヶ月納付すれば、加入可能
年数に到達するにもかかわらず、1年前納
での通知となっているとの電話照会があ
り、誤りが判明しました。

○当所で記録を確認しますと、平成19年12月
12日より国民年金の任意加入被保険者となっ
ていますが、資格喪失予定年月日が入力され
ていませんでした。

１名 過徴収 100

○担当者が、ご本人様からの電話
照会時にお詫びしましたが、２か月
分の口座振替納付でないと納得で
きないとの申出がありました。
○国民年金課長が、ご本人様へ電
話連絡し、再度今回の事象につい
てお詫びをしました。２か月分の口
座振替納付は出来ないことをお伝え
しましたが、納得されなかったため、
再度2ヶ月の口座振替をする方法が
ないか確認し、改めて連絡すること
を伝えました。
○国民年金課長が、ご本人様に電

○課内会議において、今回の事
象を説明し、事務処理マニュアル
どおり、60才以上の任意加入者
で480ヶ月以上納付となる場合
は、480月納付となる月の翌月1
日でもって資格喪失予定年月日
を入力するよう徹底いたしました。

外部46
力
誤
り

兵庫 姫路 2007年12月 2010年4月19日 １名 過徴収 100
○国民年金課長が、ご本人様に電
話連絡し、改めて2ヶ月分の口座振
替については出来ないことを伝え、
ご自宅に訪問のうえ謝罪したい旨申
出ましたところ、訪問については不
要とのことでした。なお、今回の件に
ついては、１年前納については緊急
停止を行い、２か月分の前納納付書
での現金納付をしていただくことで
了承を得て、前納納付書を送付いた
しました。

外部

国民年金
保険料口
座振替納
付申出書

○豊岡年金事務所が口座振替不能調査
一覧表を基に国民年金被保険者記録を
記録管理システムで確認した際に口座振

○兵庫社会保険事務局運営課業務管理室管
理第二係において、被保険者Ａ様が提出され
た国民年金保険料口座振替申出書の金融機

○担当者が電話をかけましたが、被
保険者Ａ様は不在のためお母様に
お詫びと事情説明をしました。口座

○審査時のチェックの強化および
パンチャーへの入力時の画面確
認の徹底を指示しました。

47

付申出書
の記載誤り
について

入
力
誤
り

兵庫
事務
セン
ター

2009年12月14日 2010年5月27日

替申出書の入力誤り（金融機関名）が判
明しました。

関コード、支店コードを記入する際に誤って記
入しました。また、平成２１年１２月１４日入力処
理をしましたが、その際の処理結果確認画面
の確認漏れをしてしまいました。そのため、平
成２２年４月３０日平成２２年４月分から平成２３
年３月分の前納保険料を口座振替納付するこ
とが出来なかったものです。

１名 過徴収 1,120

振替における１年前納の金額を納
付書等で納付出来ない事には納得
出来ないがそれ以外についてはお
おむね了承され、４月分は定額保険
料、５月から翌年３月分については
一括前納保険料を納付書納付して
いただくこととなりました。
○担当者が納付書を作成し速達に
て発送しました。

内部

国民年金
被保険者
資格取得
年月日の
入力誤りに

〇担当者から資格取得年月日入力誤りが
あったことの報告を受け、判明しました。

〇平成22年4月20日に国民年金被保険者資格
取得届の入力処理をしましたが、被保険者様
の前歴(資格記録)から市町村の報告書の内容
(取得年月日)が誤りであると判断して取得年月

〇担当者がご本人様に電話にて事
務処理誤りの説明とお詫びをして了
承を得ました。
〇グループ長が電話にて、再度事

〇ミーティングで、業務処理マ
ニュアルに基づき、各担当者の法
的知識の再確認をすることを徹底
するよう指示しました。

48

入力誤りに
ついて 入
力
誤
り

群馬
事務
セン
ター

2010年4月20日 2010年5月17日

(取得年月日)が誤りであると判断して取得年月
日を補正(訂正)して入力したものです。

2名 なし 0

〇グル プ長が電話にて、再度事
務処理誤りの説明とお詫びをしまし
たところ、忙しいため訪問は不要と
のことでした。

するよう指示しました。

内部
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整理
番号 件名

事故
等の
区分
県名
事務
所名

発生年月日 判明年月日 事象 原因
影響
範囲
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区分

影響金額
（単位：円） 対応 対策 判明

契機

○平成２２年３月１１日、課内ミー
ティングにおいて、当該事象を説
明し、返戻付箋等の作成、修正を
行った際には、複数名で読み合
わせを行うよう申し合わせまし
た。
○平成２２年３月１１日所内管理
職に当報告書をメール転送し、１
５日の所内会議の議題とし、注意
喚起を促しました。

外部49

連絡先電
話番号の
誤記載につ
いて 通
知
等
の
作
成
誤
り

愛知 刈谷 2010年2月12日～
2010年3月5日

2010年3月11日

4事
業所
4名
なし 0

○担当課長が間違い電話のかかっ
てしまった方に電話にてお詫びを
し、ご了承いただきました。
○担当課長が送付先と誤送付先の
８件に電話にてお詫びし、正しい連
絡先を伝え、了承を得ました。

○市民の方から「年金事務所あての電話
が自宅へ入っている。」との連絡があり、
確認しましたところ、返戻付箋に記入され
ている電話番号が相違していることが判
明しました。

○平成２２年２月１２日から平成２２年３月５日
にかけて誤った電話番号を記載した国民年金
第３号関係の返戻付箋を使用して書類を返戻
していました。
○当該付箋に修正を加えた際に誤った電話番
号を入力してしまったことが原因です。

１名 なし 0

○平成22年5月19日にご本人様より
電話にて連絡があり、改めて謝罪、
説明を行い納得を得ました。ねんき
ん定期便は、別送先住所（別送表示
者）へ送付することで納得を得まし
た。

○朝礼時に、担当課長から課員
全員に対して、宛名シール作成
後、シール貼付時に複数名で確
認を行うことを徹底しました。幹部
会にて、事象を報告し、複数人で
の確認を徹底しました。

高津 2010年3月3日 2010年3月9日

○平成22年3月9日、記録問題対策課よ
り、お客様から別人のねんきん定期便が
送られてきたとの連絡があり、調査の結
果、別人にねんきん定期便を発送してい
たことが判明しました。

平成21年
度の付加
保険料の
取扱いにつ
いて

○平成22年3月3日に、ねんきん定期便の発送
作業を行う際に、宛名シール作成後の対象者
と宛名シールを突合確認作業の不徹底があ
り、見逃してしまいました。

○平成22年4月16日ご本人様から「昨年
納付した付加保険料の取扱い」の対応が
どのような結果になっているのか尋ねら
れ 付加保険料の処理がされていないこ

○海外から帰国した時には任意加入者から強
制加入者への切替えがされるので、あらためて
付加保険料の申出書の提出が必要です。問い
合わせした際に再度付加保険料の申し込みが

○担当課長から昨年の経過をご本
人様に説明し、機構本部と協議のお
時間をいただきたい旨のお話とお詫
びをしました

○十分な説明とすみやかな対応
に努めるよう指示しました。

50

ねんきん定
期便の誤
送について

誤
送
付
・
誤
送
信

神奈川 外部

いて

説
明
誤
り

東京 府中 2009年6月5日

れ、付加保険料の処理がされていないこ
とが判明しました。

外部

合わせした際に再度付加保険料の申し込みが
必要であることを十分に説明しなかったため、
ご本人様は新たな申出をせずに、手持ちの付
加保険料を含んだ納付書で納付し、付加保険
料も当然に納付扱いされると思っていました。
一方、事務所では、再度の付加保険料の申出
がないので、付加保険料を還付したところで
す。昨年の最初の問合せ(平成21年6月5日）の
調査で、説明不足に原因があり申出書が提出
できてないことが判明しましたが、その結果を
元にご本人様に十分な説明をしていませんでし
た。

１名 なし 0

びをしました。
○機構本部と協議の結果、還付予
定の付加保険料に関して納付扱い
するものとしての処理の許可が得ら
れた為、ご本人様に電話連絡をし、
還付請求書を返送していただきまし
た。
○付加保険料込みの納付記録に訂
正し、改めてお詫びし、了承を得まし
た。

2010年4月16日51
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整理
番号 件名

事故
等の
区分
県名
事務
所名

発生年月日 判明年月日 事象 原因
影響
範囲
影響
区分

影響金額
（単位：円） 対応 対策 判明

契機

特殊台帳
補正による
国民年金
資格喪失
入力漏れに
ついて

○Ａ年金事務所で原因が判らない
ため、本部及び事務センターへ照会
しました。また、ご遺族の方へ電話
を行い、説明とお詫びにお伺いした
い旨伝え、了承を得ました。
○A年金事務所の国民年金課長が
ご遺族の方宅を訪問し、謝罪と説明
を行い、納付書も回収しました。今
後、内部規定に基づいた対応をとる
ことを説明し、了承を得ました。
○事務センターで調査を行いました
ところ，他に8名様分がファイル創成
だけ行い、その後の喪失・納付記録

○今回の事故を受け、旧業務セ
ンターへの補正依頼中も確認を
行い、処理遅延分は「特定者」を
登録することを周知確認しまし
た。また、引継ぎ分の整理・調査
の徹底を周知し確認しました。

○国民年金の特殊台帳補正処理において、5
年年金加入で死亡者のファイル創成処理を行
い、その後の納付記録の追加・資格喪失処理
が業務センターでないとできないため、記録補
正依頼を行うべきところを依頼していなかったこ
とが原因です。

○平成22年４月５日、ご遺族の方から平
成12年に死亡したお母様へ、国民年金保
険料納付書が届いた旨A年金事務所に電
話がありました。調査・確認しましたとこ
ろ、特殊台帳の補正処理において、平成2
１年８月にファイル創成処理を行い、その
後の喪失処理を行っていないためこの
度、定時納付書が出力・送付されたことが
判明しました。

2010年4月5日鹿児島

記
録
訂
正
誤
り

52 2009年8月25日

だけ行い、その後の喪失 納付記録
の追加等を業務センターへ依頼され
ていないことと納付書が発行されて
いることが判明しましたため、A年金
事務所より市役所照会及び戸別訪
問を行いました。
○本部システム開発部へ記録の補
正依頼を行いました。
○喪失・納付記録追加処理を行い
ました。
○国民年金納付書をすべて回収
（郵便局より返送）しました。

外部0

事務
セン
ター

なし9名
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整理
番号 件名

事故
等の
区分
県名
事務
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影響
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○お客様からお預かりした国民年金保険料・追
納保険料を歳入代理店に入金する際、コンビニ
エンスストアが一括納付書の記載を誤ってしま
いました。
○これにより、機構側が把握している取扱金額
と国庫金納入金額が異なったため、「コンビニ
エンスストア確定データ不突合リスト」に「不突
合」が表示されましたが、その補正を機構が厚
生労働省年金局へ依頼した際、誤った処理方
法（届書コード）を提示したため、結果的に不突
合が解消されず、納付記録に反映されません
でした。

○平成２２年３月１６日から２５日までにか
けて、年金事務所より、「平成２２年２月６
日から２月１０日の間にコンビニエンススト
アで納めた国民年金保険料、及び追納保
険料の納付記録が反映されていない旨、
被保険者様から問い合わせがあった」と
の連絡がありました。（平成２２年４月７
日）
○保険料納付記録が反映されないねんき
ん定期便の送付については、近畿ブロッ
クからの指摘があり判明しました。（平成２
２年５月１４日）
○お客様への影響

○日本年金機構（旧社会保険庁）
が作成した「国民年金保険料の
納付受託取扱要領」に沿った事
務処理行われなかったために生
じたものであることから、店舗を運
営するＡ社に対して今後このよう
なことがないよう、当機構に担当
者を呼び出し、口頭により指導し
ました。併せて、この件について
の報告書を提出させることとしま
した。また厚生労働省年金局に対
する補正内容及びその処理方法
の確認を徹底していきます。

コンビニエ
ンスストア
で納付され
た国民年金
保険料の
納付記録に
係る収録遅
延

○平成２２年２月６日から１０日まで
に納付していただいた国民年金保
険料・追納保険料のデータは、シス
テム開発部記録開発第３グループと
の連携で、３月２６日に納付記録に
反映させました。
○国民年金部適用収納企画指導グ
ループ発出の指示・依頼において、
次の点を年金事務所にお願いしまし
た。
①納付書の重複送付をした被保険
者様、及び追納していただいた分を
過誤納とし、還付・充当通知書を送

2010年2月6日～
2010年2月10日

国民
年金
部

本部
事
故
等

○お客様 の影響
①国民年金保険料を納付しているにもか
かわらず、未納分として納付書を重複送
付しました。
②追納保険料を納付したが、記録が反映
しなかったため、その後の期間の追納を
行っても、システム上「『先の追納期間』が
残っている」と
判断し、後の期間の追納分を過誤納とし、
還付・充当通知書を送付しました。
③当該期間に納付された方については、
保険料納付記録が反映されないねんきん
定期便が送付されました。（対象者は５月
生まれの方）

の確認を徹底していきます。

外部0なし

1743
名
2538
件

2010年3月16日53

過誤納とし、還付 充当通知書を送
付した被保険者様に対してのお詫
び状の送付。
②追納していただいたにもかかわら
ず、過誤納記録に反映された記録
を、納付記録として修正。
③保険料納付記録が反映されてい
ないねんきん定期便が発送された
被保険者様に対してのお詫び状の
送付。
○保険料納付記録が反映されてい
ないねんきん定期便が発送されて
いる方に、正しい記録が反映された
ねんきん定期便を再発行する手続
きをとります。被保険者様には平成
22年7月～8月にかけて送付する予
定です。
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整理
番号 件名

事故
等の
区分
県名
事務
所名

発生年月日 判明年月日 事象 原因
影響
範囲
影響
区分

影響金額
（単位：円） 対応 対策 判明

契機

54

国民年金
保険料還
付金の還
付誤り（2重
還付）につ
いて

確
認
・
決
定
誤

愛媛
事務
セン
ター

2010年3月2日

○還付請求書の製本のため仕分け中、国
民年金保険料を２重に還付していることを
発見しました。

○還付請求書事務センター受付後、還付請求
書入力表（エクセル）にて本部へ登録しました。
しかし支払エラー発生により再登録を行うことと
なりました。この間、年金事務所にご本人様よ
り『還付請求書は届いているか』の照会があり
ました。年金事務所はセンターへ照会したとこ
ろ『届いていない』旨の回答を得ました。これを
受け年金事務所は手作業にて還付請求書再
交付を行いました。センターは、再交付された
還付請求書受付後、入力（エクセル）で本部へ
登録しました。
○支払いエラー発生分の再登録と再交付分還
付請求書登録により同一人へ２重の支払処理

１名2010年5月12日 過払い 101,620

○担当グループ長が事象説明、お
詫び、返納金の説明を電話にて行
いました。返納については了承を得
ました。（返納告知書送付時には請
求者に連絡することを約束しました）
○年金事務所・事務センターの職員
の対応に対するお叱りをうけまし
た。これについては、職員の教育の
徹底を行うことをお約束しました。

○５月６日より還付金システムが
稼動しているので、２重請求が行
われた場合もシステムにて確認・
チェックできることとなりました。な
お、今後、還付金にかかる事故を
発生させないために、入力処理時
の注意喚起、請求書・決定通知
書の保管場所の徹底、常に危機
管理意識をもって業務にあたるこ
との徹底を図りました。

内部

誤
り

付請求書登録により同 人 ２重の支払処理
を行ったことによるものです。請求書が2重に提
出されていることへの確認が不十分であったこ
と及び決裁時においても２重払の可能性があっ
たことを見つけられなかったことによるもので
す。

55

国民年金
保険料の
納付書の
未発行につ
いて

確
認
・
決
定
誤

福島 平 2009年9月28日 2010年3月5日

○ご本人様のお母様が、平成22年3月5日
にＡ市Ｂ支所に出向かれ、平成21年9月分
以降の納付書が届いていない、との問合
せがありました。すぐに、Ｂ支所の職員よ
り電話照会が年金事務所にあり、調査確
認しましたところ、付加年金分の納付書を
発行していないことが判明しました

○Ａ市より進達された資格取得届、付加申出届
については適切に入力処理を行いましたが、そ
の後の納付書発行については誤って定額部分
のみしか発行しなかったためです。
○また、決裁においても納付書発行について
確認が漏れてしまったことも原因です。

1名 未徴収 2,400

○担当課長がご本人様のお母様に
電話し、今回の事象を説明してお詫
びをしました。
○担当課長が付加保険料込み（定
額＋付加）の納付書を送付いたしま
した。

○課内ミーティングにおいて、当
該事象を説明し、慎重な事務処
理及び複数名によるチェックの強
化徹底を申し合わせました。

外部

誤
り

発行していないことが判明しました。

56

口座振替
依頼申出
書の確認
誤りについ
て

確
認
・
決
定
誤
り

長野
事務
セン
ター

2010年3月9日 2010年4月9日

○松本年金事務所から、３月末に口座振
替されるはずの国民年金保険料の振替結
果の表示が口座振替依頼書なしになって
おり、口座振替されていない旨の連絡が
ありました。書類を確認しましたところ、金
融機関の変更と振替方法の変更があった
にもかかわらず、振替方法のみの変更で
書類の審査が行われており、金融機関宛
の口座振替依頼書が金融機関に送付さ
れておらず、口座振替がされていないこと
が判明しました。

○平成22年3月12日までの入力に向け、入力
前の審査を行った際に、変更後の金融機関と
変更前の金融機関について記載されていまし
たが、本来であればご本人様に電話確認、又
は返戻し確認しますところ、確認不足により振
替方法のみの変更の書類として取り扱い、金
融機関への口座確認が不要と審査し、変更後
の金融機関に口座振替依頼書が届いていな
かったためです。
○処理結果の突合せにおいても複数名による
確認を行っていましたが、誤りに気付きません
でした。また、早割希望者だったため口座振替
が１ヶ月遅れたことにより早割開始も１ヶ月遅

１名 過徴収 50

○３月分につきまして、早割金額で
４月末に口座振替する方法により対
応しました。
○口座振替による３月分保険料の
納付を確認しました。

○担当者間において当該事象を
検証し、口座振替事項の変更に
ついて、入力前審査において複
数名で確認し、口座振替依頼書
の送付漏れがないよう申し合わ
せました。

内部

り
月 り早 開始 月

れてしまいました。
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整理
番号 件名

事故
等の
区分
県名
事務
所名

発生年月日 判明年月日 事象 原因
影響
範囲
影響
区分

影響金額
（単位：円） 対応 対策 判明

契機

60才資格
喪失以降も
国民年金
保険料が
口座振替
納付となっ
た件

確
認
・
決 兵庫 姫路 00 年11月 0日 010年 月 日

○平成22年４月30日の口座振替に係るお
知らせ通知がご本人様あてに送付され、
60才を過ぎているにもかかわらず引落し
案内が来たことについて、ご本人様より平
成22年4月27日に電話照会がありました。
○確認しましたところ平成21年10月で60
才になっているにもかかわらず、平成21年
10月分から平成22年2月分が口座振替納
付となっていることが判明しました。

○昨年の特殊台帳の調査によって、平成21年8
月26日に、強制加入被保険者から任意加入被
保険者の記録を追加補正したことにより、本来
昭和61年4月以降は、強制加入被保険者であ
るにもかかわらず、任意加入被保険者のままと
なり、60才になっても喪失が反映せず、60才以
降の国民年金保険料が口座より引落されてし
まったことによるものです。

1名 過徴収 00

○担当者が、ご本人様からの電話照会時
にお詫びし、還付のことを説明しましたが
納得されず、今すぐ還付額の現金を持っ
てくるようにとの申出がありました。また、
利息のことについても申出がありました。
○平成22年3月分の保険料の4月30日の
口座引落しについて、金融機関に対して
緊急停止の依頼をしました。
○国民年金課長が、ご本人様へ電話連絡
し、再度今回の事象についてお詫びをしま
した。ご本人様より、会って話をしたいとの
申出があり、4月30日にご本人様宅へお伺
いすることを約束しました。
○国民年金課長が、ご本人様とご自宅で
面談し、今回の事象に至った経過を説明

○補正について、単に入力誤りの
有無についてのみチェックするの
ではなく、納付状況や年齢等該当
被保険者の記録内容を含めた確
認も併せて行うよう徹底いたしま
した。

外部57 決
定
誤
り

兵庫 姫路 2009年11月30日 2010年4月27日 1名 過徴収 73,300 面談し、今回の事象に至った経過を説明
し、改めてお詫びをいたしました。また、過
誤納付された保険料について、還付請求
書によりご請求いただいた後に、順次処
理をすすめ、ご希望の金融機関へ振込等
を行う旨の説明を行い、了承を得ました。
○ご本人様あてに還付請求書を送付しま
した。

外部

国民年金
保険料の
口座振替
が振替不

○直方年金事務所国民年金課長より電話
があり、お客様からの問い合わせにより口
座振替が不能となっていることが判明しま

○直方年金事務所国民年金課長より電話があ
り、お客様から１年前納を申し込んでいるが、
振替されていないので調べてほしいと直方年

○担当者が本人へ電話をかけ、お
詫びしました。ご自宅へ出向いて謝
罪したいと申出ましたが、その必要

○複数名によるチェックを十分行
うよう、関係職員で申し合わせま
した。

58

が振替不
能となった
件について

確
認
・
決
定
誤
り

福岡
事務
セン
ター

2010年4月30日 2010年5月13日

した。
○ 平成２２年４月３０日に振替予定の１
年前納保険料（実際は来年１月に６０歳到
達のため、４月から１２月までの９ヶ月分）
が振替できていませんでした。

金事務所へ電話があったとのことでした。確認
しましたところ、口座名義人に登録誤りがあっ
たため振替不能となったものと判明しました。
申出書は年金事務所で保管しているので、
PDFで送付を受け事務センターでも確認しまし
た。平成２２年１月２６日直方年金事務所受付、
２月３日事務センター受付、２月４日入力された
ものです。本被保険者氏名の読みと相違してい
るにも拘らず、入力時に確認を省略し、かつ
チェックの際にも見落としたものと考えられま
す。

１名 未払い 850

はないと断られました。納付書によ
る前納を説明し、納付書を送付する
こととなりました。
○ご本人様あて納付書（４月分と５
～１２月分の前納用）を郵送しまし
た。

外部

口座振替
辞退申出
書の入力
処理もれに
ついて
未
処

○平成２２年１月に口座振替辞退申出書
を提出しにもかかわらず、平成２２年４月３
０日に１年前納の引き去りが行われたとの
電話連絡が被保険者様のお父様（口座名

○被用者年金（共済等）加入により、納付不要
となるため口座振替辞退申出書の提出が行わ
れましたが、登録処理が行われなかったために
口座振替が行われました

○被保険者様のお父様（口座名義
人）からの問い合わせに対応した、
大宮年金事務所の職員が、電話で
説明を行い その後 事務センタ

○処理登録時の確認及びダブル
チェックの徹底をしました。

59

ついて 処
理
・
処
理
遅
延

埼玉
事務
セン
ター

2010年1月25日 2010年5月6日

電話連絡が被保険者様のお父様（口座名
義人）より寄せられました。確認しましたと
ころ、口座振替辞退申出書の入力処理が
行われていなかったことが判明しました。

口座振替が行われました。
○入力担当者が入力をしていなかったにもか
かわらず、誤って「入力済」のゴム印を書類に
押印し、処理済書類として決裁回付が行われ
ました。
○入力後の１次チェック ２次チェックが適正に
行わなかったことにより発生したものです。

１名 過徴収 177,400

説明を行い、その後、事務センター
国民年金グループ長が謝罪と事故
顛末の説明をしました。
○直接お詫びに伺う旨をお話しまし
たところ、訪問は断られ、事故顛末・
還付請求書の郵送を求められまし
た。
○還付請求書と謝罪文を送付しまし
た。

外部
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整理
番号 件名

事故
等の
区分
県名
事務
所名

発生年月日 判明年月日 事象 原因
影響
範囲
影響
区分

影響金額
（単位：円） 対応 対策 判明

契機

60

国民年金
保険料の
口座振替
不能につい
て

未
処
理
・
処
理

佐賀
事務
セン
ター

2010年2月22日 2010年4月30日

○佐賀年金事務所において、口座振替不
能調査一覧表に、口座振替が不能となっ
ているお客様の口座振替について、「口座
振替依頼書なし」で抽出されました。佐賀
事務所国民年金課において被保険者情
報と処理済の口座振替納付申出書を確認
しましたところ、金融機関確認印がもれて
いること、かつ、4月末での1年前納申出者
であることが判明したため、4月30日に佐
賀事務センター国民年金グループへ連絡
されたものです。

○今回の事務処理誤りの原因は、事務処理担
当者が、金融機関確認印の洩れに気づかずに
入力処理を行ったためです。
○また、処理結果リストチェック後、決裁となる
が、その決裁時にも担当者、グループ長が金
融機関確認印が洩れていることに気づかな
かったことによるものです。

１名 過徴収 177,400

○口座名義人であるお父様に、事
情を説明して謝罪しました。
○1年前納を行うためには、本日中
に納付するが必要であり、口座振替
での前納額では、納付できない旨を
説明し、本日中に年金事務所から
訪問し、現金領収することの了承を
得ました。
○年金事務所担当課長と事務セン
ター国民年金グループ長が被保険
者のお父様に面会し、謝罪の上、現
金前納額を領収しました。併せて、
口座振替不能となった2、3月分保険

○グループ内打ち合わせで、当
該事象を説明し、口座振替申出
書の入力前に必要項目の記載、
特に被保険者押印や金融機関確
認印があるか、必ず確認するよう
指示、申し合わせをしました。

内部

理
遅
延

タ 口座振替不能となった2、3月分保険
料については納付書にて納付いた
だくよう依頼し了解を得ました。
○口座振替申出書につきましては、
金融機関確認後、入力処理をしまし
た。

国民年金
付加保険
料納付申
出書未入
力について

未
処
理
・
神奈川相模原

○Ａ市役所から、国民年金付加保険料が
口座から引き落としがされていないとの問
い合わせがあった連絡をうけ確認しました
ところ、付加保険料納付申出書が入力処
理されていなかったことが判明しました。

○平成21年4月14日にＡ市役所より付加保険
料納付申出書の入力依頼を事前にファックス
にて受けていましたが、事務所で入力の処理を
怠ってしまいました。その後、Ａ市役所より付加
保険料申出書が送付され、事務センターにそ
のまま処理依頼しましたが、申出書にファック

名 未徴収

○被保険者様に処理のもれがあっ
たことを報告するとともに謝罪しまし
た。
○担当課長がご本人様宅へ赴き、
国民年金保険料の現金領収を行い
ました。

○職員全員に対して、今回の事
象を周知するともに、市からの
ファックス依頼については、事前
に電話にて連絡を頂くとともに、
ファックスの入力の確認を必ず行
うよう徹底しました。

61

処
理
遅
延

神奈川相模原 2009年4月14日 2010年3月12日
のまま処理依頼しましたが、申出書に ァック
ス済と記載されていたため事務センターで
は、、ファックス依頼にて処理が済んでいると思
い、届書を処理済みとして処理してしまってい
たことが原因です。

１名 未徴収 4,400

ました。 うよう徹底しました。
外部

国民年金
付加保険
料納付申
出書未入
力について

未
処
理

○ご本人様から、平成２２年度分の納付
書が送付されてきたが、定額保険料のみ
で付加保険料分が加算されていないとの
電話によるお申出が平成２２年４月６日に
ありました。書類を確認しましたところ、付
加保険料加入申出（平成２１年３月１１日
事務所受付）の処理を失念していることが
判明しました。

○平成２１年３月１０日Ａ市役所へ国民年金付
加保険料加入申出書を受付し、平成２１年３月
１１日長崎南年金事務所にて受付しました。
○当時の書類を確認しましたところ、付加保険
料申出の処理を失念したため発生したもので
す。また、決裁時における処理結果の確認を
怠ったことが原因と考えられます。

○書類を確認し、早急に入力処理を
行い、担当課長よりご本人様に電話
し、平成２１年３月当時の入力もれ
であったことを謝罪をしましたが、遡
及しての納付を要望されていること
から、遡及した付加保険料の取扱い
について上部機関との協議のうえ連
絡する旨を説明し了承を得ました。
なお、平成２２年３月分から１１月分
の付加保険料については納付書を

○課内会議を開催し、処理につい
て二重チェックを行うこと及び決
裁時に再度確認するよう指示しま
した。

62
・
処
理
遅
延

長崎 長崎南 2009年3月11日 2010年4月6日 １名 未徴収 4,800

の付加保険料については納付書を
送付することで了承を得ました。
○本部より収納可能の回答を受け、
国民年金課長及び担当職員でご本
人様宅へ伺い、改めて謝罪のうえ、
平成２１年３月分から平成２２年２月
分の付加保険料を収納しました。

外部
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整理
番号 件名

事故
等の
区分
県名
事務
所名

発生年月日 判明年月日 事象 原因
影響
範囲
影響
区分

影響金額
（単位：円） 対応 対策 判明

契機

口座振替
辞退（1年
前納）の手
続きが成さ
れなかった
件について

未
処
理
・
福岡
事務
セン 010年 月 日 010年 月 日

○国民年金被保険者のお客様から平成
22年4月から平成23年3月までの国民年金
保険料が口座から引き落としが行われて
いる旨の確認がＡ市総合支所あて平成22
年5月6日にありました。Ａ市役所の担当者
に確認しましたところ、平成22年3月4日付
けで口座振替辞退申出書については福岡
事務センターあてに送付済みとの回答で
した。
○平成22年3月8日に受け付けているＡ市
役所からの国民年金関係書類送付書の
口座振替辞退申出書２件の記載は確認で
きたものの、当時、この関係書類は存在し

○平成２２年３月８日に受付を確認をした際に、
口振辞退申出書２件については→なしと確認
できていたが、そのことを担当者に伝えて当該
市役所に確認できていなかったためです。

2名 過徴収 00

○担当グループ長がＡ市役所の担
当者に電話し（届書のコピーの存在
を確認）、これまでの経過と当セン
ターの受付関係の流れを説明し、照
会のあった2名分については受付を
していない旨を伝えました。
互いに関係書類を再度確認すること
として、結果を確認することとしまし
た。
○担当グループ長がお客様及びＡ
市役所へ電話し、関係書類につい
ては確認が出来なかったため、今回
の事象を説明しお詫びしました。お

○５/10の朝礼において、当該事
象を全職員に説明し、今後は、担
当課へ引継ぎを確実に行い該当
市町村へは確認を十分行うように
指示しました。

外部63

処
理
遅
延

福岡 セン
ター

2010年3月8日 2010年5月6日
きたものの、当時、この関係書類は存在し
ていなかった旨の「なし」の表示を当セン
ターで行っていたものです。そのため、結
果としてお客様からの辞退申出の処理が
されていないことが判明しました。

2名 過徴収 354,800
の事象を説明しお詫びしました。お
客様に対してはご自宅に訪問して、
改めて経過説明等を行うことで了承
を得ました。
○担当グループ長がお客様の自宅
に訪問してお詫びを行いました。
なお、お客様のご希望であった今回
の前納した金額の還付についても
その場で作成していただき受理しま
した。（還付のスケジュールについて
も説明済みです）

外部

国民年金
付加保険
料に係る事
務処理誤り

○平成２２年２月１８日 Ａ市役所国民年
金係より資格確認リストとＡ市の記録突合
により、平成２０年１１月４日ＦＡＸ進達によ

○平成２０年１１月４日ＦＡＸ進達による国民年
金高齢任意加入申出に係る前納納付書作成
依頼を処理する際に、付加保険申出を見落と

○担当課長がご本人様宅に電話
し、今回の事象を説明してお詫びを
しました。ご本人様より付加保険料

○課内会議において、当該事象
を説明し、帳票入力の際には、付
加保険料の申出も必ず確認する

64

務処理誤り
について

未
処
理
・
処
理
遅
延

東京 武蔵野 2008年11月4日 2010年2月18日

る国民年金高齢任意加入申出に係る付
加保険料の申出登録処理の漏れが判明
しました。

し、登録処理を漏らしてしまったものです。
○その後の入力帳票のチェック・決裁の際も付
加保険料申出を見落としてしまったものです。

１名 未徴収 5,380

納付の強い希望がありましたが、付
加保険料についてはすでに納付期
限を過ぎており納付いただけないた
め、本部に確認をし後日改めて連絡
させていただくことで了承いただきま
した。
○担当課長がご本人様宅に電話
し、回答に時間を要したことを謝罪
し、今回の案件について本部と協議
の結果、現金領収することとなった
旨説明し、了承を得ました。
○担当課長がご本人様宅にお伺い
し、改めて謝罪し､付加保険料を領
収し、ご本人様に領収書を交付しま
した。

よう指示するとともに、入力後の
相互チェックを必ず行うよう申し合
わせました。

外部
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整理
番号 件名

事故
等の
区分
県名
事務
所名

発生年月日 判明年月日 事象 原因
影響
範囲
影響
区分

影響金額
（単位：円） 対応 対策 判明

契機

国民年金
保険料免
除・納付猶
予申請書
の処理遅
延による保
険料納付
期間の時
効消滅につ
いて

未
処
理
・
和歌山
和歌
山 00 年1月頃 010年 月1 日

○和歌山事務センターにおいて、免除申
請書の入力処理を行うことにより判明しま
した。平成２２年５月１７日に和歌山事務
センターから免除却下通知書及び承認通
知書を担当者あてに送付し、担当者が和
歌山事務センターで免除申請書を確認
し、写しをとりました。

○平成１９年７月３１日にＡ市役所で受付を行っ
た免除申請書を平成１９年１１月１５日和歌山
東社会保険事務所で受付しました。国民年金
第二課の担当職員が免除申請書の入力事務
を行う和歌山社会保険事務局担当係へ送付
（平成１９年１２月頃）しましたが、配偶者様の
所得欄が未記載であったため、和歌山東社会
保険事務所の当該担当職員に返戻（平成２０
年１月頃）されました。当該担当職員に届くがＡ
市役所へ所得確認の返戻を行わず、平成２１
年１２月下旬まで所持していました。
○平成２１年１２月下旬に担当職員がＡ市役所
へ返戻しました。（受付日：平成２１年１２月２８

１名 未徴収 0

○ご本人様及び配偶者様と面談し、
状況の説明を行い、謝罪し免除却
下通知書と承認通知書をお渡ししま
した。ご本人様は、これからでも年
金受給権は、得られることを確認さ
れました。

○所長より担当職員へ厳重注意
を行い、所内において、今回の事
象を全職員へ周知を行い、処理
遅延となっている申請書等がない
か確認を行いました。また、今後
管理者による申請書等の進捗状
況の管理を強化していきます。

内部65

処
理
遅
延

和歌山 山
東

2008年1月頃 2010年5月17日
返戻しました。（受付日：平成２１年１２月２８
日）
○Ａ市役所から和歌山事務センターへ送付さ
れました。（受付日：平成２２年１月１２日）
○平成２２年４月２４日の週に免除入力処理を
行い、免除却下通知書（平成１８年８月～平成
１８年９月分）と免除承認通知書（平成１８年１０
月～平成１８年１２月分）が出力されました。免
除却下通知書分の保険料納付について、既に
時効が完成しており、ご本人様が納付機会を
失うこととなりました。

１名 未徴収 27,720 内部

国民年金
納付書送
付誤り及び
納付期限

○作成及び送付を依頼した国民年金保険
料納付書が届いていないとご本人様から
連絡があり、判明しました。

○平成22年3月1日 ご本人様から当所にご連
絡がありました。平成20年1月分からの国民年
金保険料納付書送付について平成22年2月19

○担当課職員及び担当課長よりご
本人様にお詫びを致しましたが、お
許し頂けず、時効になった平成20年

○担当課長から担当課全職員に
対し、お客様からの納付書送付
依頼があった場合は、内容確認

66

納付期限
説明誤りに
ついて

未
処
理
・
処
理
遅
延

東京 世田谷 2010年2月19日 2010年3月1日

日から数回に渡り依頼しているにもかかわらず
届いていないとの申出があり、担当課職員が
最終納付期日を確認せず、ご本人様宅にお届
けする旨を伝えてしまいました。
○原因は、担当課職員が国民年金保険料納付
書発送を失念していた事及び最終納付期限を
錯誤し誤ってお客様に伝えてしまったため発生
したものです。

１名 未徴収 14,100

1月分を納付出来るよう要望があり
ました。機構本部に協議依頼をした
結果、担当課長がご本人様と面談
し、お詫びのうえ時効になった平成
20年１月分国民年金保険料を領収
致しました。

のうえ、担当者に引き継ぐよう指
示をしました。また、担当課内に
国民年金保険料時効期限一覧表
を壁に貼り、最終納付期限のお
問い合わせの場合には、必ず一
覧表を確認のうえ、お客様にご説
明するよう周知しました。 外部
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整理
番号 件名

事故
等の
区分
県名
事務
所名

発生年月日 判明年月日 事象 原因
影響
範囲
影響
区分

影響金額
（単位：円） 対応 対策 判明

契機

67

国民年金
前納保険
料の口座
振替申出
書の未入
力について

未
処
理
・
処
理
遅
延

群馬 高崎 2010年2月8日 2010年4月8日

○国民年金保険料1年前納の口座振替申
出書を２月に提出したのに、連絡がないと
ご本人様のお母様より電話をいただきまし
た。
○調査しました結果、２月に提出済の口
座振替申出書を、担当者が別の書類と一
緒に保管してしまっていて未処理となって
いたことが判明しました。

○調査しました結果、当時、Ａ市から連絡を受
けた担当者が、Ａ市より書類を郵送受理しまし
たが、２０歳経過後に処理をしようと書類を保管
していました。別の書類と一緒に保管してしまっ
ていたため、口座振替申出書が未処理となって
いたことが判明しました。
○Ａ市から連絡を受けた時、２０歳前でしたが、
１年前納の口座振替の希望もあり締切も迫って
いるため、２０歳経過後に処理するということで
書類を受けてしまいました。その後、受けた書
類が別の書類に紛れ、入力処理をしないまま
口座振替の締め切りを経過してしまいました。

１名 なし 0

○担当課長が電話をいただいたご
本人様のお母様に、電話でお詫びし
ましたが、「２ヶ月も書類を放置し、
そちらのミスで口座振替できないの
であれば、口座振替と同じ１年前納
の金額で納付できるようにしてほし
い。」申立てを受けました。再度、ご
連絡をすることで了解を得ました。
○ご本人様のお母様と面談し、事務
処理誤りをお詫びし了承を得て、口
座振替にならなかった国民年金前
納保険料について、口座振替金額
を現金領収証書で収納しました。

○国民年金課員に対して、滞留
書類がないか、再度の確認、周
知徹底をしました。
○課内打合せ会議において、改
めて事故防止の徹底を図りまし
た。

外部

延
を現金領収証書で収納しました。

国民年金
保険料口
座振替申
出書の未
処理につい
て

未
処
理

○ご本人様のお母様から、国民年金保険
料口座振替納付申出書を金融機関に提
出したにもかかわらず、平成２２年度の納
付書が送られてきたが何故なのかという
問い合わせが平成２２年４月５日にありま
した。確認しましたところ、金融機関から郵
送されてきた書類が封筒から取り出され
ずに残ったままになっていたことが判明し
ました。

○金融機関で口座確認を行いました国民年金
保険料口座振替納付申出書は、簡易書留等特
殊郵便で送付されてきており、一般の郵便物と
は別に受け取りを行っております。このため、
通常、一般郵便の書類の開封、受付作業の
後、または作業中に特殊郵便の書類の処理が
加わる形になります。また、開封後の封筒は残
存している書類がないかを確認してから処理済
とするようにしておりました。
○今回の原因といたしましては、当該書類の封

○お客様のお父様に連絡のうえ、お
会いし、口座振替での1年前納の定
額および付加保険料額を現金領収
証書で領収しました。
○その後、金融機関への払い込み
を行い、納付記録の収録が完了しま
した。
○お客様に処理完了のお知らせを
送付しました。

○現在、一般郵便の書類は、庶
務担当で開封し受付印を押印し
てから、書類を封筒から出した状
態で当課に回付されておりますの
で、特殊郵便の封筒と開封済み
の一般郵便の封筒が混在するこ
とは防止できていると考えられま
す。
○今後の防止策として、開封作業
を行うときには、開封処理済の封

68
・
処
理
遅
延

奈良 奈良 2010年1月25日 2010年4月5日

○今回の原因といたしましては、当該書類の封
筒を庶務担当から当課で受け取った後、担当
者の机に置かれたものを、担当者は、まだ書類
を取り出していなかったにもかかわらず、処理
済であると誤認して、届書を取り出した処理済
の一般郵便の封筒と混在させてしまったため
に、未処理の状態のままになってしまったもの
と推察されます。

１名 未徴収 590

を行うときには、開封処理済の封
筒と未処理の封筒を確実に分け
て作業をすること、封筒からの書
類の取り出しもれがないよう、さら
に注意して２度確認し、封筒に確
認の印をつけることを4月7日に担
当者に指示しました。また、課内
のミーティングにおいて周知しまし
た。

外部
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整理
番号 件名

事故
等の
区分
県名
事務
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69

国民年金
保険料の
口座振替
停止の誤
処理につい
て

入
力
誤
り

佐賀 佐賀 2010年4月30日 2010年5月12日

○4月末の口座振替緊急停止を依頼して
いる被保険者様について、再開すべき被
保険者様の停止理由を確認し口座振替記
録の補正を行っていましたところ、誤って
口座振替停止依頼をかけていることが判
明しました。
○口座振替緊急停止につきましては、納
付済や再就職等の理由によりお客様から
申請があった場合、依頼内容を確認したう
えで金融機関に停止依頼をかけます。口
座振替停止の翌月、停止分以降の振替を
再開すべき被保険者様については停止を
解除しています。

○被保険者様のお母様より、口座振替依頼書
入力の翌週に排出される口座振替開始通知書
に平成22年3月分から口座振替を開始すると
なっているが、既に納付済みであるとの申出が
4月上旬にあったため、口座振替の停止依頼を
受け付けました。しかし、口座振替データが作
成された時点では3月分の収納データが登録さ
れていたため、金融機関には１年前納のみの
振替依頼になっていたにもかかわらず、誤って
振替停止依頼をかけてしまったものです。
○今回の事務処理誤りの原因は、被保険者の
異動増加と前納時期が重なり通常月の約10倍
程度の振替停止依頼が寄せられていたが、期

１名 未徴収 177,400

○国民年金課長が自宅を訪問し、
被保険者様のお母様に謝罪と経過
の説明を行いました。平成22年度分
（4月＋5月から前納）を領収し、払い
込みを行いました。

○口座振替緊急停止依頼の対応
については、事前に画面確認を
行い金融機関に振替停止依頼を
かけ全て手作業で管理していま
す。（短期間集中処理が必要な業
務）今回の事務処理誤りは、相互
チェックを行ったものの確認が不
十分で停止依頼をする必要が無
かったものを停止させてしまって
います。全て手作業で管理してい
るためシステムによるチェックが
できないため、課内ミーティングに
おいて事前・事後確認における二

外部

り 解除しています。 程度の振替停止依頼が寄せられていたが、期
限ギリギリまで金融機関に依頼をかけていたた
め時間に余裕が無く、相互チェックを行ったも
のの誤りに気付かないまま金融機関に振替停
止依頼を行ったためです。

おいて事前 事後確認における
重チェックの強化・徹底を行うこと
で発生防止を図ることとしました。

国民年金
保険料の
口座振替
不能につい
て

○平成22年5月12日に、4月末（4月分･早
割り）の口座振替不能通知書を受け取ら
れた被保険者様のお母様から、佐賀年金
事務所国民年金課に口座振替不能となっ
たことに対する申出があり、佐賀事務所国
民年金課において被保険者情報と処理済
の口座振替納付申出書を確認しましたと

○口座振替納付申出書については、お客様か
ら申出書を受付けた後、内容を確認し委託業
務処理により入力を行い、国民年金グループ
においてダブルチェックを行います。
○今回の事務処理誤りの原因は、委託業務処
理において、入力誤りがあり、かつ国民年金グ
ループにおいてダブルチェックを行った際、入

○被保険者様のお母様に、電話で
事情を説明して謝罪しました。早割
による納付ができない旨を説明し定
額での納付をお願いしました。
○事務センターにて国民年金保険
料（平成22年4月分）納付書を作成
の上、本日中に持参することをお約

○グループ内打ち合わせで、当
該事象を説明し、口座振替申出
書入力後のチェックにおいては、
届書内容と入力項目を確実に確
認するよう指示、申し合わせを行
いました。また入力委託業者に対
し、入力時に確認を行うよう依頼

70

入
力
誤
り

佐賀
事務
セン
ター

2010年3月8日 2010年5月12日

ころ、預金種別を「当座」とすべきところを
「普通」と入力したために口座振替不能と
なったものであることが判明し、同日に佐
賀事務センター国民年金グループへ連絡
されたものです。

力誤りを発見できなかったことによるものです。

１名 未徴収 15,050

束し了承を得ました。
○お母様の勤務先の会社を訪問
し、改めて事情説明と謝罪を行い、
納付書を渡し、金融機関で納付書に
て払い込みいただきました。5月末
からの確実な早割での口座振替を
履行するよう強く依頼があったた
め、修正処理済を確認の上、結果を
ご連絡する旨を申し上げ、了承を得
ました。

しました。

外部

年金 ご 様 「 金保 座 成 金保 座 富 金事務 書 金グ プ 議
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71

国民年金
保険料口
座振替納
付（変更）
申出書の
入力誤りに
ついて 入
力
誤
り

静岡
事務
セン
ター

2010年3月30日 2010年5月27日

○ご本人様から「国民年金保険料の口座
振替が行われていない。」との照会が富士
年金事務所にありました。確認しましたと
ころ、口座番号を誤って入力していたた
め、口座振替不能となっていたことが判明
しました。

○平成２２年３月３０日に国民年金保険料口座
振替納付（変更）申出書の口座番号を入力する
際に、数字を見誤って０を多く入力していたた
めです。
○また、処理結果リストのチェックにおいても、
委託業者及び職員ともに入力ミスに気づかなっ
かたことによるものです。 １名 未徴収 177,400

○富士年金事務所では、納付書で
の納付をお願いしましたが了承を得
られず、ご本人様から解決策を提示
するよう強く求められました。
○ご本人様へ電話連絡し、今回の
事象を説明し、お詫びしたあと、訪
問のうえ謝罪したい旨申出ましたと
ころ、多忙のため訪問は不要とのこ
とでした。
○平成２２年４月分及び平成２２年５
月～平成２３年３月分納付書にて納
付をお願いし了承を得ました。

○国民年金グループ内会議にお
いて、全職員に当該事象の説明
を実施し、処理結果リストの二次
チェック担当者の変更等により
チェックを徹底するとともに、特に
１年前納や６ヶ月前納の申出書
は複数回の確認をするよう申し合
わせました。

外部

72

資格記録
入力の失
念について

入
力
誤
り

東京 八王子 2009年4月27日 2010年4月20日

○平成22年4月20日お客様より、口座振
替予定額が10ヵ月ではなく1年前納保険
料（付加保険料込み）となっているとの電
話があったため、確認しましたところ、平
成21年4月に行われた裁定終了後に復旧
すべき喪失予定日が入力されていないた
め、本来平成22年4月～平成23年1月まで
の保険料が口座振替となるべきところ、上
記の振替予定がお客様に通知されること
となりました。なお、お客様は最も割安とな
る口座前納での支払の意向が強かったた
め、平成23年2月～平成23年3月分保険
料については口座振替による収納を確認
後、還付の手続きをとることとしました。

○平成21年4月16日、当所年金給付課より裁
定処理のための国年記録補正依頼があり、国
民年金業務課担当者による喪失予定年月日及
び任意加入年月日の取消入力がなされまし
た。裁定後の平成21年4月27日に、任意加入日
の復旧入力がなされましたが、喪失予定年月
日の入力がされなかったことが本件の原因で
す。

１名 過徴収 29,850

○お客様に陳謝し、平成23年2月～
3月分保険料の早急な還付手続きを
希望されており、5月24日還付請求
書を発送しました。

○再発防止策として本件を周知
するとともに任意継続加入におけ
る資格喪失予定年月日の入力の
有無について改めて周知徹底を
図りました。

外部

73

収入官吏
ファイルの
誤入力につ
いて

入
力
誤
り

兵庫 東灘 2010年3月26日及
び2010年3月27日

2010年3月30日

○平成２２年３月２６日及び平成２２年３月
２７日に特定業務契約職員が金銭登録機
にて収納した国民年金保険料について、
平成２２年３月２９日に日銀代理店に送付
を行い、金銭登録機のデータを社会保険
オンラインシステムに送信しましたが、翌３
０日にオンラインシステムで記録を確認し
ましたところ未登録になっていることが判
明しました。

○平成２２年３月２６日及び平成２２年３月２７
日に特定業務契約職員が国民年金保険料を
金銭登録機にて収納しご本人様宛領収証書を
交付しました。その後自宅に戻り領収済報告書
を通常処理にて発行しようとしましたところ、備
考欄に「取消」の表示が出ました。
○平成２２年３月２９日に日銀代理店に送付を
行い、金銭登録機のデータを社会保険オンライ
ンシステムに送信しました。
○平成２２年３月３０日に「取消」表示のあった
４名分の収納データが未登録のため、誤入力と
判明しました。原因としては、バッテリーの残量

4名 なし 0

○本部国民年金部適用収納企画指
導グループあて、収入官吏ファイル
の補正を依頼し、補正が終了したこ
とを確認しました。
○今後は特定業務契約職員にバッ
テリーの残量について十分注意する
ように指示し、バッテリーの予備（新
品）を渡しました。
○本部システム開発グループの指
示により納付記録を追加し、日本銀
行との突合が合っていることを確認
しました。

○課内会議において、当該事象
を説明し、金銭登録機の使用に
当たってはバッテリー残量につい
て十分注意するよう指示しまし
た。

内部

判明しました。原因としては、バッテリ の残量
が少なくなったとの警告中に処理を行ったこと
による誤作動と思われます。

しました。
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74

国民年金
保険料口
座振替納
付申出書
の入力誤り
について

入
力
誤
り

兵庫
事務
セン
ター

2009年12月21日 2010年5月27日

○豊岡年金事務所が口座振替不能調査
一覧表を基に国民年金被保険者記録を
記録管理システムで確認した際に口座振
替申出書の入力誤り（預金種別）が判明し
ました。

○平成２１年１２月２１日兵庫社会保険事務局
運営課業務管理室管理第二係において、被保
険者Ａ様が提出された国民年金保険料口座振
替申出書の入力後、処理結果リストとの突合を
した時点で、預金種別の入力誤り（1：普通預金
と入力するところを２：当座預金と入力していた
こと）に気づかず処理されていました。そのた
め、平成２２年４月３０日平成２２年４月分から
平成２３年３月分の前納保険料177,400円を口
座振替納付することが出来なかったものです。

１名 過徴収 1,120

○担当者が被保険者Ａ様に電話に
てお詫びと事情説明を行いました。
被保険者Ａ様は、「口座振替申出書
については配偶者が手続きしたの
でよくわからない」ため、後で配偶者
様から当事務センターに電話すると
いうことで一旦電話を切られました。
被保険者Ａ様の配偶者様から電話
あり、お詫びと事情説明を行いまし
た。口座振替における１年前納の金
額を納付書等で納付出来ないことに
納得出来ないが、４月分は定額保
険料、５月から翌年３月分について

○事務センターにおける誤入力
防止の徹底とチェック体制の強化
を全員に指示しました。

外部

り 険料、５月から翌年３月分について
は一括前納保険料を納付書にて納
付することの了承を得ました。
○担当者が納付書を作成し、速達
にて発送しました。

口座振替
（１年前納）
がされな
かった件に
ついて

○国民年金被保険者のお客様から平成
22年4月から平成23年3月までの国民年金
保険料が口座振替での1年前納を手続き
していたにもかかわらず口座引落されて
いない旨の連絡が西福岡年金事務所あ
て平成22年5月13日にありました。受付簿
により口座振替納付申出書の処理状況を

○60歳到達者については喪失後、高齢任意加
入の取得が処理されたことを確認の上、口座
振替申出書の処理をするところ、その確認がで
きていなかったためです。

○担当者がお客様に電話し、口座
引落しされなかった事象を説明しお
詫びしました。お客様は口座振替の
手続きに関し、お客様側に落ち度が
あったとは考えられないことから口
座振替（１年前納）の保険料金額で
の納付を強く希望され 再度連絡す

○朝礼において、当該事象を説
明し、複数の届書を同時受付した
際には、余白への記載又は写し
の添付を行い、内容審査時にも
改めて確認するよう指示しまし
た。

75

入
力
誤
り

福岡
事務
セン
ター

2010年3月18日 2010年5月13日

により口座振替納付申出書の処理状況を
確認しましたところ、平成22年3月12日受
付、3月18日入力処理を行っていました
が、高齢任意加入による60歳喪失の入力
処理を3月19日に行っていたため、口座振
替情報が22年3月で喪失により終了し、4
月30日の1年前納の口座振替記録が出来
ず、口座引落されていないことが判明しま
した。

１名 未徴収 182,100

の納付を強く希望され、再度連絡す
ることとしました。
○担当グループ長がご本人様宅を
訪問し、今回の事象を説明しお詫び
しました。お客様の了承を得られ、
平成22年4月分と平成22年5月～平
成23年3月前納分の納付書を手渡
し、5月中の納付を確認しました。

外部
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76

国民年金
保険料口
座振替納
付申出書
の入力誤り
について

入
力
誤
り

山梨
事務
セン
ター

2010年3月18日 2010年5月10日

○平成22年5月10日、電話にて甲府年金
事務所国民年金担当者から、ご本人様よ
り、口座を記帳したが、振替になっていな
い旨の電話があったため、口座振替申出
書原本の確認をしてほしいとの照会があ
りました。確認しましたところ、口座番号の
入力誤りが判明しました。

○平成22年2月23日甲府年金事務所より送付
された口座振替納付申出書を受付し、2月26日
に該当金融機関へ口座番号の確認実施し、3
月15日、確認証明の申出書を受付し、3月18
日、入力処理時口座番号を入力しましたが、処
理結果リストチェック並びに、決裁において誤り
に気づかず口座振替不能となったものです。

１名 なし 0

○ご本人様へ経過及び状況につい
て電話で説明しました。ご本人様は
翌月末振替を希望しておられました
が、4月分保険料は口座引き落とし
できるが、3月分保険料については
納付書にて納付して頂くよう伝えま
した。来訪して経過説明並びに謝罪
する旨伝えましたが、電話で了承を
得ました。

○再度、全職員へ周知するととも
に二重チェック及び決裁において
の確認徹底を図ることとしました。

外部

国民年金
付加保険
料納付書
の作成誤り
について

通
知
等

○ご本人様が国民年金基金の加入手続
きに関しＡ区役所に相談に行かれた際、Ａ
区役所より、基金加入と付加保険料の関
係に関する問合わせがありました。その
際、ご本人様の納付記録を確認しましたと
ころ、平成２１年度の国民年金保険料が
付加保険料を申し込んでいるにもかかわ
らず、定額保険料で納付されていたため、
詳しく資格記録等を確認しましたところ、付
加保険料込みの納付書が作成されておら
ず、定額保険料での納付書を作成、発送

○Ａ区役所から進達された平成２１年６月１日
付での資格取得届及び付加保険料納付申出
書を事務所で入力、納付書を早急に送付する
ため、納付書の作成区分を抑止し、事務所で
手入力で納付書の作成を行いましたが、その
際、保険料種別を「０３」とすべきところ、「０１」と
誤って登録してしまい、定額保険料で作成され
た納付書を送付してしまいました。

○所長、担当課長、担当者がお客
様に納付書の作成誤りがあったこと
を謝罪し、納付期限経過後の付加
保険料の対応について、本部と協
議し後日連絡する旨を説明し、了解
を得ました。なお、事務所の処理誤
りであり、付加込みの納付書が送付
されていれば、間違いなく納付して
いたため、納付を受付けるよう強く
要望されました。
○本部国民年金部より、現金領収

○課内会議において、当該事象
を説明し、複数人による処理結果
リストのチェックを徹底するよう確
認しました。

77

等
の
作
成
誤
り

東京 渋谷 2009年6月8日 2010年4月8日

ず、定額保険料での納付書を作成、発送
していることが判明しました。

１名 なし 0

○本部国民年金部より、現金領収
が可能という協議書の回答を得まし
た。ご本人様に現金領収が可能な
旨を電話連絡しましたところ、事務
所に来所し、納付 していただけると
の返事を頂きました。
○ご本人様が来所され、平成２１年
６月分から平成２２年２月分までの
付加保険料を収納いたしました。

外部
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78

「国民年金
保険料クレ
ジットカード
納付のお知
らせ」の作
成誤りにつ
いて 通
知
等
の
作
成
誤
り

長野
事務
セン
ター

2010年4月5日 2010年4月27日

○平成２２年４月２７日、長野南年金事務
所より、平成２１年度の国民年金保険料
が記載されたクレジット納付のお知らせが
届いたとの電話があった旨連絡がありま
した。確認しましたところ、平成２１年度用
の帳票を使用して「お知らせ」を発送して
いたことが判明しました。

○本来、４月５日事務センターに平成２２年度
用帳票が送付された際に、平成２１年度用の帳
票の廃棄をし、平成２２年度用の帳票への差替
えをすべきところを、誤って「ご案内」欄に平成２
１年度の保険料額が記載された平成２１年度
用の帳票を使用して打出しをし、お客様宛送付
してしまったことによるものです。

290名 なし 0

○平成２２年４月３０日から５月７日
にかけて、該当したお客様２９０名に
対し正しい平成22年度の保険料額
を記載した謝罪文書を送付しまし
た。

○現在保管している平成２１年度
分の帳票にすべて「廃棄」の表示
をし、二度と使用することのないよ
うにしました。また、平成２２年度
分の帳票の外箱に使用期限を記
載するとともに、箱の更新時に
も、使用期限を漏れなく記載する
旨徹底しました。さらに、他にも使
用することのない平成２１年度分
の帳票がないかを確認し、使用す
ることのない帳票には「廃棄」の
表示をしました。加えて、特に年
度の切替時には必ず使用帳票の

外部

り 度の切替時には必ず使用帳票の
確認をするよう職員に徹底するよ
う指示しました。

79

追納納付
書の誤作
成について

通
知
等
の
東京 八王子 2009年8月 2010年4月9日

○平成22年4月9日、担当者が「過誤納者
整理票」の内容確認を行っていましたとこ
ろ、誤った期間の追納に気づいたもので
す。本件は、平成21年8月ご本人様からの
追納申出に応じ、担当者は平成15年10月
～平成16年3月及び平成16年5月～平成
17年3月までの納付書を作成しましたが、
本来は平成14年10月～平成15年3月及び
平成15年5月～平成16年3月までの納付
書を作成すべき事案でした。その後平成
22年3月18日に誤った納付書に基づき保

○ご本人様からの申出を受けた職員が、記録
を十分確認しないまま納付書を作成したこと及
びその後のチェックも不十分であったことが本
件の原因と考えられます。

1名 未徴収 3460

○ご本人様と連絡がとれ、本件につ
き陳謝するとともに改めて納付の意
向を確認しました。平成21年度に適
用されていた追納保険料での納付
を希望されたため、適用収納企画指
導グループあて協議書を進達しまし
た。
○誤った納付書により支払われた
保険料の還付手続きを開始しまし
た。
○担当部より、平成21年度における

○再発防止のため国民年金第1
課、第2課の職員に周知し、あら
ためて追納手続きの周知徹底を
図りました。

内部79
の
作
成
誤
り

東京 八王子 2009年8月 2010年4月9日
22年3月18日に誤った納付書に基づき保
険料が納付されたものでした。

1名 未徴収 3,460
○担当部より、平成21年度における
追納額での納付を認める協議書（回
答）を受領しました。ご本人様に連
絡しましたところ、改めて納付いただ
く保険料については、還付金の金融
機関口座への着金後にお支払いい
ただくこととなりました。

内部

保険料種
別の確認
誤りにおけ
る納付書作
成及び事務
処理誤り、
協議書を報

通
知

○平成21年7月1日、ねんきん定期便によ
り記録を確認したお客様が、国民年金付
加保険料の記録洩れについて、目黒社会
保険事務所（当時）に来所し、当事務所で
調査をしましたところ、付加保険料を含ん
な 納付書を作成 た とが判

○お客様からの電話連絡によって、納付書を
作成し、送付しましたが、付加保険料の申出が
あったにもかかわらず、納付書を作成する際
に、付加申出者の確認をしなかったために、
誤って定額分として作成してしまったものです。

○お客様に現在までの経過を説明
し、謝罪しました。早急に協議をする
旨を説明し、了承を得ました。
○協議書の回答に基づき、お客様
より付加保険料を領収しました。

○課内会議において、当該事象
を説明し、納付書を作成する際、
保険料種別の確認を必ず行って
から納付書作成をするよう指示す
るとともに、複数名によるチェック
を必ず行う う申 合わ ま た

80

協議書を報
告していな
かった事象
について

知
等
の
作
成
誤
り

東京 目黒 2008年5月23日 2010年4月22日

でいない納付書を作成していたことが判
明しました。その後、その事象についての
事務処理誤り及び協議書の報告を東京社
会保険事務局（当時）に対し行っていな
かったことが、お客様の来所により判明し
ました。

１名 未徴収 4,330

を必ず行うよう申し合わせました。

外部
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整理
番号 件名

事故
等の
区分
県名
事務
所名

発生年月日 判明年月日 事象 原因
影響
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影響
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（単位：円） 対応 対策 判明

契機

81

国民年金
保険料の
「送付書・
領収証書」
の払込誤り
について

通
知
等
の
神奈川 高津 2010年4月9日 2010年4月12日

○平成２２年４月９日にご本人様が高津年
金事務所に来所し、窓口での納付を強く
希望されたため、平成２１年３月分から平
成２３年３月分の保険料を収納し、平成２
２年４月１２日に日本銀行代理店に送付し
ました。オンライン入力後課長決裁の確認
の段階で、納付期間及び納付金額を１枚
の領収証書に記載し被保険者様に交付し
たこと、また、平成２２年４月１２日に新旧
両年度分を１枚の送付書・領収証書で日
本銀行歳入代理店に払込した事務処理誤
りが判明しました。

○平成２２年４月９日にご本人様からの保険料
の納付の申出に対して、年金事務所では原則
として保険料の収納は扱っていないこと説明
し、金融機関等での納付をお願いしました。し
かし、ご本人様が窓口での収納を希望されたた
め、平成２１年３月から平成２３年３月分の保険
料を収納しました。
○本来、領収証書は保険料の所属年度ごと区
分した物を作成しご本人様に交付すべきとこ
ろ、所属年度を平成２２年度として１枚の領収
証書を作成し、ご本人様に交付してしまいまし
た。また、保険料を日本銀行歳入代理店に払
込した際、所属年度を平成２２年度の保険料と １名 なし 0

○担当課長よりご本人様のお母様
に電話で謝罪し、交付した領収証書
に誤りがあり、正しい領収証書と差
し替えをお願いしたいので、ご本人
様に連絡してもらうように依頼しまし
た。
○日本銀行より、「送付書記載事項
訂正請求書」で訂正が可能であるの
で、日本銀行に「送付書記載事項訂
正請求書」を郵送するようにとの回
答を得て、担当部署に郵送しまし
た。
○ご本人様へ架電し、ご本人様のお

○課内会議において、当該事象
について課員に説明し、出納整理
期間中における保険料の収納に
ついては、保険料の所属年度に
留意した取扱を行うように周知徹
底しました。

内部81

作
成
誤
り

神奈川 高津 2010年4月9日 2010年4月12日
込した際、所属年度を平成２２年度の保険料と
して１枚の送付書で送付してしまいました。

１名 なし 0
○ご本人様 架電し、ご本人様のお
母様が応対され、ご本人様は領収
書は、「そのままでいいと言ってい
る」との回答がありました。納付期間
ごとに領収書を２枚に分けて発行す
るところ、納付期間をまとめて１枚の
領収書を発行しているので、差し換
えをお願いしたいので、再度、ご本
人様に連絡してもらうように依頼しま
した。

内部

国民年金
保険料学
生納付特
例申請書

○A様のお母様から、息子あての郵便が
届いたが、別人であるB様の国民年金保
険料学生納付特例申請書が入っていると
お電話があり 確認しましたと ろ 様

○平成２２年４月2７日に、国民年金保険料学
生納付特例申請書の添付書類不備等により、6
名様に対し申請書を返戻するため、申請書と封
筒をセ トにし ましたが 封入する際に

○電話対応者が電話にてお詫び
し、担当課長が、A様宅を訪問のう
え、再度謝罪し、B様の学生納付特
例申請書を回収しました なお 様

○課内ミーティングにおいて、当
該事象について説明をし、送付物
を封入する際は、事故防止のた
め 必ず複数名 クするよう

82

例申請書
(返戻分）の
誤送付につ
いて

誤
送
付
・
誤
送
信

滋賀 草津 2010年4月27日 2010年4月30日

のお電話があり、確認しましたところ、A様
とB様の申請書を誤って送付していること
が判明しました。

筒をセットにしていましたが、封入する際に、2
名様について、双方の封筒の宛名を誤って封
入をし、送付したことによるものです。

2名 なし 0

例申請書を回収しました。なお、A様
の学生納付特例申請書は、B様が
同封されていた返信用封筒で返送
中であったため、年金事務所に届き
次第、連絡のうえ再度訪問すること
をお約束しました。
○B様宅を訪問し、お詫びのうえ、不
備事項を確認し、学生納付特例申
請書をお預かりしました。
○B様から郵便にて返却された、A
様の学生納付特例申請書が年金事
務所に届き、A様に電話連絡をしま
したところ、郵送での対応を希望さ
れたため、郵送により書類を返戻し
ました。

め、必ず複数名でチェックするよう
再度周知徹底をしました。

外部

83

国民年金
保険料納
付書の誤
送付につい
て

誤
送
付
・
誤
送
信

神奈川 平塚 2010年5月8日 2010年5月8日

○付加納付申出のあったＡ様あて納付書
を送付しましたところ、誤ってＢ様の分まで
同封されていたとの連絡がＡ様のお父様
より平成２２年５月８日にありました。確認
しましたところ、封入の際、誤ってＢ様の分
をＡ様分に混入させていたことが判明しま
した。

○市からの急ぎ分ということで、ファクスによる
入力依頼件数が多く、複数の者が手分けして
入力を行いました。封入・封緘作業もそれぞれ
各自が行いました。
○申出書と納付書を１件1件突合せをせずに封
入したことから起きたことによるものです。 2名 なし 0

○担当課長がＡ様、Ｂ様に電話し、
今回の事象を説明してお詫びをしま
した。
○担当者がＡ様宅に出向き、再度謝
罪し誤送付した納付書を回収しまし
た。Ｂ様宅に出向きお詫びと共に回
収した納付書を手渡しました。

○課内朝礼において、当該事象
を説明し、送付する際には届書
（申請書）と共に送付内容物と突
合せするよう指示すると共に、複
数名によるチェックを必ず行うよう
申し合わせました。 外部

38
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番号 件名

事故
等の
区分
県名
事務
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外部84

国民年金
口座振替
緊急停止
の誤送信に
ついて（２） 誤

送
付
・
誤
送
信

和歌山
事務
セン
ター

2010年4月28日 2010年4月28日

○ご本人様より国民年金保険料口座振替
辞退申出書の提出（平成２２年４月２３日
受付）があり、当日による入力を行っても４
月３０日における口座引き落としが間に合
わないため、４月２８日に緊急停止のお願
いする際、金融機関にファックス送信を
し、送信された書類の到着確認をしました
ところ、適正な送信がされていないことが
判明しました。

○今回の誤送信については、金融機関への
ファックス番号を確認した際に誤った番号で伝
えられたことによるものです。

3名 なし 0

○誤送信先に電話にてお詫びをし、
事務所を訪問のうえ、再度謝罪し、
誤送信した口座振替緊急停止のお
願いについての書類を回収しまし
た。
○ご本人様と口座名義人様に対し
ての対応は、電話により誤送信が
あったことを伝え了承を得ました。

○各金融機関のファックス電話番
号の入手のうえ、ファックス送信
前に再度の番号確認を行うことに
しました。月末には、緊急停止が
多くなるため、一人では焦って煩
雑な仕事となるので複数人で作
業を行うこととしました。

85

種別変更に
伴う口座振
替にかかる
説明誤りに
ついて

説
明
誤
り

大阪 守口 2010年3月6日 2010年4月20日

○平成２２年４月２０日、ご本人様から国
民年金保険料納付について口座振替で
はなく納付書が届いている旨の連絡があ
りました。確認しますと、平成２２年３月６
日、海外帰国時にＡ市役所国民年金担当
課にて任意加入から１号への手続き時に
口座振替の説明をしていないことが判明
しました。

○Ａ市役所国民年金担当課に確認しましたとこ
ろ、平成２２年３月６日の手続き時において口
座振替の手続きが必要な旨の説明がされてい
ないため、手続きをしなくても口座振替が行わ
れると誤解されてしまったものです。

１名 未徴収 580

○担当課長がご本人様に説明しま
したが、納得は得られませんでし
た。
○機構本部国民年金部と協議が整
い、ご本人様に連絡し、面談しまし
た。改めてお詫びし現金領収しまし
た。今回の処理について了承いただ
きました。
○納付記録の登録を完了しました。

○Ａ市に対し今回の事象につい
て説明を行い、注意喚起しまし
た。

外部

口座振替
申出書の

○お客様（代理人）から平成２２年４月から
口座振替による１年前納を申し込みをした

○口座振替申出書を受付けましたが、平成２２
年３月分までは現金で前納し 平成２２年４月

○担当課長が対応し、今回の事象
を説明しお詫びをしましたが 内部

○課内に徹底し、事務引継に伴う
処理漏れのないよう注意を促しま

86

入力（事務
センターへ
の回送）漏
れについて 受

理
後
の
書
類
管
理
誤
り

島根 出雲 2009年11月27日 2010年4月8日

口座振替による１年前納を申し込みをした
にもかかわらず、平成２２年度分の定時納
付書が送付されてきた旨の問い合わせが
ありました。
○確認しましたところ、平成２１年１１月２７
日に事務所で受付を行っていたが、処理
（事務センターへの回送）を行なっていな
かったことが判明しました。

年３月分までは現金で前納し、平成２２年４月
以降の１年分を口座振替により前納を希望され
たため、平成２２年３月分までの納付を確認し
てから３月３１日の処理締切日までに口座振替
申出書の処理（事務センターへの回送）をする
予定としていました。
○しかしながら、平成２２年１月の年金機構移
行時での事務引継の不徹底及び事務処理方
法の変更による忙しさに、口座振替申出書を保
留していたことを失念し、処理漏れにつながっ
たものです。
○また、「振替開始（予定）」年月をオンラインシ
ステムには登録することができないため、申出
書を受付したことを契機に処理をすることがで
きないことも原因の１つと考えます。

1名 なし 0

を説明しお詫びをしましたが、内部
で対応を協議してから改めて連絡さ
せてほしい旨の話をしました。
○担当課長がお客様のお母様と代
理人と面談し、お客様とお客様の代
理人の勤務先を訪問し、改めてお詫
びし、口座振替の１年前納による保
険料額で領収しました。
○納付記録及び口座振替納付申出
書を入力処理しました。

処理漏れのないよう注意を促しま
した。平成２２年１月以降は受付
簿により進捗管理を行い処理漏
れ（事務センターへ）がないよう確
認しています。

外部

39



整理
番号 件名

事故
等の
区分
県名
事務
所名

発生年月日 判明年月日 事象 原因
影響
範囲
影響
区分

影響金額
（単位：円） 対応 対策 判明

契機

87

国民年金
保険料口
座振替申
出書の紛
失について

受
理
後
の
書
類
管
理
誤
り

沖縄
事務
セン
ター

2010年5月7日 2010年5月11日

○国民年金被保険者のお客様から、金融
機関に提出した1年前納の「国民年金保
険料口座振替納付（変更）申出書」（以
下、口振申出書という）による引き落としが
ないとの電話連絡があり、記録管理シス
テム画面を確認した結果、当該口振替申
出書が処理されていないことが判明しまし
た。

○お客様からの電話連絡を受け、沖縄事務セ
ンターの受付管理簿を確認しましたところ、記
載がなかったため、郵便局へ照会を行った結
果、書留による配達履歴があることが判明しま
した。
○原因は繁忙期で大量の文書を受付する際、
受付担当者が当該申請書の受付管理簿への
記載を漏らしてしまったため、申出書のその後
の経過が判らず所在が不明となったものです。

１名 過徴収 1,120

○担当者が被保険者様へ電話し、
被保険者様宅へ訪問のうえ、お詫
びと経過説明を行うことを申し入れ
ましたが、訪問には及ばないとのこ
とであったので、電話にてお詫びと
経過説明を行い、国民年金保険料
前納11ヶ月分の納付書を作成し至
急郵送することで、ご了解を得まし
た。

○事務センターの受付担当者に
受付簿の点検を行うとともに、今
後の記載について確実に実施す
るよう指示しました。

外部

88

国民年金
保険料口
座振替納
付申出書
の入力漏
れについて

受
理
後
の
書
類
管
理
誤
り

三重 津 2009年10月27日 2010年4月23日

○平成22年4月23日に国民年金被保険者
のお客様から国民年金保険料口座振替
の手続きをしたが、今年度分の引落しが
あるのか問合せがありました。確認しまし
たところ、9件の国民年金保険料口座振替
納付申出書の入力漏れが判明しました。

○平成21年10月27日に受付をしました国民年
金保険料口座振替申出書のうち、9枚がパソコ
ンと机の隙間に落ちてしまい、発見することなく
未処理のままになっていました。
○また、当時は受付簿を記載していなかったた
め、受付件数と処理件数の確認ができなかっ
たことによるものです。

4名 過徴収 1,170

○担当者が影響のある4名様に電
話にて、お詫びし、今後の振替にな
ることを説明しましたところ、1名様に
ついては既に納付済み、２名様につ
いては納付書にて納付していただく
ことの了承を得られたものの、1名(A
様）はどうしても納得がいかないとの
ことで、現金領収について本部に協
議することとなりました。
○入力処理不要の5名様について
はお詫びの電話連絡後、返戻する
等対応いたしました。
○本部協議していたＡ様の回答を受
け、課長と担当者がＡ様宅へ出向き
謝罪と説明のうえ現金領収をしまし
た。

○課内会議において、当該事象
を説明し、受付書類の紛失防止
を指示するとともに、受付簿に速
やかに登載するよう申し合わせま
した。

外部

た。
○現金領収したＡ様にオンライン収
録後の記録を送付し了承を得まし
た。
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契機

89

支払機関
変更届の
不備連絡
の遅れによ
る振込不能
について

受
付
時
の
書
類
大阪
事務
セン 2010年4月21日 2010年4月21日

○平成２２年４月20日、お客様が来所さ
れ、郵便局への支払機関変更届の提出
がありました。
○平成２２年４月21日年金受給者のお客
様が再来所され、前日に届出した支払変
更届については２月にすでに提出済であ
ることが判明しました。年金事務所から事
務センターへ照会があり、２月当初の支払
変更届は郵便局の証明が洩れているため
不備返戻予定（保留）になっていることが
判明しました。

○返戻の確認をし、順次返戻文書を作成し送
付していましたが、事務滞留の影響で発送前
（保留）の状態となっていたことによるもので
す。

１名 未払い 63,616

○事務センター担当者より、不備返
戻の準備中で連絡が遅れていたこ
とについてお客様にお詫びしまし
た。
○年金事務所担当者より、お客様
へ連絡し、振込不能の再振込を早く
するため、郵便局への変更は一旦
中止し銀行振込へ変更し、再振込
後に再度郵便局への支払機関変更
届を行うことで了承されました。
○事務センター担当者よりお客様へ
電話連絡し、金融機関口座を作成
予定のため、支払機関変更届の受

○諸変更チーム会議において当
該事象を説明し、不備処理の迅
速化を図るため一次審査段階で
返戻を行うことを申し合わせまし
た。また、進捗管理を徹底し滞留
発生の防止を指示しました。

外部

類
管
理
誤
り

大阪 セン
ター

１名 未払い 予定のため、支払機関変更届の受
理に上司とご自宅へ訪問することを
約束しました。
○グループ長と担当者がお客様の
ご自宅を訪問し、事務処理の遅れに
ついてお詫び。振込予定日がわかり
次第連絡を行うこととしました。
○担当者よりお客様へ５月１０日～
１２日が振込予定となることを説明し
了承を得ました。

未支給請
求書受付
時の確認
誤り等につ
いて

○平成22年3月31日、Ａ様が来所され、す
でに亡くなられているお父様（Ａ様のお父
様）の年金記録が判明したことに伴う回答
等を奥様（Ａ様のお母様）であるお母様宛

○お父様とＡ様の住所（部屋番号）の相違、及
び、氏名欄の誤記入については、受付・確認時
に見落としていたことによるものです。
○お父様の判明した記録をすでになくなられて

○室長がＡ様にお詫びするととも
に、振込先口座の確認、氏名欄誤
記入の訂正、および生計同一関係
に係る第三者証明について電話で

○申請書及び添付書類の確認に
ついて慎重に確認するよう、ま
た、事前の案内においてもお客様
にご迷惑をおかけしないよう、揃

90

いて

確
認
・
決
定
誤
り

兵庫 明石 2010年3月31日 2010年4月21日

等を奥様（Ａ様のお母様）であるお母様宛
に送付しましたが、お母様もすでに死亡さ
れており、死亡届の手続きも済んでいるに
もかかわらず亡くなられた方宛てに郵便
が送られたことに対してお叱りを受けまし
た。
○ また、お父様の記録判明に基づく再裁
定請求書と未支給年金請求書を送付した
際に、振込先を確認するための通帳の持
参を案内していなかったことから、お母様
の未支給年金請求書（平成22年1月18日
受付）に記載された口座番号を確認する
ためにお母様に係る未支給年金請求書類
一式の写しを機構本部より取り寄せ、内容
をあらためて確認している際にお父様とＡ
様が別居されていたこと及び死亡者の氏
名欄についてもお父様の名前を記入して

○お父様の判明した記録をすでになくなられて
いるお母様宛てに通知したのは、死亡届受理
による支払保留は入力されていましたが、死亡
失権入力がされておらず、基礎年金番号情報
回答票（基本情報）で死亡の事実が確認できな
かったことによるものです。
○請求時の添付書類等につきましては、必要
書類に丸をつけて案内するようにしています
が、今回の場合洩れていたと思われます。

１名 なし 0

に係る第三者証明について電話で
説明し、お詫びしました。
○返信用封筒を同封のうえ、未支給
年金請求書を請求者宛に送付しま
した。

にご迷惑をおかけしないよう、揃
えていただく書類等に洩れ・誤り
が無いよう十分に確認するように
担当職員に徹底しました。

外部

いただく必要があるにもかかわらず、お母
様の氏名が記入されていたことも併せて
判明しました。
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91

老齢年金
裁定請求
書に係る審
査決定誤り
について
確
認
・
決
定
誤
り

神奈川
事務
セン
ター

2010年4月28日 2010年5月6日

○老齢年金裁定請求書の審査決定中、
雇用保険番号の記載がないため年金事
務所に返戻して対応を求めました。年金
事務所よりご本人様に雇用保険被保険者
証の再交付をお願いしましたが、提出代
行されたＡ社労士より請求書に記載の説
明と要求が相違しているとの指摘を受け
ました。

○平成２２年３月２日平塚年金事務所にて受付
した裁定請求書の審査の段階で、雇用保険の
事由書の「請求書受付日において最後に雇用
保険被保険者の資格を喪失してから７年以上
経過している」欄に表示がしているにもかかわ
らず、厚生年金受給権発生時において７年経
過しないため、不要である雇用保険被保険者
番号をご本人様に求めたものです。

１名 なし 0

○５月１２日担当グループ長がＡ社
労士に電話し、今回の事象を説明し
てお詫びをしました。
○また、同日担当グループ長、チー
フが本人、Ａ社労士に会い謝罪し、
お詫び状をお渡ししました。

○事務センター内で当該事象を
説明し、誤った審査をしないよう
に申し合わせました。また、チーフ
決裁の際も見落としがないように
周知徹底しました。

外部

遺族厚生
年金の裁

○市町村年金担当者から遺族厚生年金 ○遺族厚生年金を裁定した当時、年金の裁定 ○お客様相談室長が受給者様のご ○平成22年1月以降は事務セン

92

年金の裁
定請求書
の入力誤り
について

確
認
・
決
定
誤
り

福井 敦賀 2008年12月11日 2010年5月6日

の年金受給者様のご子息が窓口に来所し
ており、死亡者の共済組合期間に係る遺
族給付の相談を受けたので、手続き方法
等を教えてほしいとの電話連絡があり、対
応したお客様相談室職員が、加入記録等
の確認中にお母様の遺族厚生年金に
誤って寡婦加算額が加算されていること
に気づき、遺族厚生年金の裁定請求書の
入力誤りが判明しました。

業務は、武生事務所に業務を集約し、審査・入
力等の事務処理を行っていましたが、入力後
の確認が充分に行われなかったため、お母様
からの請求として裁定請求書に請求者の続柄
コード「５」と記載されていたにもかかわらず、
誤って妻の続柄コード「２」で入力されたことに
よるものです。また、入力後の入力委託業社及
び職員によるチエックでも誤りに気がつかな
かったためです。
○敦賀事務所でも、裁定請求書と裁定者一覧
表の確認が不充分であったため、裁定誤りに
気が付きませんでした。

１名 過払い 940,816

子息に電話にてお詫びをし、さらに
ご自宅へ赴き謝罪及び詳細につい
て説明したい旨伝え、夕方面談する
こととしました。
○お客様相談室長及び同職員がご
自宅へ赴き、ご本人様及びご子息と
面談のうえ、お詫びと詳細説明を行
い了承を得ました。なお、過払い額
については納付書により一括返納を
するとの申出があり、「返納申出書」
を預かりました。
○裁定訂正依頼書及び「返納申出
書」等を機構本部担当者へ送付しま
した。

ター年金給付グループで年金の
裁定業務を行っているため、裁定
誤りの再発防止について事務セ
ンター長及びグループ長に電話
連絡をしました。
○年金給付グループ長は事務処
理誤りの連絡を受け、委託業者
への指導及びグループ内に注意
喚起を行い、再発防止の徹底を
図りました。

外部

93

届出書類
の受理誤り
について

確
認
・
決
定
誤
り

愛知 豊川 2010年2月19日 2010年5月12日

○年金受給者のお客様から、「年金を６９
才から繰下げて受け取る請求をしたの
に、一括して５月１４日に年金が振り込ま
れるという通知を受け取ったが、どうなっ
ているか」と電話による申出が５月１２日
にありました。確認しましたところ、老齢基
礎・厚生年金繰下げ請求書を受理すべき
ところ老齢基礎・厚生年金裁定請求書（６
５歳支給）を受理し進達処理したことが判
明しました。

○平成２２年２月１９日に年金受給者のお客様
が繰下げの申請しますと老齢基礎・厚生年金
裁定請求書（６５歳支給）を持参されたが、その
まま書類を見誤って受理したためです。
○また、決裁者においても受付書類の誤りの
チェック漏れをしたことによるものです。

１名 過払い 3,068,622

○室長がご本人様に電話し、今回
の事象を説明してお詫びしました。
○ご本人様が来所され、室長が改
めてお詫びをし、６月は繰下げ金額
でお支払いできなく、７月に差額の
お支払いできる旨説明し了承を得ま
した。なお,過払い金は納付書が届
き次第早急に返納いただける旨確
認しました。

○室内会議において、当該事象
を説明し、書類受理する時は必ず
確認し、慎重に行うよう指示しす
るとともに、複数名によチェックを
必ず行うよう申し合わせました。

外部

年金受給
者の死亡
保留入力
誤りについ

○平成２２年５月６日、市岡年金事務所か
ら、「死亡の疑い」として４月定期支払が支
払保留されている年金受給者ご本人様か

○原因を調査しましたところ、平成２２年１月２０
日にＡ町役場から死亡者の基礎年金番号確認
の電話照会があり 同姓同名で同じ生年月日

○市岡事務所から機構本部へ支払
保留の解除依頼と同時に６月１５日
に支給されるよう連絡をとり ご本人

○所内会議において当該事象を
説明し、市町村からの照会等で氏
名索引する際は 必ず住所まで

94

誤りについ
て
確
認
・
決
定
誤
り

宮崎 延岡 2010年1月20日 2010年5月6日

払保留されている年金受給者ご本人様か
らの照会があった旨の連絡を受けました。
支払保留の入力処理を行ったのが当事務
所となっていたため、原因を調査してほし
いとのことでした。

の電話照会があり、同姓同名で同じ生年月日
であった現存者の基礎年金番号を回答したも
のと思われます。翌日、その番号でＡ町役場か
ら支払保留入力のＦＡＸ依頼があり、１月２２日
に当事務所で支払保留の入力処理をしていた
ことが判明しました。原因につきましては、役場
から基礎年金番号の照会があった際の、氏名
索引時における住所までの確認不足によるも
のです。

１名 未払い 148,132

に支給されるよう連絡をとり、ご本人
様にも事象の概要及び今後の支払
について説明し、了解を得たとのこ
とでした。
○当事務所から、ご本人様へ、経過
説明及びお詫びのお手紙を送付し
ました。

名索引する際は、必ず住所まで
確認し、慎重に対応するよう指示
しました。

外部
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95

老齢年金
裁定誤りに
ついて

確
認
・
決
定
誤
り

東京 八王子 2000年4月13日 2010年4月19日

○平成22年4月19日にねんきん定期便を
受け取られたＡ様から電話により、Ｂ事業
所に勤務していた期間が欠落していると
の申し出がありましたので、被保険者記録
と受給者給付記録を確認したところ、旧３
共済加入期間を共済加入期間として裁定
し年金を支給していたことが判明しまし
た。

○平成12年4月13日に老齢年金（特別支給）を
裁定したときに旧３共済加入期間を厚生年金
保険の被保険者期間として裁定するべきところ
を共済組合加入期間として裁定してしまったこ
とによるものです。

１名 未払い 579,657

○お客様相談室長がＡ様に電話を
し、年金額を誤って計算していたこと
を説明の上、お詫びし至急、訂正す
ることでご了解をしていただきまし
た。また、年金額の訂正による差額
の支払いは７～8月頃になることもご
了解していただきました。
○年金額訂正の書類を年金機構本
部に直送し、至急、訂正処理を依頼
しました。

○旧３共済加入期間を有する方
の老齢年金の支給決定にあたっ
ては、規定を確認して正確な事務
処理を行うよう、室内の全職員に
徹底しました。

外部

96

特別障害
給付金調
整額誤りに
ついて 確
認
・
決
定
誤
り

北海道
事務
セン
ター

2009年2月12日 2010年5月12日

○現在、特別障害給付金はオンラインシ
ステムとの調整機能がないため、他年金
重複受給による長期過払いを防止するに
は、定期的にチェックする必要があり、そ
のため、平成22年度から全道受給者様
（552名）全員について、年4回（4・7・10・
１）四半期ごとに、他年金重複受給防止の
調査を実施することとし、4月から実施しま
したところ、7名様に、他年金受給による調
整額に、当初から誤りがあることが判明し
ました。

○本来、特別障害給付金との調整とはならな
い国年付加年金を調整していました。
○本来、特別障害給付金と調整すべき基金支
給相当分を調整していませんでした。

7名 その他 777,722

○対象7名に電話で謝罪の上、内容
について説明し全員了承を得まし
た。

○担当チーム内打合せにより当
該事象を説明しました。今後は、
受給者原簿に【基金：有・無】、【付
加：有・無】のゴム印（作成予定）
を押印し、基金・付加について確
認したことをチェック表示し、決裁
においても再チェックすることとし
ました。

内部

金融機関
入力誤り
（貯蓄預金
通帳で処
理）
確
認

○ご本人様が来所し5月１４日の振込み通
知書が届いたため、本日金融機関にて通
帳の記帳をしたが入金がなかったとの申
出がありました。金融機関に電話をかけ

○平成２２年３月１７日に相談担当者が「貯蓄
預金通帳」を振込みができない通帳と理解でき
ず受理し、その後年金裁定事務センターにおい
てもチェック（確認）できず、そのまま入力処理

○ご本人様には、同金融機関にて、
新たな普通預金通帳を作って頂き、
金融機関変更の入力を完了しまし
た。ご本人様には謝罪し、金融機関

○お客様相談室会議において、
お客様の通帳を再度確認するよ
う伝達しました。

97

理） 認
・
決
定
誤
り

東京 中野 2010年5月17日 2010年5月17日

出がありました。金融機関に電話をかけ
確認しましたところ、ご本人様の預金通帳
は「貯蓄預金通帳」となっており、年金の
振込みはできない通帳とのことでした。

てもチェック（確認）できず、そのまま入力処理
が進められたことによるものです。

１名 未払い 444,760

た。ご本人様には謝罪し、金融機関
からの返戻日等を逐次確認し、本部
とも連絡を取り早急に支払が完了す
るようできる限りの対応する旨説明
し了解を得ました。

外部

振替加算
及び配偶者
過給金の
過払いにつ
いて

確
認

○広島事務センター（遺族年金審査担当）
より、遺族厚生年金の審査をするにあた
り、請求者ご本人様の振替加算の過払い
と死亡者に配偶者加給金の過払いがある
という連絡を受けました。記録管理システ
ムにて受給権者原簿を確認しますと、請
求者ご本人様の農林共済期間が満了して
いるにもかかわらず、６５歳から振替加算
が支給されているのが確認されました。ま

○平成１５年７月２日に受付けしました請求者
様の老齢年金裁定請求書を倉庫より取り寄
せ、当時の受付状況を確認しました。受付時に
おいて農林共済組合員期間証明書（厚年等裁
定用）が添付されており、その当時請求者様が
農林共済組合期間を満了していたことが確認
できていたため、老齢・加給年金額支給停止事
由該当届及び老齢給付加給年金額支給停止
事由消滅届を受理していました。また 失業保

○担当者がご本人様へ電話し、訪
問して今回の事象を説明することの
連絡がとれ、担当者と副所長が訪
問し、今回の事象を説明してお詫び
をし、納得していただき、返納につい
て了承を得ました。
○配偶者様に支給されていた配偶
加給金の過払金については未支給
年金の支給分で 一括現金で返納

○課内会議において、返戻された
書類等に関してそのまま放置する
ことなく、至急処理するように指示
しました。

98

認
・
決
定
誤
り

広島 広島西 2005年6月 2010年3月26日

が支給されているのが確認されました。ま
た、死亡者の原簿にも配偶者様が未満了
の情報が入っており、配偶者様が６５歳ま
で配偶者加給金が支給されていました。

事由消滅届を受理していました。また、失業保
険を受給していたため、老齢厚生・退職共済年
金受給権者支給停止事由該当届も受理してい
ました。その後、当時の社会保険業務センター
へ進達をしていたところまで確認できました。今
回、本部支払係へ経緯を確認しましたところ、
「返戻理由はわからないが、事務所へ返戻され
た経緯が残っており、再受付された経緯はな
く、そのままになっている」とのことでした。その
当時受付けた届書の所在について、相当年数
もたっており、現時点においては不明です。

１名 過払い 794,165

年金の支給分で、 括現金で返納
していただくことの了承を得ました。
また、ご本人様の振替加算の過払
金につきましては、５年以内で返納
していただける６分の１調整での返
納申出書を受理しました。

内部
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99

住所変更
届入力もれ
について

未
処
理
・
処
福岡 南福岡 2010年2月16日 2010年4月14日

○平成22年4月14日、ご本人様が来所さ
れ、郵便局払い送金通知書がいまだ届い
ていないことに対して質問があり、画面を
確認しましたところ、2月16日に提出した住
所変更届の入力処理がもれていたため旧
住所のままであることが判明しました。

○平成２２年２月１６日に、入力処理をするうえ
で未処理のまま決済を通過し入力済みとして
保管されていました。申請書が２枚ぴったり接
着している状態で保管されていたため２枚を１
枚と見誤り入力を漏らし、さらに決済時での確
認不徹底があったことが原因です。

１名 未払い 83,133

○副所長がご本人様に対し、今回
の事象を説明してお詫びしました。
○所長がご本人様と面談し、送金通
知書がないと郵便局にて受取がで
きないため、本部にて未送達確認後
早急に再交付し送付することを説明
し了承を得ました。
○副所長へ機構本部より送金通知
書の再交付をおこなったとの連絡が
あったため、ご本人様へその旨を連
絡をいたしました。
○副所長が再交付の送金通知書が
ご本人様あて到着していることを確

○朝礼にて、相互チェックの再徹
底を室職員全員に対して注意喚
起しました。また事務所で処理し
た1月から3月分までのすべての
住所変更届をチェックした結果、
入力漏れはみつかりませんでし
た。

外部

処
理
遅
延

ご本人様あて到着していることを確
認しました。
○お詫びのお手紙を本人様あて送
付しました。
○ご本人様と面談し、事務処理誤り
の対応に関して納得されたことをを
確認しました。

支払機関
変更届の
入力処理
の洩れにつ
いて

○年金事務所に、ご本人様から４月定時
支払分が名義が違うため振込みされない
と金融機関から連絡（４月13日中に金融
機関の名義変更で振込が可能）があった
ため 処理の経過について確認したいと

○ご本人様は、現況届、氏名変更届及び支払
機関変更届を同時に年金事務所へ提出（氏名
変更に伴い、新しい氏名の支払機関へ変更す
る届出）されました。
○事務センターにおいて本来３つの届書を同

○支払機関変更届の入力洩れ分を
当日入力しました。
○担当者がご本人様に電話し、処
理洩れをお詫びし、４月定時払に間
に合わないことを説明し謝罪しまし

○諸変更チーム内会議におい
て、当該事象を説明し、処理済の
届書別の保管のチェックを実施、
届書の管理の徹底を指示しまし
た

100

未
処
理
・
処
理
遅
延

大阪
事務
セン
ター

2010年4月13日 2010年4月13日

ため、処理の経過について確認したいと
の電話照会がありました。
○事務センターで確認しましたところ、２月
３日に年金事務所で受付した（２月５日事
務センター受付）支払機関変更届が誤っ
て他の処理済の届書に混入しており、支
払機関変更届が未処理のため振込み不
能となることが判明しました。

○事務センタ において本来３つの届書を同
時に処理すべきところ、別々に処理を行い、住
所支払機関変更届は他の処理済の届書に
誤って混入していたため未処理となっていまし
た。（氏名は変更されたが、支払機関は変更で
きていないため旧金融機関は名義相違で振込
不能となりました） １名 未払い 94,483

に合わないことを説明し謝罪しまし
た。再振込の時期が示されないた
め、翌日に上司からの電話を求めら
れました。
○グループ長よりご本人様へ電話
し、処理洩れについてお詫びしまし
た。事務処理誤りの防止、再振込の
時期について電話連絡を行うことで
了承を得ました。
○担当者より本部支払４グループに
照会、５月14日の日銀処理日で約１
週間で再振込となることを確認し、
グループ長より振込予定日について
ご本人様へ電話連絡し、了承を得ま
した。

た。

外部
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101

障害年金
の有期認
定診断書
の進達もれ
について 未
処
理
・
処
理
遅
延

埼玉 川越 2010年4月14日 2010年4月14日

○お客様から平成２２年４月定時支払に
ついて電話による照会がありました。確認
しましたところ、現況届・診断書を受理して
いましたが、未進達のため、年金の支払
が差し止めとなっていることが判明しまし
た。

○有期診断書の管理を確認しましたところ、複
数の場所で管理していたことと、進捗管理（受
付簿）が徹底していなかったことによるもので
す。

2名 未払い 231,049

○お客様相談室長がA様の奥様及
びＢ様に電話し、今回の事象を説明
しお詫びしました。
○本部支払担当に連絡し、特別処
理により、４月３０日までに支払がで
きることを確認しました。
○お客様相談室長がＡ様の奥様及
びＢ様に電話し、改めてお詫びし、
振込時期を説明し了承を得ました。

○室内において、当該事象を説
明し、障害年金関係の有期診断
書については、一箇所で管理し、
管理の徹底と処理の迅速化を図
るよう指示しました。

外部

102

国民年金
障害基礎
年金裁定
請求書の
未進達につ
いて

未
処
理
・
処
理
遅

長崎 佐世保 2009年9月9日～2010年3月23日
2010年4月12日

○平成２１年９月９日付窓口に提出されま
した「国民年金障害基礎年金裁定請求
書」の処理状況についてご本人様より電
話にて問合せがあり、お客さま相談室長
により放置されていたことが判明しまし
た。

○平成21年9月9日、ご本人様及び奥様が年金
相談窓口に来訪し、国民年金障害基礎年金裁
定請求書を提出されましたが、お客様相談室
長のところで放置されたままになっており、ご本
人様からの照会にて判明しましたが、原因は職
務の怠慢です。

15名 未払い 160,633

○平成22年4月12日、ご本人様から
室長あて事務処理状況について照
会があり、確認しましたところ、未進
達の状態であることが判明しまし
た。
○ご本人様及び奥様が来所され、
所長及びお客様相談室長が対応し
事務センターへ進達するのを失念し
ていたことを謝罪しました。
○平成22年4月16日、お客様相談室
長の机の保留書類の調査をしまし
た。
○平成22年4月17日、お客様相談室
課員に対し、保留書類の早期処理
を指示しました。

○課室長ミーティングにて、再
度、各課事務処理について周知
徹底を図りました。お客様相談室
課員に対して、滞留について報告
し、書類管理について再発防止
の徹底と保留書類の処理を指示
しました。所内課室長ミーティング
により、最終報告を行い、併せ
て、課員の保留している書類等の
確認の徹底と保留している書類
の保管の管理の共有化について
注意喚起しました。

外部

遅
延

を指示しました。
○平成22年5月10日、保留書類の
処理状況及び滞留案件を精査し、
滞留分を整理しました。
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103

老齢福祉
年金送金
通知書の
発行年月
日記入誤り
について 入
力
誤
り

秋田
事務
セン
ター

2010年4月9日 2010年4月15日

○平成２２年４月１５日、本部から送金通
知書の発行年月日を確認するよう連絡が
あり、確認しましたところ、本来、平成２２
年４月６日で発行すべきところを平成２２
年４月９日で発行していたことが判明しま
した。

○当県で送金通知書による、老齢福祉年金支
払該当者は１名ですが、支払通知書の発行年
月日を、本部指定日である４月６日とすべきで
あったところ、作成日である４月９日のまま、送
付してしまったものです。
○作成時において、入力日付で表示される部
分を指定日に訂正しなければならないところ、
訂正日付を入力しなかったことによるもので
す。

１名 なし 0

○すでにご本人様が郵便局の窓口
で受領済みであり、ご本人様に影響
はなく、本部年金企画グループに確
認しましたところ、送金通知書の差
し替えは必要ない旨の指示があっ
たため、送金通知書の差し替えはし
ていません。

○本部からの支払指定日を確認
し、送金通知書作成時に誤り無く
指定日の入力をしているか確認
するため、二次チェックを徹底す
るよう指示しました。

内部

支払金融
機関変

○お客様（年金受給者）の取引先の金融 ○平成２２年２月１０日に支払金融機関変更届 ○年金給付グループ職員がお客様 ○グループ内での朝礼において、

104

機関変更
届の誤入
力

入
力
誤
り

鹿児島
事務
セン
ター

2010年2月10日 2010年4月20日

○お客様（年金受給者）の取引先の金融
機関から４月定時支払分の年金が振り込
まれていないとの電話による問合せが平
成２２年４月２0日鹿児島北年金事務所に
ありました。確認しましたところ、支払金融
機関変更届を処理する際に金融機関コー
ドを誤って入力していたため、振込不能と
なっていたことが判明しました。

○平成 年 月 ０日に支払金融機関変更届
に金融機関コードを入力する際に、本来「０」と
入力すべきところ、「１」と誤って入力したことに
よるものです。
○処理結果リストについて、２人目の職員も、
決済時のチェックでも入力誤りを見逃していま
した。

１名 未払い 493,840

○年金給付グル プ職員がお客様
に電話し、今回の事象を説明してお
詫びをしました。
○年金給付グループ長と同スタッフ
職員がお客様宅を訪問し、改めてお
詫びし、支払時期等と今後内部規定
に基づいた対応をとる事を説明し了
承を得ました。

○グル プ内での朝礼において、
当該事象を説明し金融機関コード
の入力及び処理結果リストの作
業については慎重に行うように指
示しました。

外部
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105

遺族厚生
年金決定
時における
振込口座
番号の入
力誤りにつ
いて

入
力
誤
高知
事務
セン 2010年3月31日 2010年5月21日

○遺族厚生年金の決定となったご本人様
より５月１４日初回支払いの入金がされて
いない旨、高知西年金事務所に入電があ
りました。
○確認しましたところ、ご本人様申出の口
座番号と登録口座番号が相違しているこ
とが判明しました。

○新規裁定処理において入力誤りがあったも
のです。
○１次・２次・最終チェックと三段階の確認を
行っていますが、チェックにかからず誤入力の
まま決定処理となってしまいました。

１名 未払い 425,374

○本部支払グループに早期支払処
理について照会しましたが、通常の
支払い不能の処理となり金融機関
からの返戻待ち、６月定期分も同様
の処理となること確認しました。
○支払金融機関に不能処理経過確
認し、返戻処理済とのことでした。
○高知西年金事務所よりがご本人
様へ架電し、当方の入力誤りにより
振込不能となっていること、ご指定
の口座への振込みには３週間ほど
かかること説明と併せて謝罪しまし
た。

○特に支払金融機関・口座番号
については、これまで以上に細心
の注意を払うよう徹底しました。

外部

誤
り

ター
た。
○ご本人様より、「原因がわかれば
結構です。入金を待ちます。」との返
事をいただき、支払期日が確認でき
たらご連絡させていただくこととしま
した。
○高知事務センターよりご本人様あ
て架電し、お詫びをし、訪問のうえ謝
罪をしたい旨を申出ましたが、不要
とのことでした。

年金の振
込口座の
誤りについ
て

○平成22年5月17日にご本人様から、支
払予定日を過ぎたにもかかわらず年金が
振り込まれていない旨について電話照会
があり、確認しましたところ、振込口座の
支店名に誤りがあることが判明しました

○老齢年金裁定請求書の受取機関欄を富山
年金相談センターの職員が代筆した際に、支
店名を誤って記入したためです。

○副所長が電話でご本人様に対
し、明日に年金を振込むことで調整
が完了したことを報告し、了承を得
ました。
○金融機関から振込み手続きが完

○所長から副会長及びセンター
長に対し、代筆する際の手順の
徹底など、適切な相談対応につ
いて指導しました。
○副会長からセンタ 職員に対

106

入
力
誤
り

富山 富山 2010年2月22日 2010年5月17日

支店名に誤りがあることが判明しました。

１名 未払い 2,143,781

○金融機関から振込み手続きが完
了したとの報告があり、副所長が電
話でご本人様に対しその旨を連絡
し、了承を得ました。
○富山県社会保険労務士会年金相
談センター担当副会長（以下「副会
長」という）及びセンター長が訪問
し、年金の支払が遅れたことに対し
謝罪と経緯を説明し了承を得まし
た。

○副会長からセンター職員に対
し、事象を説明し、代筆する際の
手順の徹底など、適切な相談対
応について周知徹底しました。

外部
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107

「７０歳以上
被用者該
当届」の入
力誤りにつ
いて

入
力
誤
り

福井
事務
セン
ター

2010年3月17日 2010年5月11日

○武生年金事務所から、４月末に出力さ
れた「７０歳以上被用者一覧表」を確認し
ましたところ、「７０歳以上被用者該当届」
が同日付で２重に入力されているものが
あるとの問い合わせがあり、福井事務セ
ンターで確認しましたところ、入力誤りであ
ることが判明しました。

○平成２２年３月１２日付武生年金事務所へ届
出のあった「７０歳以上被用者該当届」を確認し
ましたところ、資格取得年月日である「H２２．
３．１」で入力が必要であったが、記録管理シス
テムの記録等を確認せずに誕生日の前日であ
る「H２２．２．１７」に届書を訂正し入力しまし
た。また、当該被保険者については「H２２．２．
１７」において加入していた事業所より「７０歳以
上被用者該当届」が提出されていたものの、「H
２２．３．１」資格喪失（全喪）に伴う「７０歳以上
被用者不該当届」が提出されていないことが判
明しました。
○以上のことから、「H２２．２．１７」より２重に加

１名 未払い 23,724

○直ちに記録訂正するとともに、当
該事業所を担当している社会保険
労務士に連絡し「７０歳以上被用者
不該当届」の提出を依頼しました。
併せて当該被保険者様に謝罪のう
え経過説明を行い、年金については
平成２２年７月随時払にて追加支払
となることを説明しました。

○今回の事例についてグループ
内に説明のうえ注意喚起し、今後
の事務処理としては「記録の確
認」及び「届書の記載内容を訂正
した場合には事業所等に確認し
た事跡の記入」を徹底するよう周
知しました。

内部

○以上のことから、 H２２．２．１７」より２重に加
入している状況となり、本来は「７０歳以上被用
者不該当届」の未提出によりH２２．４以降の老
齢厚生年金が一部支給停止となるところ、H２
２．３月以降が一部支給停止となっていること
が判明しました。

108

老齢給付
決定誤りに
ついて

入
力
誤
り

北海道
事務
セン
ター

2010年3月18日 2010年5月20日

○砂川年金事務所にお客様より年金相談
時に聞いていた支給額より金額が少ない
との電話がありましたため、砂川年金事務
所お客様相談室担当者より北海道事務セ
ンターに確認の依頼がありました。確認し
ましたところ、特老厚の障害者特例請求
者で、加対者に該当する子の入力漏れが
判明しました。

○ご本人様より平成22年2月2日付提出の年金
請求書に子の氏名、生年月日等の記入があり
ましたが、特別支給の老齢厚生年金の裁定入
力時に入力を失念したためです。
○また、決裁においても入力もれを発見できな
かったためです。

１名 未払い 56,974

○本部支払担当に連絡し、7月随時
支払いに間に合うよう処理すること
を確認しました。
○砂川年金事務所担当者からご本
人様に電話し、今回の事象を説明し
お詫びするとともに支払時期を説明
し了承を得ました。
○年金給付第一グループ長より、ご

○朝会において当該事象を説明
し、確実な審査・チェックに加え請
求書に目立つよう表示するよう指
示をしました。また、各グループ内
の打ち合わせでも再度徹底する
よう指示しました。

外部

り
タ 判明しました。 ○年金給付第 グル プ長より、ご

本人様に電話し改めてお詫びし了
承を得ました。

109

老齢福祉
年金４月定
期支払送
金通知書
の発行年
月日誤りに
ついて

通
知
等
の
作
成

大阪
事務
セン
ター

2010年4月15日 2010年4月15日

○平成２２年４月１５日、本部から送金通
知書の発行年月日を確認するよう連絡が
あり、確認しましたところ、本来、平成２２
年４月６日で発行すべきところを平成２２
年４月９日で発行していたことが判明しま
した。

○事務処理担当者が送金番号発行年月日に
ついて、制度及び処理方法の正しい知識を有
していなかったため、老齢福祉年金受給権者
台帳システムにて送金通知書を作成した際、ス
ケジュールにある支払処理日の平成２２年４月
６日を発行年月日として入力すべきところ、誤っ
て送金通知書を発送する日の平成２２年４月９
日を発行年月日として作成、発送したことによ
るものです。

20名 なし 0

○２０件のお客様へお詫びと説明
（交換の必要性）の電話連絡をしま
した。１４名様はすでに受取済みで
した。３名様は死亡されておりまし
た。１名様は４月17日に正しい「支払
通知書」と交換しました。２名様につ
きましては連絡がつきませんでし
た。
○４月末までに１名様を除いて受領
の有無を確認しました。
○５月20日グループ長より連絡の取
れていないお客様に電話がつなが

○担当者会議において、当該事
象を説明し、送金通知書作成事
務について再確認しました。また
送金通知書作成時に内容の点検
を複数人により行うことを指示し
ました。

内部

成
誤
り

タ れていないお客様に電話がつなが
り受領済を確認しました。
○機構本部より厚生労働省を通じて
日本銀行に確認しましたところ、発
行年月日誤りであっても、発行年月
日の読み替えにより、支障なく受取
ができることを確認しました。
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110

老齢福祉
年金 送金
通知書発
行年月日
誤りについ
て

通
知
等
の
作
成
誤
り

富山
事務
セン
ター

2010年4月9日 2010年4月15日

○平成２２年４月１５日、本部から送金通
知書の発行年月日を確認するよう連絡が
あり、確認しましたところ、本来、平成２２
年４月６日で発行すべきところを平成２２
年４月９日で発行していたことが判明しま
した。

○平成22年4月9日に老齢福祉年金受給者台
帳システムにて、送金通知書を作成した際に、
支払処理日を発行年月日として入力するという
作業を怠り、結果として誤った発行年月日の送
金通知書が、作成・発送したことによるもので
す。

１名 なし 0

○4/15担当者がお客様へ電話連絡
をしましたところ、すでに支払い済で
あり、特段の影響は発生していませ
んでした。

○事務センター長から、「老齢福
祉年金事務処理要領」「老齢福祉
年金受給者台帳システム運用説
明書」に基づく適正な事務処理の
徹底と、上司によるチェックと決裁
を確実に行うよう指導しました。

内部

死亡一時
金・脱退手
当金支給
決定通知
通
知

○死亡一時金・脱退手当金支給決定通知
書の裁定者を厚生労働大臣とせず、年金
事務所長として通知したものです。

○日本年金機構発足後の法改正（手作業作成
する年金給付処分通知は厚生労働大臣を裁定
者とする）を熟知していなかったため、平成22

○誤って送付した死亡一時金・脱退
手当金通知書５１件について、厚生
労働大臣に承認を受けるため早急

○課内連絡会議において、当該
事象を説明し手作業による年金
給付処分通知の流れ、裁定者に

111

決定通知
書の裁定
者名誤りに
ついて

知
等
の
作
成
誤
り

熊本
事務
セン
ター

2010年1月13日～
2010年2月15日

2010年4月20日

年1月に支給決定した死亡一時金・脱退一時金
について、裁定者名を厚生労働大臣名とせず
熊本事務センター長名にて請求者あて送付し
たことによるものです。

51件 なし 0

に総括表、支給決定内訳データを本
部に報告し承認を受けました。
○承認後、厚生労働大臣名の通知
書を決定者に送付し、誤った決定通
知書の回収を行いました。

ついて再確認を行いました。

内部

112

無効処分に
ついて

通
知
等
の
作
成
誤

神奈川 港北 2010年3月11日 2010年4月15日

○厚生年金保険通算老齢年金の不支給
決定処分について、裁定者を厚生労働大
臣とせず、年金事務所長として通知したも
のです。

○厚生年金保険通算老齢年金を受給するのに
必要な資格期間を満たしていないために不支
給処分を行う際、社会保険庁から日本年金機
構に変わったことにより裁定者を厚生労働大臣
にするところを港北年金事務所長で通知したも
のです。取り扱いについて、日本年金機構本部
または、南関東ブロック本部への確認を怠った
ために発生したものです。

１名 なし 0

○対象者様につきましては、改めて
神奈川事務センターより裁定者を厚
生労働大臣とした通知を送付し無効
処分通知との差し替えを行いまし
た。

○不支給決定等の行政処分につ
きましては、厚生労働大臣名で裁
定することを周知徹底しました。

内部

誤
り

113

厚生労働
大臣を裁定
者とせずに
年金給付
処分通知を
送付した件

通
知
等
の
作
成
誤
り

青森 八戸 2010年2月24日 2010年4月13日

○国民年金死亡一時金の支給通知の処
分者を厚生労働大臣名とせず、年金事務
所長として通知したものです。

○処理及び通知にあたって、従前の処理方法
を踏襲する形で問題ないと思い、県事務セン
ターやブロック本部への照会を怠ったことが事
務処理誤りの原因です。

２３名 なし 0

○事務センターに進達し、お詫び状
を含めて処分通知の差替の処理が
終了したことを確認しました。

○今回の事象について課内打ち
合せで周知し、業務処理マニュア
ルに沿った事務処理を徹底すると
ともに、判断が困難な事例が発生
した場合は県事務センターやブ
ロック本部に照会することとしまし
た。

内部
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114

年金給付
処分通知
の作成誤り
について

通
知
等
の
作
成
誤
り

茨城 水戸北 2010年2月17日 2010年4月8日

○お客様から、請求の結果について電話
による問い合わせが平成２２年２月１５日
にありました。
○確認しましたところ、国民年金障害年金
不支給決定の綴りにファイルされた状態
で、お客様あて通知が送付されていないこ
とが判明しました。
○国民年金障害基礎年金不支給決定通
知による審査請求により、平成２２年４月８
日北関東・信越ブロック本部相談・給付支
援グループから通知文の誤りの指摘があ
り、確認しましたところ、処分決定者名を
厚生労働大臣名とすべきところ、年金事務

○平成２１年１０月３０日付の決裁で、該当市長
及び申請者あての不支給通知が作成されてい
ましたが、決裁後はそのままファイルされてし
まったことによるものです。（送付遅延）
○お客様からの電話照会により、平成２２年２
月１７日に不支給通知を送付しています。
○平成２２年２月１７日の通知文発送時に無効
処分通知であることの確認が十分でなく、北関
東・信越ブロック本部相談・給付支援グループ
より指示がされるまで気付かなかったため、事
務処理誤りの発覚が平成２２年４月８日となり
ました。

3名 なし 0

○「無効処分についての調査・対
応」の報告指示により、報告を行い
ました。
○茨城事務センターから、厚生労働
大臣による国民年金・厚生年金保
険の不支給決定通知書及びお詫び
状を送付しました。

○課（室）内ミーティングにおいて
当該事象を説明し、平成２２年１
月以降の不支給通知は事務所長
名では作成できないことを指示
し、日本年金機構発足時の諸規
定及び通知を見直すことにより、
再発防止の周知を図りました。

外部

厚生労働大臣名とす きところ、年金事務
所長としていたことが判明しました。

2010年4月14日

○本部から「無効処分についての調査・対
応」の指示を受け調査しましたところ、老
齢年金の裁定取り消しを２件、年金事務
所長名で通知しているのが判明しました。

115

無効処分に
ついて

通
知
等
の
作
成
誤
り

北海道 稚内 2010年１月28日
2010年2月10日

○平成２２年１月７日、２月４日、本部から文書
にて、稚内年金事務所へ「裁定取り消し」の指
示がありました。裁定者名が不明なことから、
同じ事例のあった、砂川年金事務所へ問い合
わせしましたところ「北海道事務センターに確
認、本部でもまだ決定されていないことから従
来通りの対応」との回答があったため、本来裁
定者名を厚生労働大臣とすべきところ、年金事
務所長名で通知をしたことによるものです。

2名 なし 0 内部

○通知文の差し替えだけのため、事
務センターからの文書にてお詫びし
ました。

○事務処理マニュアル等の周知
徹底をしました。

2010年1月6日 2010年5月24日116

年金相談
時の説明
漏れについ
て

説
明
誤
り

兵庫 明石

○「昨年末で７０歳になり厚生年金の資格
を喪失したがいつまでたっても年金が振り
込まれない。どうなっているのか。」との問
い合わせの電話が平成２２年５月２４日に
ありました。確認しました結果、来訪時の
説明不足から、「老齢基礎年金受給権者
老齢厚生年金請求書」を提出されていな
いことが判明しました。

○平成２２年１月６日に年金相談に来訪された
際、社労士会への委託窓口で相談を受けまし
た。「年金相談受付票」から推測すると、年金額
についてお問い合わせがあり、見込額をお示し
しているが、新規に老齢厚生年金が発生する
為、「老齢基礎年金受給権者老齢厚生年金請
求書」の提出を求めなければならないにもかか
わらず、洩れていたと思われます。

１名 外部0なし

○副所長がご自宅を訪問し、今回
の説明不足をお詫びするとともに、
「老齢基礎年金受給権者 老齢厚
生年金請求書」を受付しました。

○課内打ち合わせ（社会保険労
務士含む）時に、説明漏れが無い
よう細心の注意を払うよう再度徹
底するとともに、「お客様へのお
約束１０か条」にある「プラスにな
る「もう一言」」を心がけるよう再確
認しました。
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2010年4月30日

○平成２２年４月３０日北海道事務セン
ターより連絡あり、平成２０年４月８日に旭
川社会保険事務所で行った年金相談時に
おいて、年金加入期間のうち、年金額に
反映されない期間を見落としたため受給
権の確認を誤り、受給権を満たすため２
4ヶ月の国民年金の任意加入の説明を行
ない、ご本人様は全期間納付しました。ご
本人様が平成２２年４月１日老齢年金の
裁定請求を行いました。平成２２年４月３０
日に北海道事務センター年金給付グルー
プより、老齢年金の裁定処理を行ったとこ
ろ、年金加入期間のうち、年金額に反映さ

○年金相談受付票により平成２０年４月８日、
旭川社会保険事務所における老齢年金の相談
時に、配偶者様の老齢給付受給資格期間満了
後の年金加入期間のうち、年金額に反映され
ない期間を見落とし、受給権を満たすためには
２４月不足と判断したため、誤って国民年金の
任意加入の説明を行ったことによるものです。
ご本人様は平成２０年４月に任意加入をし、平
成２２年３月までの２４ヶ月を完納し、平成２２年
４月１日に老齢年金の裁定請求を行いました。

老齢年金
の受給権に
かかる処理
誤りについ
て

説
明
誤
り

北海道 旭川 2008年4月8日 未払い117

○朝礼時に処理誤りの顛末を伝
達し、年金加入期間のうち、年金
額に反映されない期間の取り扱
いに関する注意喚起を行いまし
た。また、相談室の職員を対象に
グループ毎に分け、改めて年金
加入期間のうち、年金額に反映さ
れない期間の取り扱いについて
の研修を行いました。

内部１名 25,374

○ご本人様へ電話連絡し、説明と謝
罪のため訪問のする旨伝えました
が、ご本人様が固辞されたため、平
成２２年５月１０日に旭川年金事務
所へご本人様が来所し説明等を受
けることとなりました。
○ご本人様が来所され、改めて今
回の処理誤りについて説明と謝罪を
行ない、了承を得ました。

ろ、年金加入期間のうち、年金額に反映さ
れない期間の算入漏れがあり、国民年金
の任意加入が無くても受給権があり、また
受給権が遡及するため３ヶ月分が既に時
効により支払えない旨連絡があり、年金
相談票を確認の結果、平成２０年４月８日
に行った年金相談時に誤った説明をした
ことが判明しました。

り
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年金記録
追加の影
響に関する
説明誤りに
ついて

○お客様から平成２２年４月７日に提出い
ただきました再裁定請求書（減額）につき
まして、年金再計算後の返納申出書の添
付がなかったため、事務センターからお客
様へ返納申出書の提出をご案内をさせて
いただいておりましたが、お客様は再裁定
申出書（減額）を増額申出書と思って署
名・提出されていたことが判明しました。ま
た、平成１６年に来所された当時の記録相
談対応にも強い不信感をもたれており、窓
口対応について強いお叱りを受けました。

○平成２０年４月、京都西社会保険事
務所でねんきん特別便を受付しまし
た。（お客様によりますと、当時対応し
た者へ記録追加の影響を尋ねると「年
金額は増額される」との説明を受け、
減額もあるという説明はこれまで一度
もなかったとのことでした。）
○統合されていない年金記録が確認
できました。
○お客様から年金事務所へ電話をい
ただき、ねんきん特別便の照会票を提
出した後の回答が遅いとの電話をいた
だきました。年金事務所から、回答事
務処理を行う事務センターへすみやか

○相談対応職員の資質向上策と
して朝会で研修を実施しておりま
す。職員へお客様へのワンポイン
ト説明の実践を指導します。マ
ナースタンダードセルフチェックア
ンケートを作成し実施しました。今
後も定期的に実施します。

○平成２０年４月のねんきん特別便の相談にお
きまして、お客様から記録追加による年金額へ
の影響を照会いただいた時に、本来、記録追
加によって減額となる場合もあると説明すべき
ところ、誤って増額の説明のみ行い、その結
果、記録判明は全て年金額増額につながるも
のという誤解をお客様へ与えてしまいました。
○その為、記録調査結果をお知らせする回答
文書と共にお送りしました再裁定申出書が減
額の申出書であることをお客様にご理解いただ
けないまま、署名・提出をいただきました。

118 2010年4月30日2010年4月7日京都西京都 外部

説
明
誤
り

務処理を行う事務センタ へすみやか
な回答を依頼しました。
○事務センターからお客様あて回答文
書（年金額訂正申出書・返納申出書・
説明文書）を郵送しました。
○お客様から「年金額訂正申出書」を
お送りいただき事務センターで受付し
ましたが、返納分に関する「返納申出
書」は添付いただいておりませんでし
た。
○「返納申出書」を提出していただくた
め、事務センターからお客様へ、受付
した「年金額訂正申出書」の写しと記
録回答票を改めて郵送しました。
○お客様が来所され、担当者、お客様
相談室長、所長から、管理者対応の不
手際についてお詫びしました。年金額
の再計算により遺族年金が減額となる

0なし1名

の再計算 より遺族年金が減額となる
理由、減額に同意できないときの再裁
定申出書（新様式）の提出について説
明を行いました。
○お客様へ謝罪文と記録追加による
影響の説明文書を送付しました。
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2010年4月8日

○平成２０年６月２５日、仮計算書受付
時、不足書類（共済遺族年金証書）持参
時に年金の差額が支払われるという説明
を受けた。不足書類提出時には老齢厚生
年金受給権発生時（昭和６１年）に遡って
差額が発生し、５年以内と時効特例分に
分けて支払うとスケジュールの説明も受け
たのに、実際は支払い分がない、どうなっ
ているのかとの問い合わせがありました。
確認しましたところ、選択により支払いが
発生しないにもかかわらず、支払いがある
と誤った説明を行ったことが判明しまし
た。

119

再裁定によ
る年金額の
説明誤り

説
明
誤
り

東京 世田谷 2008年6月25日

○平成２０年６月２５日にご本人様が世田谷社
会保険事務所に来所され、仮計算書及び年受
給選択申出書を提出されていますが、支払が
無いことを説明している形跡はありませんでし
た。
○平成２０年１１月業務センターへ進達しました
ところ、共済遺族年金証書が必要なため返戻さ
れたため、証書の提出を求めました。
○平成２２年１月証書を提出のため、事務所に
来訪された際に、対応した窓口職員が遺族年
金の方が早く受発し、金額も高いため、選択に
より老齢厚生年金の支払いは発生しないことを
気付かず、仮計算書の試算額を見て老齢受発

１名 なし 0

○説明の誤りを謝罪するが納得して
いただけませんでした。
○１週間以内に、本部へ報告した内
容を明らかにして、文書での回答を
求めるとのお話がありました。
○お詫び文書を送付しました。

○再裁定の場合、他年金との選
択や、在職などにより差額が発生
しない場合があるので、必ず確認
するよう職員に徹底しました。

外部

た。 気付かず、仮計算書の試算額を見て老齢受発
時に遡って差額が発生し、５年以内と、時効特
例分に分けて支払うことを説明してしまいまし
た。

時効特例
法にかかる
説明誤りに
ついて

○平成22年5月6日に本部から連絡があ
り、ご本人様のご家族からの照会でご本
人様は時効特例法施行日前の裁定決定
日となっているが、時効特例法に該当する
かとの調査依頼でした。ご家族からの電
話では平成19年7月か8月に浜松西社会
保険事務所を訪れ相談したが年金時効特
例に該当しないと言われた。その数ヵ月
後、納得できないため、再度電話したが該
当しないと言われた。今年の4月にも電話

○ご本人様のご息女から電話にて、年金時効
特例法の照会があり、時効特例法の施行日前
に年金記録が訂正されたことにより年金額が
増加したが、その時までに5年の消滅時効が完
成していた方も対象になると回答すべきところ
を対象者でないと回答してしまったことによるも
のです。

○電話にて担当課長がご本人様の
ご息女にお詫び申し上げ謝罪すると
ともに「時効特例給付支払手続用
紙」を送付しました。
○「時効特例給付支払手続用紙」を
受付し、進達しました。
○所長及び担当課長がご本人様の
ご息女宅に訪問し、今回の説明誤り
について、時効特例法用のチラシ等
にて、時効特例法の対象者につい

○役付会議を通じて事件案件に
ついて全職員に周知徹底を図り
ました。さらに、ねんきん特別便
相談委託の社会保険労務士にも
周知徹底を図りました。

120

説
明
誤
り

静岡 浜松西 2010年4月 2010年5月6日

当しないと言われた。今年の4月にも電話
で照会したが同じ回答であった。どうして
も納得できないため、本部に相談があった
とのことでした。裁定請求書の内容を確認
しましたところ、厚生年金被保険者期間回
答書の写しが添付されていたため、法文
等を確認した結果、該当することが判明し
ました。再確認のため本部に照会をしまし
た。
○平成22年5月24日に前回の照会につい
て確認しましたところ、該当するとの回答
を得たことにより、解釈誤りが判明しまし
た。

１名 未払い 未確定

にて、時効特例法の対象者につい
てご説明し、改めてお詫び申し上げ
謝罪しました。今後職員に対して研
修・打合会等にて、法解釈の周知・
徹底を図っていくとともに疑義につ
いては，課内、所内及び機構本部に
照会し、確実な回答を今まで以上に
努力していくことをお伝えし、ご了解
を得ました。

外部
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1 1

遺族年金に
係る説明誤
りについて

説
明
北海道
新さっ

010年1月1 日 010年 月 日

○北海道事務センターから受給要件なし
（３分の２要件なし）として年金請求書（国
民年金・厚生年金保険遺族給付）が返戻
され確認しましたところ、６５歳以上で老齢
厚生年金の受給権がない者は死亡日の
属する月の前々月までに保険料納付期間
が３分の２以上必要なところ、相談を担当
した職員が被保険者期間中の死亡であっ
たため、死亡日の属する月の前々月まで
の１年間に未納期間がなければ受給権が
発生すると誤って判断し、請求手続きにつ
いて説明していたことが判明しました。

○平成２２年１月１５日にご本人様の奥様が来
所された際、受給要件について誤った説明を行
いました。
○平成２２年１月１９日に再度来所され、年金
請求書（国民年金・厚生年金保険遺族給付）を
提出されましたが、対応した者（１月１５日の対
応者とは別の職員）も受給権があると思い請求
書（国民年金・厚生年金保険遺族給付）を受理
しました。
○また、進達の決裁においてもチェック漏れを
しました。

１名 なし 0

○お客様相談室長が請求者である奥様に
電話し、今回の事象を説明しお詫びをしま
した。
○奥様から、これまで保険料を納めてきた
ものが掛け捨てになることについて不満が
あるので、一時金等について再検討して
ほしいとの要望がありました。
○死亡された方について、他に年金記録
がないか再確認し、年金受給権が発生し
ないかどうかの調査をすることとしました。
○奥様に確認しながら他の年金記録につ
いて調査しましたが、現時点では受給権
が発生しませんでした。
○奥様より勤務していた会社を思い出した
旨連絡があり確認しました。

○お客様相談室の打合せにおい
て、当該事象を説明し受給権の
発生について徹底するとともに、
再発防止策としてチェックリストに
６５歳以上の場合の納付要件の
チェック項目を追加しました。

内部121
明
誤
り

北海道
新さっ
ぽろ

2010年1月15日 2010年2月3日 １名 なし 0
旨連絡があり確認しました。
○お客様相談室長が訪問し、改めて今回
の説明誤りと年金記録を確認した結果、
支給できないことを説明し謝罪しました。
奥様からこれまで保険料を納めてきたも
のが掛け捨てになることについて「どうに
もならないのであれば、やむを得ない」と
了承を得ました。今後もご主人様の就労し
ていた会社が分かれば相談いただきたい
ことをお伝えしました。

内部

遺族年金と
児童扶養
手当の関
係について

○平成22年5月18日、Ａ市健康福祉部福
祉課長・係長が来所され市長宛に手紙が
届いており、年金事務所として対応をお願

○こういったことが発生した原因は、Ａ市役所
の説明・確認不足と、年金事務所の誤った説明
によるものであり、納得できないため、何らかの

○平成20年8月26日の相談受付票を
確認しますと、遺族年金の請求の仕方
について説明した事跡はありました
が 児童扶養手当のことは何も記載さ

○今後、公的年金制度に関係す
る様々な内容を熟知し、お客様に
不利益が生じないようにするた

122

係について
の説明誤り

説
明
誤
り

福岡 東福岡 2008年8月26日 2010年5月18日

いしたい旨の依頼がありました。
○平成20年8月26日、児童扶養手当を受
給中のご本人様が、離婚した夫の死亡に
かかる子供の遺族年金の手続きのため相
談に来所されました。このとき児童扶養手
当と年金は選択できる旨の説明を受けた
ため、高額である児童扶養手当を受給し
ようと考えられ、年金の請求は行なわれま
せんでした。その後子供とともに自分の両
親と同居することとなり、児童扶養手当が
支給されなくなるため、年金の請求を行っ
たところ、年金の発生時までさかのぼって
児童扶養手当が支給停止となり、返納が
生じてしまったものです。

救済措置を求める旨の手紙が、Ａ市長宛に、平
成22年5月11日に送られました。Ａ市としては、
ご本人様に謝罪し、救済措置はないとの回答
を行っており、あとは年金事務所としてのご本
人様への説明、謝罪等をお願いしたいとのこと
で平成22年5月18日来所されました。

１名 なし 0

が、児童扶養手当のことは何も記載さ
れていませんでした。そのときの担当
者に事情を聞いたが「児童扶養手当に
ついてはあまり知らないため、お尋ね
になられたとしても、明確な回答はして
いないと思う。わからないときは、市役
所等で尋ねていただくようお話している
と思うが記憶にはない」とのことでし
た。
○平成22年5月18日、副所長・お客様
相談室長でご本人様宅を訪問し、平成
20年8月相談時の状況をお尋ねしたと
ころ、応対した職員から、はっきりと遺
族年金と児童扶養手当はどちらか選
べるとの説明があったと断言されまし
た。応対した職員は明確な説明はして
いないと思われますが、お客様がどち
らかを選べると理解する説明となった

め、まず児童扶養手当と年金との
関係の案内を事務所内に掲示し
ました。また、お客様相談室定例
研修会のなかで、周知徹底を行
いました。

外部

らかを選べると理解する説明となった
ことから今回の件についての謝罪を行
い、再発防止に努めることを約束しまし
た。また、救済措置等はないこともお話
して、ご理解をいただきました。
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0

○事務所内での紛失であることか
ら、平成２２年４月２２日～２３日に
全職員を動員して事務所内を捜索し
ましたが、発見できませんでした。
○３月２３日に実施した不要書類の
廃棄の際に誤って処分したことも疑
われますが、引き続き捜索を継続し
ています。
○お客様相談室長がＡ様及びＢ様
に、電話にて謝罪し、Ａ様は４月２８
日にＢ様は４月２６日にご自宅を訪
問のうえ再度請求書をご提出いただ
くことに了解をいただきました。

○全職員に対し、今回の事象の
説明、及び書類の管理について
再徹底をしました。また、年金請
求書の引継ぎには、今後、受付
ボックスを使用せず担当者間で引
継ぎを行い受領した旨確認できる
よう出張相談受付簿に引き継い
だ職員が押印することとしました。

123

年金請求
書の紛失に
ついて

受
理
後
の
書
類
管

大阪 吹田

○当該年金請求書は、平成２１年１月１８日に
出張受付の際に受付したものであり、担当した
適用調査課職員は、受付の際、ご本人様に送
付を求めた不足書類が送達した後、１月２１日
にお客様相談室の受付ボックス（郵送書類や
決裁後の書類等を各課ごとにに入れている）に
書類一式を入れ引き継いだものと記憶していま
す。
○また、その際、受付票の代用として請求書類
一式を事務所にてコピーし、適用調査課にて保
管しています。
○お客様相談室は、室長が、受付ボックスにあ
る書類を日に数度お客様相談室に持ち帰り仕

2名 なし2010年1月18日～
2010年4月21日

2010年4月21日

○Ａ様より、平成２２年１月１８日に提出さ
れました年金請求書の支払開始時期につ
いて問い合わせがあり、確認しましたとこ
ろ、お客様相談室の受付簿に記載されて
いないことが判明しました。
○また、同日に受け付けたＢ様の年金請
求書も同様に受付簿に記載がありません
でした。

外部

くことに了解をいただきました。
○お客様相談室長がＢ様のご自宅
を訪問し、お詫びするとともに再度
請求書をご提出いただきました。
○お客様相談室長がＡ様のご自宅
を訪問し、お詫びするとともに再度
請求書をご提出いただきました。

管
理
誤
り

る書類を日に数度お客様相談室に持ち帰り仕
分けを行っており、年金請求書があれば専用
のカゴに入れ、受付担当者に引き継ぐこととし
ています。ただし、室長は本件の請求書を受付
ボックスで確認した記憶はなく、引継ぎの段階
で何らかの間違いがあったものと思われます
が、原因は不明です。
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○平成２２年４月１３日、厚生年金保険等
の適用事業所の加入者にかかる個人情
報が収録された業務用パソコンが見当た
らなくなったため、職員への確認、事務所
内を探索しましたが見つからず、平成２２
年４月２１日に地元警察署に盗難届を提
出しました。（当該パソコンは平成２２年４
月９日の使用が最後となっています）
（平成２２年４月２３日公表済）

75社
51人
なし 内部124

パソコン機
器本体盗
難疑い及び
個人情報
の漏えいに
ついて 事
故
等
大阪 今里 2010年4月9日 2010年4月13日 0

○収録されていた個人情報は、厚
生年金等の適用事業所の加入者に
かかる個人情報（適用事業所名（勤
務先名）、氏名、生年月日、標準報
酬月額等）５１件であり、該当適用事
業所と協議のうえ、個人情報が流出
するおそれがある加入者の方々に
お詫びをしました。

○再度パソコンのロックと、固定
状態を確認しました。固定されて
いない機器については、鍵付きの
収納庫への保管の徹底を行いま
した。

○通常は作業机にワイヤーで固定しています
が、業務の必要から移動した際に、移動場所に
おいて固定し忘れていたものです。

ハードディ
スク盗難疑
いについて

○平成２２年４月６日に、可搬型パソコンの不
具合についてヘルプデスクへ連絡し、交換作業

○４月６日、８日 適用調査課長にて、両日と
も該当可搬型パソコンの回りの職員に聴取、
確認しましたが 不審者等の確認はできませ

○再度パソコンのロックと、固定
状態を確認しました。固定されて

○平成２２年４月６日、可搬型パソコンの
不具合についてヘルプデスクへ連絡し、

なし125

いについて

事
故
等
大阪 今里 2010年4月1日

～6日
内部2010年4月8日

を行いました。
○平成２２年４月８日に、作業業者より、６日の
交換作業の可搬型パソコンについて「ハード
ディスクが抜かれているが、事務所でその様な
作業の有無確認」がありましたが、無いと回答
しました。作業業者で再度調べると連絡があり
ました。（状態はハードディスクを無理やりこじ
開けいる。）
○発生日については平成２２年４月１日15時30
分～平成２２年４月６日10時の間と思われま
す。
○データー流出はありませんでした。

確認しましたが、不審者等の確認はできませ
んでした。
○４月１３日２０時～２２時にかけて、事務所内
を適用調査課長、適用調査課員２名で捜索し
ましたが、発見できませんでした。
○４月１４日１８時～２０時にかけて、役職員で
事務所内外を捜索しましたが、発見できませ
んでした。
○４月１５日８時１５分～各職員にて、個人ロッ
カー、机回りを再度捜索しましたが発見できま
せんでした。
○警備会社に対して４月１３日までの施錠、解
除について確認しましたが、不自然な日はあり
ませんでした。
○清掃業者に対しても、最近での早朝の不審
者や不可解な金属片などのゴミの有無の確認
をしましたが、該当はありませんでした。
○４月１６日～２０日にかけて、職員各自で通
常業務に影響のない時間に捜索しましたが、
発見できませんでした。
○４月２１日 東成警察に対して、被害届を提

なし 0

いない機器については、鍵付きの
収納庫への保管の徹底を行いま
した。

交換作業を行いました。
○平成２２年４月８日、作業業者より、６日
の交換作業の可搬型パソコンについての
連絡があり、ハードディスクがなくなってい
ることが判明しました。

126

岡山西年
金事務所
職員 身分
証明書紛
失の件
事
故
等
岡山 岡山西 2010年3月末～2010年4月上旬

2010年4月30日 0

○引き続き、年金事務所内で身分
証明書を捜索する。
○所内連絡会議、朝礼で所員全員
に対する身分証明書の保管を徹底
させる。
○身分証明書再発行を中国ブロック
本部に依頼する。

○４月２１日 東成警察に対して、被害届を提
出しました。
○４月２２日 清掃業者に対して、７時から開
始に変更しました。
○４月２２日 事務所非常口の暗証番号変更
をしました。

事故等

○職員は３月末から４月上旬に紛失に気づき
自分自身で探していたが見つからず、４月３０
日に上司に報告しました。その後、課員全員で
所内を捜しましたが、発見されませんでした。
○本人の身分証明書に対する重要性の認識
が低かったこと、そのため保管することが粗末
になり、紛失となったことによるものです。

１名

○管理職が朝礼等で身分証明書
の携帯を確認する体制を作り、今
後紛失事故が起こらないように対
処することとしました。

○岡山西年金事務所職員が、身分証明
書が紛失したことを上司に平成２２年４月
３０日に報告し、紛失していることが判明し
ました。

なし

56



整理
番号 件名

事故
等の
区分
県名
事務
所名

発生年月日 判明年月日 事象 原因
影響
範囲
影響
区分

影響金額
（単位：円） 対応 対策 判明

契機

127

事業主によ
る暴力的行
為等につい
て

事
故
等
愛知 笠寺 2004年12月13日 2010年5月11日

○平成22年5月11日、事業主様からの電
話がありました。以前送付した延滞金納付
書についての申出があり、「今度送ってき
たらお前の首を取りに行ってやる。名前覚
えたからな」と脅迫めいた発言がありまし
た。

○厚生年金徴収課において対応
体制を組み、事務所全体としての
対応を検討し、朝礼等で職員に対
応等の周知徹底を行なうこととし
ます。

外部

○平成16年12月13日、平成16年10月分の督促
状を持参し、社会保険庁不祥事について大声
で苦情を発し督促状を破り捨てるなど、それ以
降、社会保険庁の不祥事等を理由に督促状、
延滞金通知が届くことについて事業主自ら来所
や電話等で繰り返す。当所に来所、または事業
所へ呼び出され、所長や徴収課長等が直接、
お客様対応をしていました。その際の具体的要
求は、二度と延滞金、督促状を送付するなとい
う強要でした。
○平成22年5月11日についても、同様に延滞金
納付書が送付されたことによるものであり、脅
迫的な発言及び延滞金の使い道について所長

１名 なし 0

○対応については、中部ブロック本
部適用・徴収支援部厚年徴収支援
グループに相談し、「事務所にて警
察と相談対応」との指導を受け、今
後の相手方の応対状況に応じて対
応することとしました。

迫的な発言及び延滞金の使い道について所長
名文書(押印)で必ず回答しろとの強要でした。

128

盗難による
身分証明
書及び名札
等の紛失に
ついて 事
故
等
福岡 久留米 2010年5月15日 2010年5月17日

○窓口装置（記録管理システム）の操作研修を
受講した（平成２１年１１月）後に平成２２年２月
より年金相談業務に携わったが、お客様との相

１名 なし

○車から離れる時間が短時間であったので、
鍵をかけ忘れたためです。
○通常は、勤務用のバッグと私用のバッグを使
い分けていたが、たまたまその日に限って勤務
用のバッグを使用したためです。

○私用で買い物をしていた際、車の中に
置いていたバッグが盗難に遭い、その中
に入れていた身分証明書、名札及び役職
員必携を、健康保険被保険者証及び運転
免許書等と一緒に紛失したことが、本人
（特定業務契約職員）の申出により判明し
ました。

内部

○桜井年金事務所において、当該
社会保険労務士が委託業務を受託
してから現在までの間で本人に聞き

○４月１２日代表年金事務所（奈
良年金事務所）に連絡をし、代表
年金事務所より社会保険労務士

個人情報
の目的外
閲覧につい
て

○平成２２年４月８日の「氏名索引届書処
理結果リスト」の突合時、ねんきん特別便
等の窓口委託をしている社会保険労務士

0

○副所長が即時に警察へ通報した
ことを本人から聴取確認しました。
○副所長が保有個人情報の漏え
い、滅失等の事実はないことを本人
から聴取確認しました。

○全職員に当該事象を説明し、
身分証明書等の管理を適切に行
うよう指示しました。

より年金相談業務に携わったが、お客様との相
談応対中に思うように操作ができなかったこと
から、自身及び配偶者の名前を使用して、窓口
装置の操作練習を行ったことによるものです。

0

してから現在までの間で本人に聞き
取り調査を行うとともに、氏名索引
のリストと書類との突合調査を行い
ました。その結果、自身及び配偶者
の記録以外の業務外閲覧は確認で
きませんでした。
○社会保険労務士会へ今回の氏名
検索の入力の事実を連絡し、再度
個人情報の保護の徹底を依頼しま
した。
○年金相談業務に携わっている社
会保険労務士全員に目的外閲覧の
禁止についての周知及び当該社会
保険労務士の契約解除の処分をし
たとの報告が社会保険労務士会よ
りありました。

年金事務所より社会保険労務士
会へ今回の氏名検索の入力の事
実を連絡し、再度個人情報の保
護の徹底をお願いするよう、依頼
しました。
○委託業務につき初期指認証登
録時に、目的外閲覧禁止の研修
を受けたことを本人に確認するこ
ととしました。 外部129

て

事
故
等
奈良 桜井 2010年4月8日 2010年4月8日

等の窓口委託をしている社会保険労務士
の氏名を確認し、同者による個人情報の
業務外閲覧が判明しました。

2名 なし
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